
















平成 13年 度事業報告 ・平成 14年 度事業計画 試 験研究 1

シール性 を有 す る強化 オ ブラー トの開発       (HH～ H13)

加工食品部農産食品科 岩 下敦子 山 木一
史 中 野敦博 槙  賢 治

応用技術部食品工学科      清 水英樹 山 崎邦雄 熊 林義晃

1 研 究の目的と概要

オブラー トはデンプンから製造される安価で安全な優れた可食性フィルムであ

る。 しかし、ポリエチレンフィルム等に比較 して加工性 (特にシール性)が 低いこ

とから、利用の範囲が制限されている。本研究では、道産馬鈴薯デンプンの需要拡

大、付加価値向上を目的として、シール性付与および物性を強化 したオブラー トを

開発する。

【予定される成果】

インスタン ト食品等の小袋包装に利用するなど、廃棄物の少ない製品の開発

が可能 となる。また、そのまま飲用可能な薬品分包用包材 としての利用等が期

待できる。

2 試 験研究の方法

(1)ア ルギン酸マイクロカプセルの調製方法

・各種カルシュウム溶液を用いたマイクロカプセルの調製

1%ア ルギン酸液を各種カルシュウム溶液 (酢酸 Ca・炭酸 Ca・硫酸 Ca・酒石酸

Ca・乳酸 Ca・ リン酸 1水 素 Ca・ リン酸 2水 素 Ca)ヘ スプレー噴霧 し、凝固の状

態を顕微鏡観察した。

・各種スプレー方式を用いたマイクロカプセルの調製

2%ア ルギン酸液をスプレー (手動)。電動スプレー ・スプレー ドライ機ノズルに

て 10°/。塩化 Ca中 へ噴霧 し生成 したマイクロカプセルの状態を顕微鏡により比較観

察 した。

・油脂包摂マイクロカプセルの調製

2%ア ルギン酸液にオリーブオイルを添加 (1%,10%w/v)し 、ホモゲナイザー

(150kgたm2)で 乳化後、スプレー ドライ機ノズルで 10%塩 化 Ca液 中へ噴霧 した。

得られた、油脂包摂マイクロカプセルを顕微鏡にて観察 した。

(2)各 種マイクロカプセルのサイズと形状の顕微鏡観察

改良 Neubauer型 血球計数板上にマイクロカプセル溶液を滴下 し、実体顕微鏡に

て、形状および粒径を観察 した。

(3)各 種多糖類添加オブラー トの物性測定

プルラン ・カラギナン 。キサンタンガム ・アルギン酸マイクロカプセル (油脂包

摂型)。アラビアゴムマイクロカプセル (油脂包摂型)を 添加 したオブラー トを試

作 し、ヒー トシール性と圧着性を測定 した。外観を官能評価 した。

[試作協力 :伊井化学工業い]
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平成 13年度事業報告 。平成 14年度事業計画 試 験研究 1

3 実 験結果

(1)ア ルギン酸マイクロカプセルの調製

。マイクロカプセルの凝固状態と硬度に対する各種カルシユウム溶液の影響

酢酸 Ca・ 乳酸 Ca・ リン酸 2水 素 Caで は塩化 Ca同 様アルギン酸液は凝固した

が、硫酸 Ca・ 酒石酸 Ca・ リン酸 1水 素 Ca・ 炭酸 Caで は凝固しなかつた。

硬度 ・カプセルサイズの状態から、塩化 Caよ りも良好な凝固剤は認められなか

ったので、以降の試験も塩化 Caを 凝固剤として用いた。

・スプレー方式による生成マイクロカプセルの状態変化

アルギン酸溶液は粘度が高いため、水用スプレーでは 1°/0濃度が限界であ り、水

滴も大きくなる傾向が見られた。一方、スプレー ドライヤー機のノズルは、圧縮空

気を導入するため 2°/●アルギン酸液でも良好に噴霧可能であつた。

・油脂包摂マイクロカプセルの調製

1%、 10%w/vオ リーブオイル平L化液 ともマイクロカプセルの調製が可能であつた。

油脂含量の違いで、回収されたマイクロカプセルの比重は異な り、1%包 摂では沈殿

し、10%で は浮遊 した。沈殿 ・浮遊物のどちらも 10%塩 化 Ca液 を水に置換するこ

とで、塩化 Caを 洗浄 した後回収 し、高濃度マイクロカプセル混液として保存 した。

オブラー ト試作には、澱粉糊化水と共にマイクロカプセルを加えて、フィルムに加

工 した。

(2)マ イクロカプセルのサイズと形状の顕微鏡観察

各種マイクロカプセルは直径 10～100μmの 球形に形成された。凝固剤による影

響は少なく、スプレー ドライヤー機ノズルでの噴霧が最も微粒子で均一なマイクロ

カプセルとなった。

(3)各 種多糖類添加オブラー トの物性比較

試作 した各種多糖類添加オブラー トの物性を比較 し表に示した。
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4  要    糸勺

アルギン酸で油脂を包摂 したマイ

を混入 したオブラー トを試作 した。

き、他の多糖類添加オブラー トより

た。

クロカプセルを調製 し、このマイクロカプセル

現行の加工工程で問題なくオブラー トに加工で

もヒー トシール性の改良されたオブラー トを得

- 5 -



平成 13年度事業報告 。平成 14年度事業計画 試 験研究 2

農産カロエ品中の加熱臭低減化お よび除去技術 の開発  (H12～ 13)

加工食品部農産食品科 中 野敦博 山 木一史 岩 下敦子 槙 賢治

研究の目的と概要

道内産の野菜および果菜類を食品素材 として、菓子、氷菓および飲料などの加工

品に利用したいという要望がある。 しかしこれらの農産物には、加熱によつて生じ

る好ましくない臭気が発生する現象や揮発性硫黄化合物が存在することにより用

途が限定されているのが現状である。本研究の目的は、食品中の揮発性硫黄化合物

に起因する臭気成分を構造変換することによつて、フレーバーを改善することにあ

る。本年度は、糸状菌による酵素的な硫黄化合物の酸化変換を検討 した。

【予定される成果】

。野菜類および果菜類を原料とした新 しい食品素材の開発

試験研究の方法

市販されている種麹をMY培 地 (11中にモル トエキス 3g、酵母エキス 3g、ポリ

ペプ トン5g、グルコース 10g)を 用いて、30℃で4日 間振とう培養 した。菌体に同

量の 10mMト リス ・塩酸緩衝液 (pH7.0)を 加えて、既知の揮発性硫黄化合物とし

てジブチルスルフィドを添加 し、さらに30℃で振 とうした。24時 間後に、酢酸エ

チルで反応生産物を抽出し、酸化物であるジブチルスホキシ ドをガスクロマ トグラ

フィーで分析 した。酸化物を多く生産した種麹を用いて、麹を試作した。米麹の原

料は、蒸米を70℃で通風乾燥させて作製 したα化米を利用 した。製麹は、α化米

150gに 75mlの 水を加えるシャーレ法で行い、表 1の 製造条件で作製 した。麹から

酵素を抽出するために、2.5倍量の 10mMト リス ・塩酸緩衝液 (pH7.0)を 加えて

4℃で一昼夜放置後に濾過 した。活性測定の感度を高めるために限外濾過膜 (分子

分画量 1万 )を 用いて 9倍 に濃縮 して調製 したものを麹抽出液とした。酵素反応は、

液体培養 と同様に行つた。

表1製 麹条件

種麹 温湿度条件

黄麹菌   32℃ (95%、19時間)、35℃(95%、6時間)、38℃(90→85%、20時間)

黒麹菌   38℃ (95%、19時間)、35℃(95%、6時間)、32℃(90→85%、20時間)

実験結果

硫黄化合物を特異的に酸化する酵素活性をもつ糸状菌を見出すために、3社 13種類

の種麹中のジブチルスルフィ ド酸化 (BSO)活 性を調査した。6種 の種麹に BSO活

性が見出され、特に活性が高かった焼酎用黄麹菌 ((株)秋 田今野商店)お よび泡盛黒

麹菌 ((株)河 内源一郎商店)を 以下の試験に供 した。
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これ らの培養菌体を遠心分離 (8,000rpm、10分 )し 得られた培養上清には、2つ

の菌体ともにBSO活 性が見られず、菌体中にのみ活性が存在することが明らかとな

った。 しかし菌体内酵素を利用するために、食品に直接糸状菌を接種させることは、

糸状菌自体が増殖することが考えられ、食品中の他の成分も同時に変質する可能性が

生じることから現実的な利用方法でないと考えられた。いくつかの糸状菌の酵素で、

液体培養のときには菌体内酵素がほとんどであるが、固体培養を行 うと遊離型酵素を

多く生産するという研究例が報告されている。このことから固体培養 (製麹)に よる

遊離型の BSO活 性酵素の生産を検討 した。

液体培養

培養上清

麹抽出液 翻出液,    _____|
|

0 2 4 6 8 1 0 1

| _ _

0 2 4 6 8 1 0

ジブチルスルホキシド(μg/m)

図1黄 麹菌によるジブチルスルホキシドの生産

ジブチルスルホキシド(μg/mD

黒麹菌によぅィォフヒ不ルホキシ三p隻三__|

図 1お よび 2に 示したとお り、黄麹菌および黒麹菌から作製 した麹抽出液から遊離

型の BSO活 性をもつ酵素が見出された。菌体内の硫黄化合物を酸化する酵素は、塩

類などで容易に活性が失われ、菌体から粗酵素を調製 した場合には低温で保管中、数

日で活性が激減 した。この麹抽出液のBSO活 性酵素は、4℃で 7日 間後の活性が減少

しなかったことから、菌体内の酵素よりも安定性が高いと考えられた。揮発性硫黄化

合物を低減化させる酵素は、菌体から精製させると不安定になることから、微生物を

利用する方法に限定されてきた。今回の研究で得 られた BSO活 性をもつ酵素は、安

定な遊離型であることから、酵素を利用 して揮発性硫黄化合物を低減化させる方法と

して有効であると考えられた。

4要  約

食品中の揮発性硫黄化合物を酸化する酵素をもつ糸状菌を種麹からスクリーニング

した。この酵素は液体培地では菌体内にあるが、固体培養 (製麹)で は遊離型が生産

された。この麹および遊離型の酸化酵素を利用すれば、食品の硫黄化合物に由来する

食品フレーバーを改善することが可能と考えられた。

く0.lμ g/ml
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馬鈴薯 の加 工利用 に関す る新技術 の開発   (H12～ 13)

加工食品部農産食品科 根 賢治 岩 下敦子 山 木一史 中 野敦博

1 研 究の目的と概要

馬鈴薯は本道の基幹作物であるが加工品の種類は、限られてお り、近年の健康志

向や食に対するニニズの多様化を背景に付加価値の高い新たな加工品の開発が望ま

れている。本研究では健康機能の高い新規力日工品の開発を目的に裏ごしポテ トの酵

素処理による物性 。成分変化の解明と生体調節機能の評価を行つた。

【予定される成果】

生体調節機能の高い新たな馬鈴薯加工品の商品化

2 試 験研究の方法

(1)酵 素処理方法

男爵いもを剥皮、ボイル して裏ごしし、裏ごしポテ トを調製 した。裏ごしポテ ト

の半量の蒸留水に裏ごし重量に対 し0.1%の 酵素を溶解 して添加、均質化 し45℃で

6時 間処理 した。

(2)で んぶん分解酵素と糖質転移酵素の併用処理

α―アミラーゼとトランスグルコシダーゼおよび β
―アミラーゼとトランスグル

コシダーゼ (天野エンザイム)に より処理し、粘度、糖組成、糖含量の変化を経時

的に測定した。

(3)蛋 白質分解酵素処理

市販の蛋白質分解酵素 10種 (A,B・…」と略記)を 用いて、裏ごしポテ トを同様に

処理 し、色調、食味、粘度、および屈折計示度等を測定した。その中で食味や色調

に変化がなく液化力の強い酵素を選択し、裏ごしポテ トに同様に処理 して、でんぷ

ん分解率、抗酸化性 (酸化阻止率)お よびアンジオテンシン変換酵素 (ACE)阻 害

活性の変化を測定した。

(4)蛋 白質分解酵素と糖質転移酵素の併用処理

色調、食味に影響がなく、抗酸化性や ACE阻 害活性を増大させ、でんぷん分解活

性を併せ持つ蛋白質分解酵素とトランスグルコシダーゼを併用した。処理後の粘度、

糖組成、糖含量、抗酸化性およびACE阻 害活性の変化を測定した。

(5)測 定方法

粘度は回転粘度計で測定 した。また、抗酸化性はβ―カロテン退色法で測定 し

BHA5mg%溶 液の酸化阻止率に対する比率で表示 した。ACE阻 害活性は Cushman―

Cheungの 測定法に準じて測定した。糖組成、糖含量は遠心分離後の上澄を 80%エ

タノール溶液 とし、高速液体クロマ トグラフィーで測定した。でんぶん含量は遊離

糖を除去した後、グルコアミラーゼで分解 しグルコース含量より算出した。

3 実 験結果

α―アミラーゼとトランスグルコシダーゼの併用処理では処理開始 2時 間で裏ご

- 8 -



平成 13年度事業報告 。平成 14年度事業計画 試 験研究 3

しポテ トの粘度が大きく低下し液状化 した。また、糖組成については、単糖、二糖

のほか直鎖オリゴ糖のマル トトリオース、分岐オ リゴ糖のイソマル トース、パノー

ス、イソマル トトリオースが生成され、6時 間の処理で分岐オリゴ糖含量は 1.96%

となつた。 β―アミラーゼとトランスグルコシダーゼ処理では粘度の低下は認めら

れず、6時 間処理後の分岐オリゴ糖含量は 1.98%でその大半はイソマル トースであ

つた。

市販蛋白質分解酵素 10種 の中で

色調、食味に影響せず、抗酸化性、

ACE阻 害活性を増大させ、且つでん

ぷん分解活性を併せ持つ酵素として

酵素Fお よび酵素 Iを選抜 した。

抗酸化性、ACE阻 害活性は非蛋白

態窒素の増加にともなって高まり、

また、でんぷんは 6時 間の処理で

70%以 上が分解 された。

酵素Fと トランスグルコシダーゼ

を併用処理 し、粘度、酸化阻止率、

ACE阻 害率および分岐オリゴ糖含量

を経時的に測定した結果を図 1に 示

した。

処理後 2時 間で粘度は大きく低下

し流動性が高まった。また、酸化阻

止率および ACE阻 害率は除々に増大

し6時 間後には処理前に比べ、それ

ぞれ 21.4%、 78.5%増 加 した。

また分岐オ リゴ糖含量は処理時間

とともに増加 し、6時 間後 には

2.26%と なつた。

処理 したポテ トペース トを原料に

ジャム様食品とスープ様食品を試作

した。

約

加熱後、裏ごしした馬鈴薯に酵素Fと トランスグルコシダーゼ (各 0.1%)を 添

加し45℃で処理することより粘度が大きく低下し、抗酸化性とACE阻害活性が増大

した。また、分岐オリゴ糖が生成し、生体調節機能を有するポテ トペース トを製造

できることが明らかとなつた。得られたペース トは健康機能の高い馬鈴薯加工品開

発のための有用な素材と考えられた。本研究はH14よ り地域産学官連携技術開発事

業 「規格外馬鈴薯の酵素処理による新食品の開発」で継続する予定である。
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超強力小麦粉を用いた各種パン類、麺類の開発    ⊂ 11～H13)

加工食品部農産食品科 山 本一史 中 野敦博 岩 下敦子 槙 賢治

1 研 究の目的と概要

超強力小麦粉とは、カナダで 1つ の小麦銘柄 として成立しているCanada Western

Extra Strong Wheat(CWES)のような超強力小麦から得られる小麦粉のことである

が、日本では十分に検討されていないのが現状である。そこで、本研究では、特徴

的な超強力粉の性質を利用し、超強力粉そのものの新 しい用途の開発、および超強

力粉をブレン ドすることにより、用途が限定されている国産小麦の各種有効利用法

を開発することを目的とし、今年度は、昨年度に引き続き冷凍ゆで中華麺について

検討 した。また、超強力粉のデンプン特性について解析を行つた。

【予定される成果】

・超強力粉使用による高品質な麺類の開発

2 試 験研究の方法

試験には、超強力粉 として Wildcat(北 海道農業研究センター栽培品、テス ト

ミルによる60%粉 )、国内産小麦としてホクシン (市販品)を 、コン トロール と

して市販の中華麺用粉 (外国産小麦)を 用いた。

(1)冷 凍ゆで中華麺の評価

試作した各種の中華麺 (Con.;コントロール A;ホ クシン B;ホ クシン+ク
゛
ルテン C;ホ クシン75%+

超強力粉 25% D;ホ クシン50%+超 強力粉 50%)を ゆで歩留まりが 220%に なるよう

ゆでた後、ショックフリーザーにて急速凍結を行い、冷凍後は-30℃ で保存 した。

保存後 7日 、1、 2、 3、 6、 12ヶ 月経過 した冷凍麺を、30～60秒 熱湯中で解凍

後レオメーターによる切断試験にて評価 した。

(2)デ ンプン特性の解析

小麦粉についてアミログラフ、損傷デンプン量、膨潤度を測定した。また、それ

ぞれの小麦粉より分離したデンプン (テーリング画分は除去)に ついてアミロース

含量、膨潤度を測定した。

3 実 験結果

(1)冷 凍ゆで中華麺を試作し保存試験を行つた。この試験の結果を図 1に 示 した。市

販されている冷凍麺の切断強度と比較すると、試作冷凍ゆで麺の切断強度はいずれ

も低いが、試作冷凍麺のみに注目するとブレンド比率50%の 麺(D)はコン トロールと

比較 して遜色が無く、保存期間による差がほとんど見られず良好な結果を示 した。

ホクシンに添加物を加えたものは保存期間におけるバラツキが見られたことから、

超強力粉ブレン ド比率50%の 麺は生地物性改良効果が表れていると考えられた。

- 1 0 -
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(2)デ ンプンの膨潤度は小麦粉の膨潤度を上回り、温度が高くなるにしたがい膨潤度

も大きくなつた。特にホクシンは大きな値を示したが、超強力粉とコン トロールは

ほぼ同じ値を示 した (図2)。この結果はアミログラフの結果と相関が見られるが、

損傷デンプン量とアミロース含量は関与がみられなかった (表)。

膨潤度はデンプン及び小麦粉の持つ吸水能力を示す値であり、今回の結果からは

吸水の主体が基本的にはデンプンであることを示 した。
一方、超強力粉とコン トロ

ールの場合小麦粉の膨潤度がかなり低いためデンプン以外の成分に吸水抑制作用が

あると推察された。

留
興
違

Ｆ
Ｅ
ヽ
ど
撻
韻
塩
軍

岬躍動物7日

■■■■■ 60日

- 1 8 0日
― ― 生―直後
…………市販品平均

E 3 0 E
E 9 0 E
r  3 6 0 E

+-a6

Con.     A      B      C      D

図 1 冷凍ゆで麺の切断強度の変化

50     60     70     80     90     100

温度(℃)

図 2 小 麦粉及びデンプンの膨潤度

― コントロール(小麦粉)― コントロール(テ
・
ンプン)

一 超強力(4 麦ヽ粉) ― 超強力(デンフ
・
ン)

一 ホクシン(rl、コミ増分)    ―」□――ホクシン(テ
・
ンフ

・
ン)

表 ′1麦ヽ粉及びデンル の各種成分値

アミログラフ 損伊
゛
ンプン量 アミロース含量

糊 ヒ嚇

(0

最高粘度職

(℃)

最高粘度

(B.U.) ∽∽

超強力粉

ホクシン

コントロール

6 1 . 0

59.5

570

89.3

8 8 . 5

8 9 . 3

如

1, 0 4 0

690

８

　

６

　

８

５

　

３

　

８

25.7

27.2

26.1

4  要 約

超強力粉は50%以 上ブレンドすることにより、冷凍ゆで中華麺に利用できた。ま

た、市販の中華麺用粉とほぼ同等のデンプン特性を持つことが判明した。

(共同研究機関  (独 )北 海道農業研究センター)
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中華麺の変色要因の解明とその抑制技術の開発   (H13～ Hlの

加工食品部農産食品科 山 木一史 中 野敦博 岩 下敦子 槙 賢治

研究の目的と概要

近年、社会における食品の安全性に対する関心の高まりから、食品に対する安全

性の確保には今まで以上の努力が求められている。麺類においても例外ではなく、

製麺技術の向上と衛生管理、さらに品質管理の徹底が必要とされている。そこで本

研究では、中華麺の品質向上を目的として、保存中における劣化原因、特に変色に

関しての発生要因の解明および防止対策等について検討を行 う。今年度は、変色麺

の実態調査および要因解析試験を実施 した。

【予定される成果】

。中華麺の品質向上及び品質管理基準の設定

試験研究の方法

実際に赤変 した麺を入手し、微生物試験、pH、 水分、還元糖について分析 した。

さらに、微生物試験より得られた菌をかんすいに添加 し、このかんすいを用いて中

華麺を試作した。また、混入原因を探る目的で、小麦粉中の好アルカリ性微生物を

増菌試験により調べた。

実験結果

入手したラーメンは完全に赤変 していたが、特に臭いの発生はみられなかった。

無変色麺と比較すると、成分的には麺の水分、pHは 同じであり、還元糖は赤変麺

のほうがわずかに多かつた。微生物試験では、
一般生菌はほとんど検出されなかつ

たが、好アルカリ性微生物が検出された。 しかしながら、菌数のオーダーは赤変麺

と無変色麺ともに同じであり大きな差は確認できなかつた (表1)。

検出された好アルカリ性微生物の中で赤色のコロニーを示す菌が存在することか

ら、この菌を培養 した後、かんすいに添加 し中華麺を試作し色の変化を調べた。 し

かし、麺帯の色調、特にa*値 (+の 方向は赤色)に おいてもコン トロール とほと

んど差が無く、この菌が赤色化の直接原因とは判断できなかつた (図1, 2)。

一方、好アルカリ性微生物の混入原因を探る目的で、小麦粉中の好アルカリ性微

生物を増菌試験により調べた。その結果 3～ 4日 目に好アルカリ性微生物が検出さ

れた (表2)。 増菌中に培養液が赤く変色 し、強烈な腐敗臭が生じた。この菌はコ

ロニーが赤くはならず、前者の菌とは異なるものと推察された。

- 1 2 -
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(mg/ml)     (cfu/g)        (cfu/g)
赤変色麺

無変色麺

3 1 . 0

3 1 . 0

9.12

9 . 1 1

<300

<300

3 . 6 x 1 0 6
1 . 2 x 1 0 6

1 0 . 4

6 . 5

埋

ヽ

５

　

　

　

０

埋
Ъ

0     1     2    3     4

保存 日数

図 1 微 生物添加麺の色調変化 (L*値)

― コントロール      ー 添カロ品

― 菌+アルコール

図 2微 生物添加麺の色調変化 (a十値)

一 コントロール   ー 添加品

-1恵 +7ルコール

1日 目
2日 目
3日 目

4日 目

<300
<300

g . 0 x  1 0 3

<300
<300

2 . 4 x 1 0 4
2 . 2 x 1 0 6

6日 目       ≧ l o6           ≧ 106
(単位 :cfu/g)

4要  約

赤変 した中華麺について各種の分析を実施 したが、化学成分では無変色の麺と大

きな差はみられなかつた。一方、微生物試験より好アルカリ性微生物が検出され、

コロニーが赤色な菌及び培養液が赤変する菌が存在 した。

平成 14年 度の研究計画

微生物による変色の可能性が生じたため、各種の中華麺用粉について好アルカリ

性微生物のチェックを行 う。この中で麺に対し赤色系に着色を示す菌について検討

を行 う。一方、微生物以外についても、pHと 着色の関係、化学成分等の変化によ

る要因解析を検討する。これらの解析から、変色抑制技術について検討する。

保存 日数

<300

―-13-―
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新しい製造技術による食肉製品の開発
一通電による食肉製品の加熱一

α12-H13)

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁 阿 部 茂  渡 邊 治

応用技術部食品工学科 熊 林義晃

研究の目的と概要

食肉加工品の生産量は、年末の贈答用製品製造の繁忙期には一般に平常月の2～ 3倍

量に及び作業量の変動が大きく、作業工程では処理能力、時間が固定している加熱部門

にかかる負担は非常に過大で、この工程の効率化、改善が望まれている。また近年の消

費形態の変化からスライスハ
°
ック製品の伸びが著しい。この原料となるスライス原木等大日径の製

品の加熱処理は長時間を要し、この作業改善が望まれている。

本研究では、この加熱工程の処理時間短縮をはかるため、被カロ熱物 (塩漬肉)に 電流

を通してその電気抵抗により発熱させて加熱処理を行 う通電加熱技術の食肉加工品製

造への応用を検討 した。

【予定される成果】

・食肉加工品の短時間加熱処理技術の開発

試験研究の方法

試料はスライス原木サイス
゛
のホ

゛
ン啄Mを 供した。豚もも肉を整形 してヒ

°
ックル液を注入し、3日

間塩漬した後充填径 92 11BIlの舛シンク
゛
に重量 2～3 kg、長さ35～50c■l程度の大きさに充填

して試料とした。なお、試験区は通電を行うため、両端結紫部にアルミ製の電極板兼円形

スヘ
°―サー (直径 90111111、厚み 10 11ull)を装填 した。

通電装置は交流電力調整器を主部品とした自作品を用いた。試料に印加する交流電圧

は、電圧変換器 。電流変換器で直流に変換し、加熱時の試料温度とともにデータロガー

で記録 した。電圧の印加は自動調整器を使用し、定電流制御で行つた。 (図1)

試験区 (通電加熱)は 、電流値 5A、10Aで中心温度を72℃まで昇温した後、スモークハウス

(燻煙設定・室温 72℃)で 40分間保持 した。対照区はスモークハウスにより熟成、乾燥、燻煙、

蒸煮の 4工 程で各々室温を60℃、70℃、75℃、80℃で加熱し、最終中心温度を72℃ま

で加熱 した。

通電加熱品とスモークハウス加熱品の品質を比較した。断面の色調はMINCbLTA色彩色差計を使

用してノツター表色法により、ケ
゛
ル強度 (最大応力、突刺深度)は StlN RIIEO METERで直径 10

皿球形プランシ
゛
ャーを用いて測定した。保水性は加圧濾紙重量法により、亜硝酸残留根は公

定法により測定した。加熱歩留 りは製品重量/充 填重量の比率で求めた。

実験結果

図2に 昇温特性を示した。試料の中心温度が 72℃に達する所要時間は、スモークハウ勅口熱

では4時 間、通電加熱 5Aで は 50分 、通勧 口熱 10Aでは 15分であつた。通電カロ熱は、

電極付近の昇温が中央部よりも早い傾向が見られ、また中心部分が表面部分よりも早い

傾向が見られた。電流値 10A品 はこの傾向が顕著であつた。この現象はアルミ板と肉との

- 1 6 -
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接触抵抗が肉自体の抵抗よりも大きいため電極付近の発熱がより大きいことと表面部

分からの放熱が大きいことが原因と考えられた。

表 1に加熱製品の評価結果を示した。昇温特性に違いが見られたため端部と中央部と

に分けて評価し、スモークハウス品の中央部を基準に t検定を行つた。通電加熱 10A品 は突刺

深度、色調a値 が大きな値を示し、スモークふ端部の水分値と通電加熱品の亜硝酸残根が小

さな値を示した。他の項目では有意差は見出されなかつた。加熱歩留 りは、通電加熱 10A

品が他に比べて高い値となつた。また通電カロ熱品はアルミ板と肉の接触面に焦げ付きが発

生し、厚さ2111111程度 (両端で 60g程 度)を 切除する必要があつた。

スモークハウス品と通電加熱 5A品は、肉質がしつかりとした食感で両者に差は感 じられなか

つた。通電加熱 10A品は他とやや異なつた食感で、多汁質でしっとりとした感 じに仕上

っていた。

4 要  約
・加熱処理時間の短縮が可能であつた。 (電流値 5Aで 1/5、10Aで 1/16の短縮)

・全体を均一に昇温するためには保温の方法に工夫を要する。

・品質に大きな差はなかつたが、通電加熱 10A品にやや違いが見られた。

通電加熱技術は従来品とほぼ同等の品質で短時間で仕上げることができ、加熱処理

時間の短縮に有効な技術 と考えられた。

8 0

=00
燃
9冨40

2 0

0

図 1 通 電装置の構成            図 2

表 1 加 熱製品の評価結果

‐●‐A-7-● ―

■ ― lい品―
411‐― l・颯 ・―

。― l叫 ― 。

。 ― l嘔 ・― l・

‐ “ 報 鰤
‐ … … ―
‐ ■日出熱 ●配当“,い0

1"   100

鴫間 [市司

昇温特性

300

断 面 色 調

処理方法  部 位 水 分[∬] L tt  a tt  b値   最 大応力[g]突 刺深度Emml亀丞性[%]亜壼酸残根Ippma加熱歩留り[%]

通電加熱5A 磐 墨 __                                             87_1

中心11   090     00.9     13.3     0.2       24698        10.5       88.0        58.0ホ

通電加熱10A 」出lζ    73.0     66.4     11_6     4.7       35918       143+      89.5        55.0'         90_9

中`ら部   720     028     144■     59       2975.8       159Ⅲ       33.5        55.2●

スモークハウス  端 部  6594  03.5  12_4  54   2402.8    118   87_8    65_9     88.2

(基準) 中 心都   708     047     118     49       3205.8        97        803        66_3

・■印は、t検定により危険率5%でスモークハウス中心部に対して有意差が認められるもの。
・加熱歩留りについてはt検定を行つていない。
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牛乳成分を利用 した和風食品の開発      (H13～ 14)

加工食品部畜産食品科 渡 邊 治  阿 部 茂  井 上貞仁

研究の目的と概要

牛乳はその栄養面から 「完全な食品」と言われ、古来から北海道はもとより世界

中で愛飲されている食品である。また、チーズやバター、ヨーグル トの様に様々な

形に加工利用されている。 し かし、その風味や食感、含まれる平L糖などが原因で食

べることの出来ない人がいることもまた事実である。さらに 「牛平L・平L製品=洋 食」

というイメージが強いため、 「和の食卓」への定着が不十分である。

以上の点から本研究では、和食に違和感無くとけ込む食品として日本人になじみ

深い 「豆腐」をモチーフにした新しい食品の開発を目的とした。原料として生平L・

濃縮平L・ペプチ ド平Lなどを用い、これに様々な凝固剤を作用させ、その凝固効果と

成分の機能性について検討 した。

【予定される成果】

。新規食品の開発による牛乳 ・平L製品の新たな消費者層の開拓

・機能性を含めた高付加価値化による市場の活性化

試験研究の方法

(1)有 機酸添加による凝固効果

」LT条 件 (65℃、30分 )で 殺菌した牛乎L2CICl」を20℃または 80℃に保ち、こ

れに酸 (酢酸、クエン酸、リンゴ酸)を 少量ずつ添加 した。そしてこの時のpHの

変化並びに形状を観察した。

(2)有 機酸 。塩の併用による凝固効果

L■∬条件で殺菌した牛平Lを80℃で 25分 間湯浴 し、それに50%酢 酸と5%塩 化

カルシウム水溶液を表のように添力日し、その後 37℃で状態変化を観察した。

表 凝 固に対する酸と塩の関係

牛乳 (ml) 50%酢 酸 (m!) 5%CaC!2(ml)

実験結果

有機酸を添加 した時の

pHの 変化は図 1の とお り

である。最終値はすべての

有機酸、温度に違いは見 ら

れないが、酢酸を用いた場

合、最初急激に pHの 低下

が見 られ、また温度が高い

方 (80℃)が 全般的に pH

1

2

3

4

5

6

7

8

9

１

１

１

５

５

５

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

５

５

５

５

５

５

５

５

５

0 . 0

0 . 5

1 . 0

0 . 0

0 . 5

1 . 0

0.0

0.5

1.0

が低かつた。前者は使用 した有機酸の構造、特に分子中のカルボン酸の数に、また
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クエン酸

図 1

後者はタンパク質の熱変性に

原因があると思われる。形状

は 80℃一酢酸添加群ではお

ぼろ豆腐様であつた他は、す

べての群でヨーグル ト状に凝

固 した。

有機酸 とCac12の併用時の

凝固 (表)に ついては、 7～

9群 で塩添加直後に沈殿を形

成 した。 さらに有機酸を添加

することにより4～ 6群 にお

いても弱い沈殿を形成 した。

1～ 3は 弱いヨーグル ト状で

あった。その後は 1～ 3に お

いて経時的にヨーグル ト状態

酸添加量 (ml)

酸添加量とpHの関係

図 2 酸 添加によるおぼろ豆腐様牛平L

がやや進むが4～ 9群 は変化がみられなかつた。

4 要   約

牛平Lに有機酸、および塩を添加することによりある程度までの凝固物を試作する

ことが出来た。また添加量を増やすことにより凝固の度合いを高めることも可能で

あるが、有機酸 ・塩の添加は両者とも風味に影響を与えるため、今後は保形性と風

味のバランスを計 りつつ、また違った凝固手段の検討が必要と思われる。

平成 14年 度の研究計画

有機酸と塩の関係についてさらに検討を加えるとともに、アイスクリームに使わ

れる安定剤や多糖類などの食物繊維を添加した場合の物性についても調べる。また

蛋白凝固酵素についても検討する。

―-19-―



平成 13年度事業報告 。平成 14年度事業計画 試 験研究 13

食品加工副産物を活用した水産食品の開発  (H12～ H13)

加工食品部水産食品科 吉 川修司 太 田智樹

加工食品部 大堀忠志

研究の目的と概要

酒粕や醤油滓などの醸造副産物は発酵食品特有の良好な風味を有するが、用途が

限られ大部分は廃棄されている。一方、従来の水産加工品で発酵による風味を持つ

製品は少な く、発酵風味を活かした製品開発ができれば新たな付加価値 となること

が期待できる。

本研究は北海道の主要水産加工品であるイクラを素材として、醸造副産物を有効

活用 して風味豊かな新 しい水産食品の開発を行つた。本年度は香 りや味を中心に最

終製品の品質を検討 した。

【予定される成果】

風味豊かな新規水産食品の開発

試験研究の方法

生イクラを 10°Cの飽和食塩水中で 1分 間攪拌後、水切 りして塩イクラを調製 し

た。酒粕と醤油滓をフー ドプロセッサーを用いて各種比率で混合 して漬床 (以下、

混合漬床)を 調製 し、ガーゼで包んだ塩イクラの上下を覆い、 4°Cで漬け込み処理

を行つた。食品としてのうま味と風味の評価は遊離アミノ酸量とフラノン量、また

保存性の評価は一般生菌数 と揮発性塩基窒素 (Ⅵ〕N)に より行つた。測定は一般

生菌数、Ⅵ3Nは 常法により、水分活性は水分活性測定装置により行つた。遊離ア

ミノ酸は試料を水抽出し、エタノールで除タンパク後に減圧乾燥 し、水 とクロロホ

ルム (12)を 加えて振 とう後、遠心分離 して脱脂 した水層を自動アミノ酸分析計

を用いて分析 した。フラノンは試料に4倍 量の食塩を加えてつぶ し、酢酸メチルで

振とう抽出後、遠心分離 して得 られた上清をガス質量分析計にて測定 した。

実験結果

イクラを混合漬床で処理すると、うま味と香 りが豊かなになつた。具体的には処

理後のイクラからは醤油滓由来の香気成分であるフラノンの一種 IIEMF(ヒドロキシー

メカレー",レーフラノン)が 検出され、混合比 105の 場合には 37 ppmに も達 した (表)。

また、処理によリアミノ酸含量は 1200～ 2000mg/100gに増加 した。

一方、混合漬床の処理時間が 1週 間のものと1ケ 月のものでは、フラノン量に差

がないことから、風味の付与に要する漬け込み時間は 1週 間で十分であると考えら

れた。さらに、混合漬床の酒粕と醤油滓の組成比が 102、 103、 105の 場合にフラ
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ノンが検出され、香 りの付与にはこの範囲の混合比が適していた。

保存性の面では水分活性は処理後 5日で 0.96から0.86に低下し、以後ほぼ一定

であつた (図)。試験期間を通じ VBNは ほとんど増加せず、一般生菌数は lgあ

たり1ぴ台を保つなど冷蔵下の保存性は良好であつた。

表 混 合漬床によるイクラヘの風味付与

試 料 フラノン量 (ppm)

酒粕

醤油滓

塩イクラ

漬け込み 1週 間 (酒粕:醤油滓=10Ю)

漬け込み 1週 間 (酒粕:醤油滓=1)1)

漬け込み 1週 間 (酒粕:醤油滓=102)

漬け込み 1週 間 (酒粕:醤油滓=103)

漬け込み 1週 間 (酒粕:醤油滓=10:5)

漬け込み 1ケ 月 (酒粕:醤油滓=103)

漬け込み 1ケ 月 (酒粕:醤油滓=105)

０

４０

０

０

０

１１

‐６

３７

・４

３４

1.00

0.98

0.96

0.94

u o.gz
l|s
fi 0.90

X o.gg

0.86

0.84

0.82

0.80

=ロー10:3  -10:5

い
、

ヽ
、

ゝ
＼

0         5         10        15        20        25        30        35

処 理 時 間 (日)

図 処 理中の水分活性の推移

4要  約

イクラを混合漬床で処理すると、香 りとうまみが豊かな新規食品が開発出来た。

風味については、処理により醤油由来の香気成分であるフラノンの一種 IIEMFが

認められ、風味付与が可能となり、さらにアミノ酸含量は 1200～ 2000 mg/100g

に増加 した。香 りの付与には混合漬床の酒粕 と醤油滓の混合比が 102、103お よ

び 105が 適 してお り、処理時間は 1週 間で十分であつた。保存性については水分

活性は処理により0。95か ら0.86に低下 し、VBNや
一般生菌数はほとんど変化せず、

保存性に優れた製品であることが明らかになつた。
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未利用海藻を活用 した機能性飲料の開発 ( H 1 3～ 1 5 )

太田智樹 吉 川修司

大堀忠志

加工食品部水産食品科

加工食品部

研究の目的と概要

道内には未利用海藻資源が豊富に分布 しているが、食品への具体的な利用開発

例は少ない。海藻は食物繊維や ミネラルなどをはじめ、健康性に役立つ成分を豊

富に含むため、健康機能の高い食品への原料としてその利用が期待される。一方、

食品のなかでも飲料は健康性をアピール しやすい消費形態であり、健康素材の飲

料への利用が年々高まっている。そこで本研究では、未利用海藻の健康成分を飲

料に応用することにより市場競争性に優れた製品開発を目指す。本年度は道東域

の未利用海藻資源 として豊富なスジメおよびアイヌワカメを対象 とし、α―グルコ

シダーゼ阻害活性 (糖尿病予防)お よびウレアーゼ阻害活性 (胃炎 ・胃潰瘍予防)

を測定し、これらの海藻の健康機能について検討 した。

【予定される成果】

生活習慣病の予防や健康性を高める機能性飲料を提供する。

試験研究の方法

(1)試 料の調製

測定試料 (アイヌワカメ、スジメ)は 歯舞漁業協同組合より供与をされたもの

を用いた。試料の調製は 90%ア セ トンで抽出した後、水、酢酸エチルで分画した

もの、また 70%メ タノール抽出物についても阻害活性を根1定した。

(2)α ―グルコシダーゼ阻害活性の測定

α―グルコシダーゼ阻害活性の測定はラット小腸由来の粗酵素液および基質はス

クロースまたはマル トースを 500mMに なるように 0.lMマ レイン酸緩衝液(pH6.0)

に溶解 して用いて、抽出試料 0.lml、基質溶液 0.lmlお よび 0.lMマ レイン酸緩衝

液(pH6.0)0,7mlを試験管に入れ混合 した後、粗酵素液 0.lmlを 加えて 37℃で 60

分間反応を行った。反応後、2Mト リスーマレイン酸―水酸化ナ トリウム緩衝液(pH7.4)

を lml加 えて酵素反応を停止させた。反応液から 0.02mlを分取し、遊離 したグル

コースをグルコース測定キット (グルコース C―IIテ ス トワコー)に より発色 し、

505nmでの吸光度を測定して阻害率 (%)を 求めた。

(3)ウ レアーゼ阻害活性の沢1定

ウレアーゼ阻害活性の淑J定は、40mM尿素 0.4mlおよび抽出試料 0.3mlを混合 し、

37℃で 5分 間保定後 0.5U/mlウ レアーゼ (なたまめ由来)を 0.3ml添力日し、37℃

で 10分 間反応を行つた後、1.ON硫酸を 0.3ml添加 して反応を停止 した。反応で遊

離 したアンモニアをイン ドフェノール法により 540nmで の吸光度を測定 して阻害
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率 (%)を 求めた。

実験結果

アイヌワカメおよびスジメ各抽出物について糖尿病予防の指標 としてα―グルコ

シダーゼ阻害活性、また胃炎 ・潰瘍予防の指標 としてウレアーゼ阻害活性の測定

を行つた。 α―グルコシダーゼ阻害活性は両海藻とも 90%アセ トン抽出物から得 ら

れた水および酢酸エチル画分にはほとんど認められなかった。また、70%メタノー

ル抽出物(2.5mg/ml)でもアイヌワカメ、スジメのスクラーゼ阻害活性で 8.3、6.2%

とわずかに阻害活性は認められたものの生理的な効果が得 られる結果は示 されな

かった。一方、ウレアーゼ阻害活性では水画分および 70%メタノール抽出物で阻害

が認められた (表)。水画分ではスジメがより阻害が強く、70%メタノール抽出物

ではアイヌワカメにより強い阻害が認められた。 これ らの結果からスジメには水

溶性、またアイヌワカメにはやや疎水性の阻害成分の存在が示唆された。 し かし、

今回用いた原料では阻害濃度が高いため高活性成分は多くないものと考えられた。

今後、採取する時期や抽出部位ごとの阻害活性の変動を把握 していく必要がある。

表 ア イヌワカメ、スジメ各抽出物のウレアーゼ阻害活性(%)

90%アセ トン抽出物

水画分  酢 酸エチル画分 70%メ タノール抽出物

アイヌワカメ 17.5 N D

スジメ     41.9

4 3 . 0

1 0 . 7ND

水および酢酸エチル画分は反応混液中5mg/ml、70%メタノール抽出物は 1.5mg/mlで阻害活性

を測定した。

以上の結果か ら、本研究で用いたアイヌワカメおよびスジメには糖尿病予防に

有効なα―グルコシダーゼ阻害成分は存在 しなかつたが、ウレアーゼ阻害活性では

スジメの水抽出物、またアイヌワカメの 70%メタノール抽出物に阻害成分の存在が

示唆された。

要  約

未利用海藻として資源量の多いアイヌワカメ、スジメのα―グルコシダーゼ阻害

活性 (糖尿病予防)お よびウレアーゼ阻害活性 (胃炎 ・胃潰瘍予防)に ついて検

討を行つた結果、両原料に阻害活性が見出されたが、いずれも生理的な有効性が

期待出来るほど強い活性は示さなかつた。

平成 14年度の研究計画

前年度の結果を踏まえ、他の機能性を検討するとともに機能性飲料の開発原料

を未利用海藻だけでなく食用海藻全体に対象を広げて機能性飲料の開発を検討す

る予定である。
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道産 味噌 の高品質化 に関す る試 験研 究

―味噌用酵母の分類 と性質の解明―      (H13～ 14)

発酵食品部調味食品科 山 木携 佐 々木茂文 池 田隆幸

研究の目的と概要

北海道の味噌出荷量は全国 5位 以内に入るが、道内自給率は 50%以下であり、シ

ェアの約半分を道外産の味噌に奪われている。また、道外への移出率も3割 強にと

どまっているのが現状で、出荷量を上げるためには、道内でのシェアアップおよび

道外への移出の拡大が求められる。

味噌の製造に利用される有用微生物として酵母がある。酵母は、味噌の香 りに大

きな影響を与え、未熟臭 ・温醸臭の除去や芳香性の付与に効果的である。酵母の生

成する香気成分の中には、抗酸化性などの機能性を有するフラノン化合物などがあ

る。利用する酵母によつて、味噌の品質も変わってくるため、より良質な酵母を選

択利用することは道産味噌の品質向上につながる。

そこで、本研究では、道産味噌の高品質化を目標 として、北海道独自の優良味噌

用酵母を分離 し、その諸性質を明らかにした上で、それを実際の味噌醸造に利用す

ることをめざす。

本年度は、鑑評会で優秀と認められた味噌より酵母を分離 し、そのフラノン化合

物生成量を測定した。

【予定される成果】

。優良味噌用酵母利用による道産味噌の高品質化

試験研究の方法

試料には、平成 12年度および 13年度全国味噌鑑評会にて優秀と認められた味噌

20点 を用いた。試料味噌は、その懸濁液を適宜希釈 し、味噌分離用培地 (グルコー

ス培地 ;グルコース 5%、 カザミノ酸 1%、 酵母エキス 0.2%、 KH2P04 0・2%、 MgS04

・7H200・05%、 NaCl 10%)に播種 し、30℃ 7日 間培養後コロニーの計数を行つた。

コロニーの外観の違いに従つて、一種類につき3株 ずつ酵母を分離 し (3株に満たな

いときは、その数だけ)、-80℃で冷凍保存 した。

フラノン化合物生成量の測定に用いた培地は、200副 リボース、200副 グルタミ

ン酸ナ トリウム混合溶液とYPD培 地 (酵母エキス 2%、 ポリペプ トンS4%、 グ

ルコース 4%)を 別々に 121℃、15分滅菌し、これを無菌的に等量混合 したものを

用いた。試験培地 4mlに供試酵母を 1×107cellS/mlになるように接種 し、蓋を堅

く締めて 30℃、10日間放置 した。遠心分離 (3000rpm、5分 )に よつて、酵母を除

いた培地 lmlを測定試料とした。試料を食塩で飽和させ、酢酸メチル 1.5mlを加え

て 10分間激 しく振とう後、遠心分離 (3000rpm、15分)を 行つた。この時生じた

有機溶媒層 lmlをガスクロマ トグラフ質量分析計で、内部標準法を使って、フラノ

ン 化 合 物 の う ち 4 - H y d r o x y  2 , 5 - d i m e t h y 1  3 ( 2 H )一 f u r a n o n e ( H E M F )を 定 量 し た 。
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実験結果

供試 した味噌 20点 の うち酵母の検出されたものは 10点であ り、残 りの 10点か

らは検出されなかった。検出された酵母 より、コロニーの外観の違いにしたがつて

分離 ・保存 した株は、全部で 19種類 47株 であつた。

得 られた酵母全 47株 に対 して、HEMF生成量測定試験を行い、その結果を図 1に

示 した。47株 の うちフラノン測定培地で全 く生育 しない株が 2株 あ り、これ らの

株については、測定培地の組成を変えて増殖 させ、HEMF生成量を測定する必要が

あ り、今後更に検討 していきたい。残 りの 45株 については、すべて HEMFを生成

し、その生成量は 23.8～54.4mg/Lで、菌株 によつて、差があることがわかった。

したがつて、今回行つた HEMF生成量測定試験をその他の味噌に適用することによ

って、優良株の選択は可能であることが判つた。

1 9   2 1   2 3   2 5   2 7

酵 母 番 号

図 1 分 離酵母の HEMF生 成量

4  要   約

平成 12年度および 13年度全国味噌鑑評会にて優秀 と認められた味噌 20点 より

47株 の酵母を分離 し、その HEMF生成量を測定 した ところ、菌株によつて生成量

に差が生 じた。HEMFな どのフラノン化合物は、味噌の香 りをよくするだけでなく、

機能性を付与することか ら、この手法を使 つて酵母を選抜す ることは、味噌の品

質向上に有効であることが明 らか となつた。

平成 14年度の計画

次年度は、本年度検討 した選抜方法を使って、これまで分離 ・保存 した酵母の

第一次選抜を行 う。また、選抜 した酵母について、耐塩性などの生理 ・生化学的

諸性質を調べ、第二次選抜を行 う。

〔Ｊ
「
■
Ｅ
〕Ｌ
〓
日
〓
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寒冷地に最適な新規乳酸菌による優良道産ワインの安定醸造 (H13～15)

発酵食品部調味食品科 山 木携 佐 々木茂文 池 田隆幸

研究の目的と概要

北海道産のブ ドウは、その冷涼な気候により酸味が強いため、道産赤ワインの醸

造において、ワインの減酸は品質向上のための重要な工程である。減酸方法として

は、酸味の強いリンゴ酸を、平L酸菌によつて酸味の柔らかい平L酸に変換する減酸発

酵 (マロラクティック発酵;MLF)が効率よく安全な方法である。北海道ではその冷

涼な気候ゆえにMLFが起こりにくいといわれているが、実際には原料や樽などに存

在すると考えられる平L酸菌によって、自然発生的にMLFが進行 している場合が多く

見られる。それにもかかわらず、MLF ttL酸菌種については、まだ明らかにされている

とはいえず、MLFの進行も自然発酵に任せている状況にある。

そこで、北海道産赤ワインの品質をより安定 ・向上させることを目的として、MLF

に関与する平L酸菌の中から、種々のブ ドウ品種に最適で、しかも寒冷地に適応 した

減酸能力のある平L酸菌を選択する。さらに、その乳酸菌の性質やその他の微生物と

の関わりなどについて明らかにし、実際のワイン醸造において利用 ・管理する。

本年度は、MLFの進行 している赤ワインより乳酸菌を分離 し、その菌種の同定を

行つた。

【予定される成果】

・北海道産赤ワイン醸造におけるマロラクティック発酵の工程管理

。北海道産赤ワインの品質の向上 。安定

試験研究の方法

試料には、池田町ブ ドウ ・ブ ドウ酒研究所が製造 したワインを用いた。1999年お

よび 2000年に収穫された清見、清舞、ツバイゲル トおよび山ブ ドウの4品 種を原料

として醸造 した 8種 類の赤ワインを定期的にサンプリングし、供試 した。

試料ワインは、適宜希釈 し、291培地に播種 し、20℃ 14日間嫌気培養後生菌数を

測定した。また、MLFの確認のために、pH、L―リンゴ酸量、L―平L酸量を測定した。生

菌数の変動に応 じて随時乳酸菌を分離(1999年産フインは各 30菌株、2000年産ワイ

ンはコロニーの外観によつて数種類 5株 ずつ)し、MLFに 関して最適と考えられる時

の分離平L酸菌について、同定を行つた。

同定は、試験株を細胞壁溶解酵素 (N―Acetylmuramidase SG:生化学工業)処理後キ

ット(Genとるくん W酵 母 ・グラム陽性菌用 ;TaKaRa)によつてゲノムDNAを抽出し、

16S rRNA遺伝子全領域を増幅するPCRl)を行つた。PCR産物を精製後、サイクルシー

ケンス法 1)にて上流側約 300bpの塩基配列を決定し、菌株間の相同性を検討 した。

1)長 島浩二ら,日本食品科学工学会誌,45(1),58-65(1998)

一-32-―



平成 13年度事業報告 ・平成 14年度事業計画 試 験研究 17

実験結果

供試 ワインはすべて MLFの進行が認められたが、その時期は、原料ブ ドウや収穫

年によって、異なっていた。1999年産 ワイン 125株、2000年産 ワイン 56株 の合計

181株 について、菌種の同定を行つた結果、Type I、Ⅱ、Ⅲの、塩基配列の一部異

なる 3菌 株が得 られた。 これ らの相同性を検索 した結果、3株 とも θenοcοccus οθni

の配列 と極めて高い相同性 (99%以 上)を 示 した。θ.οeniは優良な MLF菌 として知

られた菌種であ り、θ.οenゴ標準株 (ATCC23279株)の 相当部分 との塩基配列 と比較

しても、すべて一
致 したか一塩基のみの違いであつたため今回得 られた 3株 の乳酸

菌は、すべて θ.οeniと推定 された。

得 られた分離菌株をブ ドウ品種、収穫年度によつて比較 した結果 (図 1)、清見 (SF)、

清舞 (IK567)、山ブ ドウ(YF)は同じ菌株 (Type I)が両年にわたつて、MLFの 主発酵

株であつた。ツバイグル ト(ZW)に関 しては、1999年産 ワインでは Type Ⅱが、2000

年産 ワインでは Type Iが主発酵菌株 と考えられた。

SF-99

SF-00

:K567-99

!K567-00

Z7-99

Z7-00

ΥF-99

YF-00

r T y p e  I

tr  Type I

E Type III

図 1 各 種 ワインにおける塩基配列の異なる 3株 の乳酸菌の割合

要  約

1999年および 2000年池 田町産の 8種 類の赤 ワインより、平L酸菌を分離 ・同定 し

た ところ、塩基配列の一部異なる 3種 類の乳酸菌が得 られ、いずれ も θ.οθnfと推

定 された。ブ ドウ品種、収穫年度による比較では、清見、清舞、山ブ ドウは両年に

わたって主発酵株が一致 していたが、ツバイグル トに関 しては、収穫年度によつて

異なる株が主発酵株であつた。

平成 14年度の研究計画

次年度は、本年度分離 。同定 した乳酸菌株の諸性質を調べ、各 ワインに適 した菌

株を選択する。 さらに、選択 した菌株を使つて、実際の醸造 ワインに添加 し、実験

室 レベルでの平L酸菌添加試験を行 う。

:2_7%~~~12 7%
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発酵食品の香気及び機能性の強化に関する研究
一―乳酸菌の発酵食品中のフランノン生成とその増強に関する研究一一

(H10-13)

発酵食品部発酵食品科 富永一哉 田村吉史 濱岡直裕 発酵食品部 田中常雄

研究の目的と概要

国内ではキッコーマンの研究者が最初、醤油及び味噌の香 り物質として 1978年 頃

にハイ ドロキシ ・エチルメチル ・フラノン (HEMF)を発見した。1990年代に入つて、

ウイスコンシン大学でこの物質に抗腫瘍活性が存在することが指摘された。最近では、

キリンピールの研究者によってビール中にも同物質が発見され、また ドイツの研究者

はチーズの中にハイ ドロキシ 。ジメチル ・フラノン (HDMF)を発見していて、フラノ

ンは発酵食品中に広 く分布 している。また、スイスのネスレ社ではフラノン類の生成

経路についての研究を進めている。共同研究者である熊本県工業技術センターにおい

ても、味噌の発酵における HEMFの 生成の研究を進めていて、糖とアミノ酸が加熱に

よつて変化 した物質 (メーラー ド物質)力Sフラノンの前駆体であり、酵母がこれをフ

ラノンに変換 しているという発見をした。

フラノン類は、カラメル様の甘い香 りを持ち、味噌などの発酵食品の特徴を示す香

り物質である。分析法はガスクロマ トグラフ質量分析法 (GC―MS)な どで確立されて

いて、他の生理活性物質を測定する場合より、極めて容易に分析ができる。本研究で

は、北海道の特産食品である発酵乳製品、特にヨーグル トとワインにおけるフラノン

類の分布を検索 し、熊本県との共同研究で開発された技術を用いて、発酵食品中のフ

ラノン類の増強に取 り組んだ。その結果、このフラノンが発酵工程において微生物の

活動によって増加することを明らかにし、それぞれの製品中で HDMFを 増強する方法

を確立した。国費補助研究の最終年度である今年は、この方法を用いて製造 した ドリ

ンクタイプのヨーグル トと道産ブドウを原料としたワインの市場調査を行つた。

【予定される成果】

・北海道産の発酵食品、特に、発酵乳製品、ワイン、味噌 。醤油等の高付加価値化

言鵡飾汗究の方法

実際に製造を行う工場の製造工程と設備に合わせるため、ヨーグル トの原料は生乳

に対 して若干量の脱脂乳を加え 4%の グラニュー糖等で加糖 した原材料を、熱交換機

により 95℃、15秒 間殺菌したものを用いた。試験区としては、上記の加糖原料にさ

らに 2%の ガラクトースと加えたものを用いた。試験製造を依頼 した企業が普段から

使つているスターターを用い、40℃、3時 間で発酵 した。

ワイン醸造では、原料ブドウにナイヤガラとデラウェアーを用いた。作業工程に適

合させるために、果実は破砕後にペクチナーゼ処理を例年より高めの温度 20°Cで 1昼

夜行い、搾汁後発酵に供 した。使用した酵母は研究結果で比較的高いフラノン生成を

示したUvaferm CMで20℃、14日間発酵 した。
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以上の製品について、ヨーグル トに関しては、CTL法 を用いた消費者の嗜好調査を

行つた。また、ワインに関しては、市中の販売者に対する聞き取 り調査を行い、補助

的に試飲会でのアンケー ト調査も実施 した。

3 調 査結果

ドリンクタイプのヨーグル トに関しては、10代後半から50代 までの女性 100人に

対し、開発した製法による製品と従来の製品と比較試飲 してもらつた。その結果、70%

を越える被験者から新製法によるコーグル トに対する支持が得られた。香 りや味、食

感等の何れの項目においても新製法が支持された。また、ヨーグル トの機能性に対す

る認識及び評価も高 く、新製法によるヨーグル トが十分な市場性があることが分かつ

た。

ワインについての調査では、製品に関して詳しい知識を持つ販売店に聞き取 り調査

を行つた。ワインに含まれるポリフェノールの機能性の話題が十分に浸透しているた

め、新たな機能性という言葉に対 しては、強い反応が得られなかった。しかし、道産

原料を用いたワインであることを強調 した上で、機能性を付加することは一定の効果

が期待できることが分かつた。また、別途行つた試飲会でのアンケー トでは、消費者

の機能性に対する期待が高いことが窺われ、フラノンを強化 したワインの機台旨l■_が十

分に証明できれば、市場性があることが分かつた。

4 要   約

実際に工場の製造工程や設備適合 した工程を用い、フラノンを増強する方法を取 り

入れて、 ド リンクタイプ ・ヨーグル ト及びナイヤガラとデラウェアーを原料ブドウと

したワインを製造 した。これらの製品の市場調査を行つた結果、フラノンを強化 した

ヨーグル トにおいては、機能性に対する評価も高 く、新製法によるヨーグル トが十分

な市場性があることが分かつた。また、ワインにおいても、その機能性を十分に証明

すると、市場性があることが分かった。

(共同研究機関 熊本県工業技術センター、国際醸造蒸留酒センター(ICBD、スコットランド))
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低温処理を応用 した食品のシェルフライフの延長に関する研究

( H 1 2～ 1 4 )

発酵食品部発酵食品科 濱 岡直裕 田 村吉史 富 永一哉

発酵食品部 田 中常雄

研究の目的と概要

食中毒事故が頻発 し大型化する中で、食品業界では一層食品衛生に対する関心が

高まり、多くの工場でHACCPが実践されるようになってきた。また、食品加工業者

にとって販売 している食品の安全性 とシェルフライフの確保 ・延長は最も重要な課

題である。 し かし、食品の中には加熱殺菌ができないものや、加熱すると食品の商

品価値が著 しく低下してしまうようなものもあり、このような食品に対 して加熱以

外の方法で微生物を制御する技術が必要とされている。

本研究は、ハー ドルテクノロジーで提唱されている温和な食品保存技術の考え方

に基づく研究である。微生物を半致死またはそれほど苛酷でないス トレスにさらし

た時、微生物はス トレスの程度に応 じて生存状態から損傷状態、そして死滅状態に

移行すると考えられている。この損傷状態にある微生物は、ス トレス直後では生き

てるのか死んでいるのか判定出来ない状態にあるが、時間の経過や栄養条件が整え

ば自らの力で損傷を回復 し増殖を開始する (損傷回復)。本研究は食品を凍結 ・冷

蔵処理することによリダメージを受けた微生物に対 し、既存の微生物制御技術を併

用することで、微生物の損傷回復を妨げて増殖を抑制 し、食品のシェルフライフを

延長させる事を目的としている。

今年度は、大腸菌を接種 した液体培地では凍結処理と抗菌性物質の添加を併用す

る事で増殖抑制効果がより発揮されたという昨年度の成果に基づき、実際の食品に

おいて凍結処理と抗菌性物質の添加処理を併用 した時の増殖抑制効果を検討 した。

【予定される成果】

・非加熱食品の微生物制御技術の開発

・冷凍冷蔵食品のシェルフライフの延長および品質向上

試験研究の方法

刺身などに代表される水産物は、冷凍保存 し解凍処理後に冷蔵保存流通または生

食されることより、解凍後のシェルフライフの延長が課題 とされてお り、最も効果

が期待される食品と考えられるため、水産物を被験食材 として想定し、ホタテむき

身を選択 した。 し か し、水産物は漁獲される時季や天候などにより海水温の変動が

大きく、そのため水産物に付着する細菌の種類および数も一定ではないため、実験

条件を均一にするために増殖抑制効果を測定しようとする細菌を一定量接種した食

材を試験に供 した。供試菌は大腸菌Escherictta cοli JCM1649、および水産物喫食

―-38-―



平成 13年度事業報告 。平成 14年度事業計画 試 験研究 20

の食中毒で問題 となる腸炎ビブリオの標準株 /ibriο parahaθmοltycus IF01271lTを

用いた。Nutrient Brothまたは 3%NaCl添 加Nutrient Brothを使用 して前培養 した

供試菌を約105ない し106cfu/mlに調製 し、被験食材に接種 した。その後、被験食材

を0.05%焼成ホタテ貝殻カルシウム液または対照として蒸留水に1時 間浸漬 し、半

数の菌数を波1定した。残 り半数は-30℃ の空冷フリーザーで凍結 し、翌 日10℃の恒

温水槽で解凍 して菌数を沢1定した。生菌数の測定は、大腸菌を標準寒天培地で、ビ

ブリオをTCBS、 クロモアガービブリオ、およびビブリオ寒天で実施 した。

実験結果

大腸菌を接種 した試験においては、単に抗菌性物質を添加 しただけでは、菌数の

減少はわずかであつたが、抗菌性物質処理 と凍結処理を併用 した場合、抗菌性物質

処理単独、および凍結のみの場合に比べて、10数分の 1に まで増殖を抑制する効果

が見られた(図1)。

腸炎ビブリオを接種 した試験では、単に抗菌性物質を添加 しただけでの菌数の減

少は弱く確認できたが、抗菌性物質処理 と凍結処理を併用 した場合、抗菌性物質処

理単独、および凍結のみの場合に比べて、使用 した培地によつて若干の違いは有る

がおおむね100分の 1前後まで増殖を大きく抑制する効果が見られた(図2)。
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4 要   約

水産物を被験食品 として細菌を一定量接種 し凍結処理 と抗菌性物質の添加処理を

併用 した時の増殖抑制効果を検討 した ところ、大腸菌、腸炎 ビブ リオともに抗菌性

物質処理 と凍結処理を併用 した場合、抗菌性物質処理単独、または単純凍結 した場

合に比べて、微生物の増殖をより抑制する効果が見 られた。

平成 14年 度の研究計画

サルモネラ ・黄色ブ ドウ球菌などを含めた食中毒菌などに対する効果を、農水畜

産物の冷凍冷蔵食品など実際の食品で引き続き行い、適用方法を検討する。

ロ クロモアガービプリ

国 TC B S

囲 ビプリオ寒天
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発酵食品製造用酵母の乾燥スターター化に関する研究 (H12～ 14)

発酵食品部発酵食品科 田村吉史 濱 岡直裕 富 永一哉 田 中常雄

研究の目的と概要

酵母によつて作られている発酵食品を安定に作る場合、酵母の添加と培養管理は

不可欠である。製造に使用される酵母を乾燥スターター化することで、これ らに関

わる労力の低減とコス トダウンが可能となる。本年は味噌用酵母の ドライスタータ

ーによる小仕込み試験とビール用酵母の培養及び乾燥化試験を行った。 ド ライスタ

ーターによる味噌仕込み技術が確立すると、手軽に酵母添加が行えるようになり工

場の省力化が図られる。また、ビール用酵母の乾燥技術を確立すると、道内地ビー

ル企業の省力化につながる。さらに、当センターが保有する酵母の乾燥スターター

化技術が充実し、得意分野として確立される。

【予定される成果】

乾燥味噌酵母スターター及び乾燥ビール酵母スターターの商品化

味噌企業及び地ビール企業の省力化

試験研究の方法

味噌用乾燥酵母スターターは、株式会社菱六所有のみrSαθθ力α″θ″ノθθ.S″笏ブノM2

株を用いて前年度 と同様な方法により作成 したものを用いた。試醸味噌は麹歩合

10、食塩濃度 12%、 水分 45%と なるように仕込み、乾燥酵母添加区、培養酵母添

加区、酵母無添加区を設定した。25℃ で熟成を行い、3週 間目に切 り返 しを行った。3

ヶ月間熟成させ試醸味噌とした。熟成期間中に、酵母数、ホルモール窒素、pH等 の測定

を行った。

ビール用酵母は株式会社秋田今野商店より入手したバイツェン用酵母 2種 類 (Bl,

B4)、ラガー用酵母 3種 類 (B6,B7,B9)、 エール用酵母 3種 類 (Bll,B14)の合計 8

種類を用いた。ビール酵母の培養は YM培 地、糖蜜培地 (糖蜜(日本甜菜糖閉製)

15g、尿素 05g、 (麦芽エキス 2g)、純水 100ml、pHは 無調整)及 び麦汁を用いて

行った。菌数の沢J定は YM寒 天培地を用いた.ビ ール酵母の乾燥は、これまでと

同様の方法により行った。

実験結果

味噌用乾燥酵母スターターを用いた小仕込み試験の結果を図 1、2及 び 3に 示 し

た。酵母無添加仕込み、乾燥酵母による仕込み及び培養酵母による仕込みいずれも

順調に熟成が進んだ(図 1).図 2に 示すようにどちらの方法で酵母を添加 しても添

加後 3週 間目には 107に達しその後減少 し、熟成終了時にはほとんど酵母が検出さ

れない状態となった.こ れに対し酵母無添加の場合は、熟成初期にはほとんど検出

されなかった酵母が、40日 目に 106以上に増殖し熟成終了時でも 104以上が残った

ままであった。原料由来の酵母が遅れて生育した結果と考えられる。pHは 酵母添

加区の変化が早く無添加区が遅い傾向にあった(図 3)。このように味噌用乾燥酵母
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スターターは培養酵母による添加 と遜色ないことが示された。

ビール用酵母を糖蜜培地で培養 した場合の酵母数と乾燥後生菌数の結果を図 4、

5に 示 した。糖蜜培地で良好に増殖するものと困難なものがあることが示された。

乾燥後生菌数は 10m以上を目標 としているが、どの場合も著しく低く、培地等の検

討がさらに必要であつた。そこで、YM培 地、麦汁及び麦芽エキス添加糖蜜培地に

よる培養を行った。それぞれの培地による酵母数を図 6に示 した。麦汁ではすべて

の菌種で良好な生育が見られたが、YM培 地ではバイツェン用、ラガー用が生育が

低 く、糖蜜培地ではエール用の中の B14が 著しく生育が劣った。さらに培養条件

及び乾燥条件の検討を行 うに当たり、糖蜜培地で生育が良好な菌種を選抜する必要

がある。
図4ヒ

・
ル酵母の糖蜜培地培養による生菌数

t .0E+10

S r.oE+og
I r.oe*oo
ff r.oe*o+
+l l.0E+02

l.0E+00
BI   B4   B6   B7   B9  Bll  B12  B14

菌種

図 1 味嗜 熟 成 中 の ホルモール窒 素 量 の 変 化
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図5ヒ
・―ル酵母の糖蜜培地培養 による乾燥後生菌数
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図3熟 成中のpHの 変化
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Sl:酵 母無添加、S2:乾 燥酵母添加
S3:培 養酵母添加

4要  約

乾燥味噌酵母による味噌の小仕込み試験 とビール酵母の乾燥化試験を行ったし味

噌の小仕込み試験では乾燥酵母は培養酵母 と遜色ない挙動を示 し十分な実用性があ

ることを示 した。 ビール用酵母では糖蜜による培養は使用 したほとん どの酵母で可

能であったが、乾燥後菌数が低 く培養条件の検討が必要であつた。

平成14年度の計画

ビール用酵母の選抜と培養乾燥法の検討及び小仕込み試験

図6各 種培地による培養時生菌数
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図2熟 成中の酵母数の変化
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発酵食 品中の香気物質に関する研究

(H13-15)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉、田村吉史、濱岡直裕

研究の目的と概要

醤油や味噌の香 りの骨格をなす物質フラノンは、カラメル様の香気を持つのみな

らず、高い抗酸化活性を持つとされ、抗腫瘍活性を初めとする生体に対する機能性

も有する物質として注目されている。現在までに多くの研究者により、様々な発酵

食品の中にフラノンが発見されている。当研究室では、平成 10～12年度に渡り中小

企業庁の研究補助を受け、味噌 ・醤油、発酵乳製品、ワイン等について、熊本県及

びスコットランドの2研究機関と共にフラノンの共同研究を行つてきた。その結果、

ヨーグル ト及びワインの製造において、このフラノンが発酵工程において微生物の

活動によって増加することを明らかにし、それぞれの製品中でフラノンの 1種、 ハ

イドロキシ 。ジメテル ・フラノン (以後 HIIMFと略称する)を 増強する方法を確立し

た。

この研究の成果を実用化した技術の平成 13年 度における普及活動を補助するた

め、本研究を開始 した。さらに、補助事業に参加 していなかつた道内の多 くの企業

等に技術の普及を図るために、研究及び普及事業のフォローをすると共に、道内企

業のニーズ調査を行う。

【予定される成果】

。発酵 ・醸造製品の高付価値化

。新規食品の開発

試験研究の方法

工場規模での製造を行つたドリンクタイプのコーグル ト及びワインについて、市

場調査に供すると共に、そのフラノン成分の分析をした。

実際に製造を行う工場の製造工程と設備に合わせるため、ヨーグル トの原料は生

乳に対して若干量の脱脂乳を加え 4%の グラニュー糖等で加糖 した原材料を、熱交

換機により95℃、15秒間殺菌したものを用いた。試験区としては、上記の加糖原料

にさらに 2%の ガラクトースと加えたものを用いた。試験製造を依頼した企業が普

段から使つているスターターを用い、40℃、3時間で発酵した。

ワイン醸造では、原料ブドウにナイアガラとデラウェアーを用いた。作業工程に

適合させるために、果実は破砕後にペクチナーゼ処理を例年より高めの温度 20°Cで

1昼 夜行い、搾汁後発酵に供した。使用した酵母は研究結果で比較的高いフラノン

生成を示したUVaferm CMで、15°Cで 14日間発酵した。

以上の製品に関して、定法によリフラノンの分析をした。即ち、試料 2gに対して
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NaClを2g添加し、最初 1.5ml、その後 1.Omlで4回酢酸メチルにより抽出操作をし

て、抽出されたフラノンをガスクロマ トグラフ質量分析計により定量した。なお、

内部標準としては、n―デカノールを用いた。

実験結果

ドリンクタイプのヨーグル トにおいては、通常の製造方法で作つた製品が0。lppm

の HDMFを含むのに対して、0.4ppmのHDMFを得た。ワインに含まれるHDMFは通常

2ppm内外であつたものが、今回の製品においてはナイヤガラで 7.lppm、デラウェア

ーで 6.9ppmという非常に高い濃度が得られた。

表 1 工 程改善によるワイン中のHDMFの 増加 (単位はppm)

生産年 1999年(試験開始前) 2000年 (試験仕込み) 2001年 (工程改善後)

ナイアガラ 1.3 3.4 7.1

デラウェアー 2.3 4.4
Ｏ
υ

α
υ

表 2 工 程改善によるドリンク ・ヨーグル ト中の HDMFの増加 (単位は ppm)

製品区分 従来製法 試験仕込み 工程改善後

HDMF量 0。1 0.2 0。4

4 要  約

実際に工場の製造工程や設備適合 した工程を用い、フラノンを増強する方法を取

り入れて、 ド リンクタイプ ・ヨーグル ト及びナイアガラとデラウェアーを原料ブ ド

ウとしたワインを製造 した。その結果、従来法によって製造 した製品と比べ約 4倍

の HDMFを得た。特に、ワインにおいては約 8ppmという高い値のHDMFが得 られた。

平成 14年度の研究計画

。新規の酵母を用いた米味噌の仕込み

。他の地域で生産された道産ワインのフラノン含量の評価

・ドリンクタイプ ・ヨーグル トの一層のフラノン増強
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においセ ンサを用いた 「香 り」の客観的評価 に関す る研究 (H12～13)

応用技術部食品工学科  奥 村幸広 清 水英樹 熊 林義晃

研究の目的と概要

本研究は、食 品の香 りを評価す る技術 として 「におい識別装置」を使用 し、従来

の官能検査 に代わ る客観 的評価技術 としての可能性 を探 ることを 目的 としてい る。

今回は、長期保蔵米 に付着す るいわゆる 「古米臭」 の検 出について検討 を行 つた。

米 の長期保蔵 は、食糧の備蓄 とい う観点か ら重要ではあるが、保蔵条件が悪かつ

た り、保蔵期間が長 くなるにつれて生 じる 「古米臭」 と呼ばれ る異臭が、品質面で

の問題 となっている。古米臭発生の抑制お よび付着 した古米臭の除去は、備蓄米の

利用用途拡大の観点か らも重要な課題 であ り、その前段階 として古米臭の検 出技術

(有無や 多寡 の評価 )は 、その鍵 となるものであ る。

【予定 され る効果 】

。長期保蔵米 に付着す る 「古米臭」の簡便 な評価技術へ の応用

。「古米臭」除去 。防止技術 の評価

試験研究の方法

(1)におい識別装置 : 島 津製作所製 の 6セ ンサを有す る 「FF-1型」を使用 した。 同

一サ ンプル に対 して、表 1に示 した 3種 類 の測定 シー クエ ンスを適用 した。

(2)供試試料 : 試 験 に供 した試料 を表 2に 示 した。玄米の一部は家庭用精米機 で掲

精 した。20gの試料を 2L容 のにおい分析用サ ンプルバ ッグに入れ、超高純度窒素

ガスを充填 して密封、20℃で 18時間静置 させてヘ ッ ドスペースガス (HSV)を調製

した。バ ッグをよく撹拌 して均一 な HSVと した ものを試験 に供 した。

(3)高温保蔵試験 : き らら397の玄米 7CXlgを10L容サ ンプルバ ッグに入れ、空気 を

充填 して密封 し、30℃恒温器 に入れて高温保蔵状態 を再現 した。 1週 間 ごとに玄

米 を採取、一部は玄米のまま、一部 を上記の方法で精米 とし、それぞれ HSVを調

製 してにおい識別装置 に供 し、分析結果 と保存期 間の関係 を調べた。

(4)標準ガス : 昨 年度 に問題 となった、測定 日ごとのセ ンサの感度変動 について

は、 ト ルエ ン (100ppm/窒素 )を標準ガス として測定 し、その測定値 の変動か ら必

要 に応 じて補正 を行 つた。

実験結果

(1)表2に 示 した試料か ら玄米 HSV/精 米 HSVを 調製 し、表 1の シー クエンスで測定

を行 つた。3種 類の測定シークエンスか らそれぞれ 6chのセ ンサ出力が得 られ、こ

れ らを 18個の独立 したデー タ として主成分分析 を行 つた。得 られた主成分 のな

表 1.測 定シークエンス (主要な条件のみ抜粋)
表 2.供試試料

No.サ ンプリング  ド ライパージ 加 熱追出
生産年  品 種 古米臭

001

106

125

H7

H 1 0

H13

H 1 3

H 1 3

6 sec
12 sec

6 sec

40 10

40 'C

100 ° C

220 'C

220 °C

220 °C

日本晴     あ り

あきたこまち   な し

あきたこまち   な し

ゆきひかり    な し

きらら3 9 7    な し
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かか ら、寄与率の高い ものを選び、それぞれ PCl、PC2、PC3と して三次元 グラ

フにプ ロッ トした (図1)。その結果、生産年 の違い を表すベ ク トル (Ag, A s )が示

され 、そのベ ク トル には PC2、PC3の 寄与が大 きかつた。

(2)図1で示 した主成分ス コアの空間に、高温保蔵 したきらら397よ り調製 した HSV

のデー タをプ ロッ トした ところ(図2)、保蔵期間 ごとにグループ分 けす ることが

できた。保蔵期 間を示すベ ク トル Sg,S sは、図 1の Ag, A sと 同様 に PC2、PC3の

寄与が大き く、Sgと Ag、Ssと Asは lヨゴ同様 の向きを示 した。生産年 を示すベ ク

トル と保蔵期 間を示すベ ク トル の向きが一致 した ことか ら、 これ らのベ ク トル

の向きは、保蔵 中に発生す る古米臭 の強 さ方 向を意 味す るもの と推浪1され た。

PC120

1

0.0

-1.0

0 . 0
P C 2

:i- Fcs
日本晴(平7)

あきたこまち(平10)

あきたこまち(平13)

ゆきひかり(平13)

図 1.玄米 HSVおよび精米HSVの主成分スコアプロット

矢印 Agは玄米における生産年のベク トルを、

矢印 Asは精米における生産年のベク トルを示す

6   Ь
玄米無処理 ① 精米無処理

◆ 玄米4week ◇精米3wOOk

: 菫 糞 :|::|  ◇
精米2wook

◆ 玄米 lweek ◇ 精米l wook

図 2高 温保蔵処理きららHSVの主成分スコアプロッ ト

矢Fp sgは 、玄米における保存期間のベク トルを、

矢印 Ssは 、精米の保存期間のベク トルを示す。

継
□
Ｏ
△
▽

螺
・
・
▲
▼

約要

生産年 の異なる米 よ り調製 したヘ ッ ドスペースガスを、におい識別装置で分析 し

た ところ、生産年の違いを表すベ ク トルが示 された。また、このプ ロッ トに高温保

蔵 した米のデー タを加 えた ところ、生産年 を示すベ ク トル と保蔵期間を示すベ ク ト

ルがほぼ一致 した。生産年の古い米 と、高温長期保蔵 した米 とが、同様 の挙動 を示

した ことか ら、これ らのベ ク トルは保蔵 中に発生す る古米臭に起因す るもの と考え

られ 、今回の測 定条件 を利用 して古米臭の評価 が可能であ ることが示唆 され た。

・̈一紺
ｒ
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酵母の遺伝子情報解析と簡易検出に関する研究 (H12～ 13)

応用技術部食品工学科  奥 村幸広

応用技術部生物工学科  川 上誠 中 川良二

応用技術部      長 島浩二

研究の目的と概要

近年 の遺伝情報の蓄積 によ り、これ に基づいた微生物の同定が、簡易で短時間に

行 えるよ うになつている。 当セ ンターで も、食 品関連微生物 の遺伝情報の蓄積 を 目

的として、食品産業に関連する酵母 23種類に関してミトコン ドリア小 リボゾームRNA(mt―

ssrRNA)遺伝子の部分塩基配列解析 を行 つてきた。その結果、この遺伝子の部分塩基

配列が、同じ属のなかでよく保存 されてお り、属が異なると塩基配列 も大きく異なっ

てい ることを明 らかに した。

以上の知見 をもとに、今年度は PCRを 利用 した酵母の 「属」あるいは 「種」選択

的な検 出について検討 を行つた。 ここでは汚染酵母 としての報告があるDι腸ヮοη ὲs

属をモデル として取 り上げ、 これ らを選択的に検 出す るための反応条件 について検

討 を行 つた。

【予定 され る成果】

。食 品中での酵母 の生育モニタ リング法の開発

・発酵食 品中の汚染酵母 の簡易検出

試験研究の方法

実験に供 した菌株 は、(財)醗酵研究所の保存菌株のなかか ら、食 品産業に関連す る

有用酵母および汚染酵母 として知 られる酵母の町pe事狙 を使用 した(表1)。 鋳型 DNA

調製および PCRの 条件は前報 Dに従い、2%  表 1.供 試菌株

アガロースグル電気泳動で増幅産物の有無  130 1 D ` bα7οηὲS力α″″∫′″″Var力́″s`″″F00 0 8 3 T
14001 D`bα 7ο″yοιs力α″″∫ι″j'Varルッッ`  IF0 0015T

を確認 した。昨年度 に決定 した mt_ssr R N A  1 4 0 0 3 )♭αッοηcι,7774′α″α IF0 0668T

遺伝子の部分塩基配列 よ り、Dιbαッο″ッει∫

属に特有の塩基配列を検索 し、プライマー

を設 計 した (表 2、 DB M l , D B M 3お よび

DB M 5 )。 また 、D.λαパ"ブ′種 に特有 な配 列

に基 づ くプ ライマ ー の設 計 も行 った (表 2、

DBM4)。

実験結果

表 2.に示 した配列 のプ ライマー を組 み合

わせて、表 1.の酵母 に対 して PCRを 行 らた。

その結果、DBMlと DBM5の 組み合わせでは、

Dιわαッο協ッεω属 の 3種 で増幅産物が確認 され

(図 lbレ ー ン 1,9,13)、他 の酵母 には増幅産

物 は認 め られ なか った (図 lbレ ー ン 5;図 2b

#304 Zygosaccharomyces routii IFO ll30T

#308 Schizosaccharomyces pombe IFO 16287

#309 Kluyveromyces marxionus IFO 1735
(Ilpe strain of Kluyveronryces flagilis)

#312 Saccharomyces cerevisiae IFO 102177

#313 Williopsis saturnus var saturnus IFO 10697

表2.使 用したプライマーの配列

5 '側プライマー

DBMl

DBM3

MS5‐2

3 '側プライマー

DBM4

DBM5

MS6

GCATTGTTGAGAAACAATCG

CGATGTTATTGACAATTATA

AACTCAAAACAATACACGGT

CATCAAATGATCTTTTACAG

GTACCAAGTAGTTAACAATT

CGGTAACTGTATTTCAACTT

‖S5-2とMS6は、これまで本研究にて使用したプライ

マーで、表1の 全酵母に対して増幅産物が得られた。
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1  2  3 4  5 6  7 8    9 10 11 12 13 14 15 16  1  2  3 4  5 6  7 8    9 10 11 12 13 14 1516

1_#301_‖ _#312_| |_れ 001_||_#4003_||_#301_‖ _#312_| |二 解001_‖_#4003_|

図 1 )ι クッο″ノε′S属 (#301,#4001,14003)および力εε″raηο′s属 (#312)に対するPCR増幅産物の電気泳動

図中の分子量マーカーは100bp～1000bp、PCRで使用したプライマーは下記のとおり

a‐1,a‐5,a‐9,a‐13 DBMl― ―〉DBM4 b‐1,b‐5,bつ,b‐13       DBMl―
―〉DBM5

b‐2,b‐6,b‐10,b‐14      DBM3-― 〉DBM5

b‐3,b‐7,b‐11,b‐15        MS5‐ 2-―〉DBM5

b‐4,b‐8,b‐12,b‐16        MS5`2-― 〉MS6

a‐2,a‐6,a‐10,a・・14      DBM3-‐ 〉DBM4

a‐3,a‐7,a‐11,～15       MSS‐ 2-―〉DBM4

a‐4,a‐8,a‐12,a‐16         MSS‐2-―〉MS6

1  2  3   4  5 6     7  8  9    10  11 12   1  2  3   4  5 6     7  8  9

1_#304_|  |_#308_|    |_#309_|    |_#313_|  |_#304_I  L#308_|    |_#309_|

図2 そ の他の酵母に対するPCR増幅産物の電気泳動

図中の分子量マーカーは100bp～1000bpを示し、PCRで使用したプライマーは下記のとおり

10 11 12

1J313J

a‐1,a‐4,a‐7,a‐10

a‐2,a‐5,a‐8,a‐11

a‐3,a‐6,a‐9,a‐12

DBMl ― ―〉DBM4

DBM3-― 〉DBM4

MS5‐2-―〉DBM4

b‐1,b4,b‐7,b‐10

b12,b‐5,b‐8,b‐11

b‐3,b‐6,b‐9,b‐12

DBMl ― ―〉DBM5

DBヽ B― ―〉DBM5

MS5‐2-―〉DBM5

レー ン 1,4 , 7 , 1 0 )。また、DBM lと DB M 4の 組 み合 わせ では、D.物ぉ“ノ′に分類 され る

2種 の酵母 にのみ増幅産物 が確認 され た (図 laレー ン 1,5 , 9 , 1 3 ;図2aレー ン 1,4 , 7 , 1 0 )。

DB M 3と DB M 4 (図 2aレ ー ン 2,5 , 8 , H )、DB M 3と DB M S (図 2bレ ー ン 2,5 , 8 , H )の組 み

合 わせ で は、多 くの酵母 で増幅 産物 が確 認 され た こ とか ら、 これ らの組 み合 わせ は

属選択性 が低 い こ とが示 され た。 以上 よ り、DBM lと DB M 5を プ ライマー と して使 用

す るこ とで Dθ肋7ο協ッθ“属 を、DBM lと DB M 4を プ ライマー と して使 用す る こ とで D

力α浴“″を、それ ぞれ選択 的 に検 出可能 で あつた。

4  要 約

これまで明 らかに した酵母 mt‐syR N A遺 伝子の部分塩基配列 よ り、特定の属 (ある

いは種)に 属する酵母を選択的に増幅できるプライマーを設計 し、PCRに よる検出を

試みた。一例 として Dθレッο増聡 属を取 り上げ、「属」選択的、お よび 「種」選択的

な検出が可能であつた。今後の遺伝情報の蓄積によつて、属あるいは種 レベルで様々

な酵母 を選択的に検 出す ることが可能であることが示唆 された。

1)食品加工研究センター平成12年度事業報告
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食品加工機械の制御方法に関する試験研究
一ゆらぎ制御の食品工業への応用について一

(H12-H14)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 清 水英樹 奥 村幸広

研究の目的と概要

ゆらぎ制御は、快適性を付与したり省エネルギー化する目的で、家電製品等において

実用化されている。ゆらぎ制御を食品加工機械に適用できれば、省エネルギー化の可能

性や機械を使用して効率的な生産を行いながら、天日乾燥や手ごねに近い品質が得られ

る可能性がある。本研究は食品の加工機械の制御にゆらぎ制御を応用することを試み、

そこから得られる試料の品質について検討することを目的とする。

今年度は、通風乾燥機への応用について検討した。乾燥対象として肉を用い、乾燥の

基礎的データの収集を行つた。

【予定される成果】

。ゆらぎ制御技術の食品分野への利用技術の開発

試験研究の方法

通風乾燥機は、恒温室 (W2.8×D2.2×H2.3m)内 部に送風機 ((株)ヤ ナギヤ CF-80

軸流式 羽 根直径 0.76m)と 風洞 (Wl.2×DO.9×HO.9m)を 置き、構成した。送風機

の回転速度は、インバータ (富士電機製 FVRO.75EllS‐ 2)の 周波数を設定することで

調整した (通風乾燥機構成 図 1参照)。周波数の設定は PCを 用いて行い周波数固定

とゆらぎ制御 とを設定した (表1参 照)。風速は、風速計で風洞の中心部と周辺部で平

均風速を没1定し、それらの平均値を測定値とした。送風機の電力はインバータの一
次側

で沢1定し、データロガーを用いて記録した。

乾燥試料として、牛肉 (半腱様筋)を 用いた。試料は、筋繊維に平行に 2×2×5cm

の角柱状に切出し、塩漬液 (食塩 8.00w/w%、 亜硝酸MO.06w/w%)に 5℃の環境で 3

日間浸漬した後、試験に供した。恒温室内部環境は、サラミ等の肉の乾燥を想定し、

17℃ ・75%RHに 設定した。試料は、羽根からlmの 距離で風洞の底部から0.6mの 高

さにある金網 (10mmメ ッシュ)の 上にのせた状態で乾燥させた。

試料の評価は、乾燥開始後 48、72時 間の肉の乾燥物について含水率について行つた。

含水率は試料表面部(厚み約 lIIm)、試料中心部と試料を輪切 した断面部 (厚み約 2mm)

について乾燥法 (105℃)で 測定した。

実験結果

表 1に インバータ設定周波数と平均風速との関係を、図2に 設定周波数と平均電力の

関係を示した。設定周波数の平均値が大きくなるに従い平均風速、平均電力も大きくな

つた。電力、風速の平均値は設定周波数の平均値と比例関係にあることがわかった。図

3に 平均電力値と乾燥物断面部の含水率の関係について示した。周波数固定の場合、48、

72時 間とも平均電力が大きくなるに従い含水率は低くなる傾向を示したが、150W付 近
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からは電力を大きくしてもそれに従つて含水率は低下しなかつた。ゆらぎ制御の場合、

48時 間では 150W以 上の電力を投入すると固定の場合に比べて含水率がさらに低下す

る傾向が見られた。また、72時 間では低い電力の領域で固定に比べて含水率が低下する

傾向が見られた。ゆらぎ制御は、周波数固定に比べて同じ電力でも乾燥の効率を上

げられる可能性が示唆された。図示していないが、表面、中心部の含水率は 48、72

時間後ではいずれの制御方法でも平均電力値による差は見られなかつた。乾燥が進むに

つれ試料内部から表面への水分移動が乾燥律速となってくるので、水分分布を均一化し

て乾燥の効率を上げるために、「あん蒸」などの操作を行う。ゆらぎ制御では風速値の

大小が時間的に変動するので、あん蒸の効果に相当するものが現れていると考えられた。

表 1 設 定周波数 と平均風速

図 1 通 風乾燥機の構成
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図 2 周 波数と平均電力 との関係

約

50         100        150        200        250        300

平均電力 [Wl

図3 平 均電力と乾燥物断面の含水率との関係

。電力、風速の平均値は設定周波数の平均値と比例関係にあることがわかつた。

・ゆらぎ制御は周波数固定に比べて同じ電力でも乾燥の効率を上げられる可能性が示

唆された。

平成14年 度の研究計画

。通風乾燥機への応用検討 (乾燥データの収集)

。加熱焼成装置への応用検討
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でんぶん系素材 の新規改質技術 の開発 と加 工適性評価 に関す る研究(H13～ Hlo

一機械的処理によるでんぷん系粉体素材の改質技術に関する研究一

応用技術部食品工学科 清 水英樹 奥 村幸広 熊 林義晃

1 研 究の目的と概要

北海道は、米、馬鈴薯、小麦、蕎麦等のでんぷんを多く含む農産物の産地であり、

それらから馬鈴薯でんぶんをはじめ、多くの粉体食品素材が生産されている。 し か

し、近年は輸入品の導入が増加 し、特に馬鈴薯でんぷんはその需要が低迷 している

のが現状であり、需要拡大を図るための新たな用途開発が望まれている。

工業的分野では、粉体に衝撃 ・圧縮 ・摩擦 。せん断等の機械的エネルギーを与え

ることにより、結晶構造等の物理化学的性質を変える 「メカノケミカル現象」が、

粉体改質技術として利用されている。この技術は食品分野においても応用できる可

能性がある。本研究では、でんぷん系粉体素材を、ボール ミル等の機械的エネルギ

ーを付与できる装置で処理することでそれらの改質を試み、新たな性質を持った粉

体素材としての用途開発を行なうことを目的とする。

今年度は、馬鈴薯でんぷんをボールミル処理 し、その基礎的性質の変化について

検討 した。

【予定される成果】

新たな特徴を持つたでんぷん系粉体素材の開発

2 試 験研究の方法

(1)馬 鈴薯でんぷんのボール ミル処理

転動ボール ミルを用い、以下の条件下で馬鈴薯でんぷんを処理 した。

処理容器 :磁性ポット (120nlm φ)+磁 性ボール (20nlm φ-24個 、25nlm φ-13個 )

回転数 :120rpm、処理量 :150g/バ ッチ、処理時間 :0～120時間

(2)処 理でんぶんの特性評価

[粉体特性]SEMに より粒子形状を観察するとともに、粒度分布および安息角を

測定し、処理時間の違いによる粉体としての性質の変化を調べた。

[糊化特性]グ ルコアミラーゼ法により酵素消化率を、アミログラフにより糊化温

度を測定し糊化特性の変化を調べた。また、粉末X線 回折の測定により結晶構造の

変化を調べた。

3 実 験結果

[粉体特性]SEMに より粒子形状を観察した結果、ボール ミル処理によりでんぷ

ん粒子は圧扁 し、部分的に凝集 しているのが確認された (図1)。 平均粒径は処理

時間の増加に伴い数μmず っ増大していることから、粒子同士の凝集が処理時間と

ともに進行 していると考えられた (図2)。 また、粉体の流動性の指標 となる安息
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角は、未処理が 48度であるのに対して 24時間以上の処理で 36度 と低くなり、流

動性の向上が確認された (図2)。

(a)未 処理 (b)24時 間処理       (。 )72時 間処理

図1 ボ ールミル処理後の馬鈴薯でんぶん粒子

[糊化特性]グ ルコアミラーゼ法に

よる酵素消化率の測定結果を図 3に

示 した。処理時間の増加に伴い酵素

消化率は増大した。また、データは

示していないが、粉末X線 回折図で

は、未処理でんぶんの結晶構造に由

来する回折ピークが処理でんぶんで

は消失しているのが確認された。

以上のことから、馬鈴薯でんぷんは、

この処理によつて結晶構造が崩れて

非品質化 し、いわゆる糊化状態へと

変化 しているものと考えられた。

また、アミログラフによる糊化温度

特性の測定結果 (試料濃度 :4%)を

表 1に 示 した。処理時間の

増加に伴い、糊化開始温度、

最高粘度は低下する傾向が

みられ、粘性の低い糊液と

なることが確認された。

表1 ア ミログラフによる糊化温度特性

__」璽壁旦_thI)____■ __2生__ 生́___妥__翌 9__
糊化開始温度 (℃)      66.5  64.5  640  61.0  600

最高粘度 (B. U )     9 8 5  8 0 0  7 3 5  6 5 5  5 5 0

最高粘度到達温度 (℃)   82.5  84.0  84.5  84.0  85.0

ブレークダウン ( B . U )  5 3 5  8 6 0  3 0 0  2 3 5  1 6 5

4 要  約

馬鈴薯でんぷんは、ボールミル処理によつて構造が非品質化 し、加水加熱なしで

糊化状態へ変化することがわかつた。また、粉体としての流動性が向上した。

平成 14年 度の研究計画

・食品素材としての用途に関する検討

。他のでんぶん系素材を処理 した場合の特性評価
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口2ボ ールミル処理属齢薔でんぶんの安息角と平均粒経
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で ん ぶ ん 系 素材 の新 規 改質 技 術 の 開発 とカロエ適 性 評 価 に 関す る研 究
―核磁気共鳴によるでんぷんの状態解析と食品加工への応用―  (H13～ 15)

応用技術部食品工学科 奥 村幸広 清 水英樹 熊 林義晃

応用技術部 長 島浩 二

研究の目的と概要

北海道の農産物は、生食 ・加工の用途 を問わず、高品質であるとい う評価が定着

している。 しか しなが ら、近年 の輸入農産物の増加 によ り、価格面での競争力に劣

るために、輸入品に置 き換 えられ る部分が増加 しつつある。 この よ うな状況で、道

産農産食 品の競争力 を維持、あるは さらに高めてい くには、その特徴である 「高品

質」 を生か した製 品づ くりが非常に重要である。

道内で生産 され る農産物には、米、小麦、馬鈴薯な ど、でんぶんを主成分 とす る

ものがあ り、でんぶんの性質は、これ らの農産物の品質お よび加 工適性 に大きな影

響 を与 える。本研究では、核磁気共鳴 (NMD法 を利用 して、農産物 中のでんぷんの

化学的性状を解析 し、NNIR法 による農産加 工品の非破壊 品質評価法の確立、お よび

素材の品質を生か した製品づ くりのための工程管理について検討する。今年度は、炊

飯米の NMRシ グナルについて検討 した。

【予定される効果】

・食品素材の適 した利用法の選択や、工程管理の設定

。食 品品質の新規評価法の開発

試験研究の方法

試料 として市販のきらら397、あきた こまち、ゆきひか りの玄米を使用 し、それぞ

れ家庭用精米機 で掲精 して精米 とした。試験管に精米 をとり、99.5%重水 を加 えて 1

時間浸漬 、アル ミキャップをかぶせた状態で ヒー トブロック上で 90℃30分加熱 して

グル化 させた。30分 間放冷 した後、試料 を乳鉢 に移 して均一な炊飯米 グル とし、そ

れ を外径 51111111の曲 IRチ ューブに詰めて NNIR測 定用試料 とした。

NNIIRは日本電子製 JIIM‐EX270型 を使用 し、炊飯米 中の主要なプ ロ トンシグナルに

ついて、Inversion recovery法で測定を行い、縦軸 にシグナルの対数 を、横軸 にパルス

インターバル (τ )をプロッ トした緩和曲線を作成 し、直線 区間の傾きから spin_lattice

緩和時間 (縦緩和時間 Tl)を計算 した。

実験結果

き らら397精米に対す る加水量 とTlの 関係 について検討 した。縦軸に NNIIRシグナ

ルの対数 を、横軸にパルスインターバル τをプロッ トした緩和曲線 (図 1)を作成 した

ところ、それぞれの炊飯米グルは 0.5秒か ら5秒 の間でほぼ直線 関係 にあ り、それぞ

れ単一の緩和時間を示 した (直線の傾 きの逆数が Tlに 相 当す る )。また、加 水 量増

加 に伴 つて Tlも 長 くなることが示 された (表 1)。次に、このき らら397炊飯米グル を

室温で放置 し、Tlの 経時変化 を調べたが、Tlに 大きな経時変化 は見 られ なかった (

図 2)。同様 の試験 を、「あきたこまち」 と 「ゆきひか り」に対 して行ったが、これ ら
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について もTlの 経時変化 は認 め られなかつた (図 2)。炊飯後の Tlの 変化 に検討 を加

えるため、きらら397炊飯グルについて、遅延時間 τの短い領域で詳細な測定を行つ

た ところ、冷蔵 したサ ンプルの緩和曲線が二つの直線成分か ら構成 されてお り、室

温放置 した ものは単一の直線であること、すなわち冷蔵 グルでは二つの Tl成 分で

構成 され、室温放置グルでは単一のTl成 分で構成 されていることが示 された (図 3)。

他の二品種 について も、同様 の傾 向が見 られた (デー タ未掲載)。加熱処理 したでん

ぷんグルは、低温で老化 を起 こす ことが知 られてお り、冷蔵グルで観察 された短 Tl

成分 とでんぷんの老化現象 との関連が示唆 された。

表 1.き らら炊飯米の緩和時間Tl

カロ7К遣琶        50%  75%  100%   125%

緩和時間Tl

(rnsec)  806  954  1,005  1,040
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きらら397の炊飯米ゲルのNMR緩和曲線

遅延時間 τ(msec)
50         100

T1 =
725msec

平成14年度の研究計画

横緩和時間 (T2)の演1定と食品性状

との関連性 の検討

要  約

0      5     10     15     20

炊飯後の経過時間 (hr)

図 2.炊 飯米 Tlの 経時変化
ご吝、砧品msec

ヽ

ン×
Tl=

-0.2 1.004msec

図3.炊 飯米の冷蔵によるNMR緩和曲線の変化

炊飯米の加熱処理による状態変化、

お よびその後の老化状態 を評価 に関 して、NNIR緩 和時間の適用 を試みた。緩和時間

Tlは 、炊飯米の加水状態を評価す るのに適 してお り、 さらにでんぷん老化 の評価 に

も適用可能であることが示唆 された。

◆きらら397

×ゆきひかり

□あきたこまち
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北海道近海の深層水の食品加工への利用 (H13-14)

発酵食品部 田 中常雄 加 工食品部 大 堀忠志 応 用技術部 長 島浩二

畜産食品科 井 上貞仁 食 品工学科 熊 林義晃 発 酵食品科 田 村吉史

研究の目的と概要

近年、北海道内でも海洋深層水を利用 した食品が、次々と発売されてきている。

また、羅臼町、岩内町、熊石町では深層水取水設備の建設計画が進んでお り、平成

15年秋からは、本格的な取水事業が行われる予定 となっている。 しかし、海洋深層

水の食品加工への利用の可能性については、まだ解明されなければならない点も多

い。そのため本研究では、民間や地域に対する技術指導 ・支援を行うことを目的に、

海洋深層水の食品加工への利用の可能性を解明することとした。

【予定される成果】

海洋深層水の食品加工への利用に対する技術相談のフォローアップと、北海道産

の新たな海洋深層水食品の製品化の促進。

試験研究の方法

図 1の要領でボンレスハムとソーセージの試作を行い、深層水塩使用と精製塩使

用の試作品の官能審査を行つた。ソーセージについては、その水分活性 と水分、お

よび硬度 ・弾力性を測定 した。硬度はレオメータを使用 し、直径 51nmの 円柱形プ

ランジャーが、6Clmm/minの速度で剥皮 したソーセージを押 し付けた時の最大荷重

(gf)で表 し、弾力性は最大荷重時のソーセージヘのプランジャーの進入深度 (nlln)

で表 した。また、ピックル液に生 じた沈殿の原因を究明した。

また、次年度の予備試験 として、小樽沖海水の水深別の生菌数調査を行つた。

ボンレスハムの製造

製造工程  ピ ックル

ソーセージの製造

精製塩 1.21    …

深層水塩   -   1.21
硝精#10   0.10  0.10

リン酸塩#30  0.30  0.30
ヒ
‐―フエキス    0.30    0.30

D/C爛 田購 0.03     0.03 ク
・
ルソー 0.05     0.05

86.37    86.37 ヒ
°一フエキス     0.05    0.05

00.00 香辛料 0.53     0.53

でんぶん 1.50     1.50
*対 照区:精製塩使用.
*試 験区:深層水塩使用.

氷 水 11.06    11.06

図1海 洋深層水塩を使用したボンレスハムとソーセージの製造工程と配合割合

ク
‐
ルソー     0.70     0.70

砂  糖   3 . 0 0  3 . 0 0

3.00    3.00
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実験結果

表 1に 官能審査の結果を示 した。ソーセージでは全ての項目で、ボンレスハムで

は外観、色沢を除いた項目で、深層水塩を使用した試作品が高い評価を得た。

表 1 ボ ンレスハムとソーセージの官能審査

ボンレスハム ソーセージ

外観 色 沢 香 味 肉 質 塩 味 総 合   外 観 色 沢 香 味 肉 質 塩 味 総 合

対照区  9 2   9 7   7 3   7 9   6 6  1 0 8    7 1   7 0   7 4   7 2   7 1  1 0 4

島£験EE     84    80    76    89    92   130       77    75    82    83    83   118

表 2に ソーセージの水分活性などの測定結果を示した。硬度、弾力性ともに差が

認められ、深層水塩を使用したソーセージの方が柔らかかつた。

表 2 ソ ーセージの7k分活性 ・水分 ・硬度 ・弾力性

水分活性 水 分(%) 硬 度(gf)標 準偏差 to  弾 力性(「un)標 準偏差 to

対照区

試験区

0.96

0.97

47.9

48.9

1,034    110.84   2.85中中

949     65.24

9.7    0.917   2.32・

9.2     0.452

ボンレスハム作製時に調合するピックル液に深層水塩を使用すると、沈殿が生 じ

た。表 3に 示す要領で沈殿に寄与する成分の特定を行つた結果、深層水塩中のマグ

ネシウムとリン酸塩によって沈殿が生ずることが判明した。リン酸塩は保水性と結

着性に寄与 している。深層水塩を使用したソーセージが柔 らかかつたのもリン酸塩

がマグネシウムと結合 して結着性に寄与出来なかつたためと思われる。

表3 ビ ックル液と深層水塩成分を溶解した時の沈殿の有無_ 表4 小 樽沖海水の生菌数

ビックル液成分 深層水塩成分   沈 殿の有無 水深(m)l ml中 の生菌数

ピックル液全量

ピックル液全量

リン酸塩

リン酸塩抜きビックル液

マグネシウム

カルシウム

マグネシウム

マグネシウム

有

無

有

無

0

100

200

3 . 3 X 1 0 0

4 . 6 X 1 0 2

3 . l  X  1 0 2

(マリンアカ
・―使用.20℃培養.)

4 要   約

(1)海 洋深層水利用食品の中で比較的事例の少ない畜産食品の中から、ボンレスハ

ムとソーセージの試作を行つた。

(2)海 洋深層水で作つたハム、ソーセージともに、官能審査は良好だつた。

(3)ボ ンレスハムに使用 したピックル液中のリン酸塩と、深層水塩中のマグネシウ

ムにより、ピックル液に沈殿が生 じた。

平成 14年 度の研究計画

生菌数の予備調査(2001年7月採水)(表 4)で 示 したように、海洋深層水は清浄で

あるとはいえ、微生物は生存 している。これらの微生物を同定 し、食品加工との関

連において考察する。併せて道内企業の要望に応 じた試作加工試験を行う。
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乳廃牛の新規加工技術の開発
一新規乾燥食肉製品の開発一

(Hll～ 13)

2 試 験研究の方法

(1)原 料の畜種及び部位を変えた適性試験

肉節の製造はこれまでの試験により確立

した方法に若千の変更を加えて行つた。概

略を図 1に 示す。試験には牛外モモ、牛肩

ロース、豚モモ、および豚肩を用いた。

タンパク質分解酵素はフレーバーザイム

(ノボノルディスクバイオインダス トリー

(株))を 用いた。

加工食品部畜産食品科 阿 部 茂  井 上 貞 仁

研究の目的と概要

本研究は道内で大量に発生 し、廉価に流通 している乳廃牛肉の有効活用を目的と

し、酵素処理を加えた新規乾燥食肉加工品 (肉節 :調味料、肉の削 り節、 ト ッピン

グ食材)の 開発を行 うものである。これまでの試験により牛肉節の製造工程、添加

物および保存条件等の基本的製造技術が確立した。最終年度では応用試験として牛

外モモ以外の部位や豚肉における節への適性試験をおこなつた。また、製品の付加

価値向上を目的として、牛肉抽出物中の成分の DNA損 傷抑制効果について評価を

おこなつた。

【予定される効果】
。新規産業の育成および新技術の確立
。乳廃牛の利用拡大 各原料肉

↓
肉重量に対し,0.2%の プロテアーゼを注入
(2%濃度酵素漕液使用 肉菫量に対し10%注入)

↓
酵素反応
(温

〒
"℃ ,温度 90%,反 応時間 5時間)

嬌乾 ・酵素失活(―〒火:温度90℃,温度0%,4時間)
一晩室温であん蒸

↓
焙乾 (二番火以降 :温度 80℃,湿 度 0%,5時 間)

↓
―晩室温であん蒸

↓
焙乾 ・あん蒸を 10～ 14回繰り返す

↓
酵素処理牛節 (水分 15%前後で終了)

図 1 牛 肉節製造フロー

(2)食 肉成分由来物質の DNA損 傷抑制効果

DNA損 傷抑制効果は牛肉中の水溶性非タンパク態窒素成分であるアミノ酸 (タウ

リン、アラニン、グルタミン、グリシン、ロイシン)、ジペプチ ド(カルノシン)、

および核酸関連物質(ATP、ANIP、IMP)について試験を行つた。細胞はヒト前骨髄

性白血病細胞 HL…60を 用い、ラジカル発生剤には過酸化水素を用いた。試験は細

胞懸濁液に1～10,000ppmの上記の試料を加え30分間インキュベー トした後、15ppm

の過酸化水素を加えて1時間 DNA損 傷を与えた。DNA損 傷の検出にはコメットア

ッセイ法を用いた。画像解析にはIDL standard 5.4を用い、DNA損 傷の評価は

Tail momentの数値(0:DNA損 傷を受けていない)を用いた。

3 試 験結果

(1)原 料の畜種及び部位を変えた適性試験

各サンプルについて試作を行った。その結果、牛肩ロースには脂肪の層 (写真 1)

があるため、酵素反応中に筋肉と脂肪の層が剥離する問題が生 じた。また、脂肪の

層が水分の蒸発を妨いだため十分に乾燥を行 うことができなかった。豚モモおよび

豚肩は筋肉と筋周膜が交雑 しているために水分の蒸発にムラが大きく、結果として
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筋肉の圧着が起きず内部に空隙が生 じ(写真 2)、削 りの際に粉末になった。以上の
ことから、肉節製造には脂肪分が少なく、筋線維の方向が一定である牛外モモが適
していると結論づけられた。牛外モモを用いて試作 した肉節を写真 3に 示 し、カツ
オ節、サバ節 と比較 した一般成分値を表 1に示す。

写真 1 牛 肩ロース(原料肉)写 真 2 豚 肩 (焙乾 5日 後)

表 1 牛 肉節の一般成分値

写真 3 牛 肉節 (牛外モモ)

(原材料:牛外モモ)

カツオ節  サ バ

18.0        15.0        13.6        13。 9

11。9        12.7        13。 1        11.7

4.9         4。 3         3.5         7.8

水分
全豊素

(%)

(%)

FF$ (%)

ホ:固形分換算

(2)食 肉成分由来物質のDNA損傷抑制効果

結果を表 2に 示す。牛肉中の遊離アミノ酸総量の半分を占めるカルノシン、お
よび生体に多く含まれるタウリンの DNA損 傷抑制効果が大きく、lo,100ppmの

濃度において高い DNA損 傷抑制効果が見られた。核酸関連物質およびアミノ酸か

らは明らかなDNA損 傷抑制効果は見られなかった。

表 2各 試料を添加したときのDNA損 傷抑制効果

カルノシン

タウリン

アラニン
グルタミン
グリシン
ロイシン

24.5    33.9    18.8    16。 7    11.5    2`。 1    28。 9 (0/o)

1/r>&. r2.7 14.0 r7s 14.0
7f /r>=r>A 12 n.5 ts.4 r2.9
7f /r>-U>A n.2 lt.s rs.4 r2.s

135     19.`     15。 9     182

19。9     18.4     1`。 2     17.9

16.7     16.6     17.8     14.9

10。8     13.4     10。 4     123

11.4      8.8     12.4     14.1

12.8    12.2    25。 4

11.9    17.4    29,9

93    17.4    29。 9

12.1     9。 4    23。 9

11.0     9.4    23.9

19。1    14.2    30。 9

16.7    15。 1    34.5

16。7    15.1    34.5

1):negadve cOntml:DNA損 饉を与えていない細胞群
2):p∝idVe cOntFOl:DNA損傷を与えた細胞群
*表中の数値ltpos計れ cOntroEと比較して数値が大きいほど》NA損 傷抑制効果が高いことを示す

4 要   約

最終年度ではこれまでに得 られた結果を参考に し、牛肉の外モモ以外の部位の肉

や豚肉を用いた場合の肉節の適性試験を行つた。その結果、脂肪が多 く含 まれてい

る部分や筋肉が交雑 している部分では、水分蒸発や筋線維の圧着に問題が生 じるこ

とから肉節に適さないことがわかった。また、牛肉由来成分の生理機能性について

検討を行つた結果、カルノシンおよびタウリンにDNA損 傷抑制効果が認められた。

(共同研究機関  (株 )ホ クビー 北 海道大学)
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食品の安全性向上や保健機能の向上に有効な新 しい乳酸菌に関する研究
一細菌由来凝乳酵素に関する研究一 C[13～H10

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 川 上誠 中 川良二

応用技術部 長 島浩二

研究の目的と概要

食加研は、道内食品企業と技術指導業務等を通じて様々な形で技術交流 ・技術支

援を行つている。その中で、下記の共同研究者が、新たに分離した細菌が凝乎L活性

を有する酵素を生産することを見いだした。現在、工業的に利用されている微生物

由来の凝乎L酵素は、カビの生産する酵素のみであるため、その工業的利用を視野に

入れて、その特徴を解明することとし、以下の点を中心に検討することとした。

①凝平L酵素活性の迅速で簡便な測定法の検討

②凝乳酵素の分画及びその特徴の解明

③細菌由来凝乳酵素による乳カゼイン分解挙動及びその基質特異性の解明

本年度は、当細菌の培養方法の確立および凝乳酵素の分画について行つた。

【予定される成果】

本凝乳酵素を用いた新規乳製品の開発

試験研究の方法

凝平L酵素活性の測定は、37℃において 10mM CaC12に 溶解 したスキムミルク

(12%(w励 )の凝乳開始時間をもつて測定した。培養は 37℃で振盪培養を行った。

疎水クロマ トグラフィーは Poros HP2/11(フェニル)カ ラムを用い、lM～ OM硫

安の濃度勾配で分画した。

実験結果

(1)酵 素生産に適 した培養条件の検討

先ず、当細菌(■2が 腸ci■■郵 属)がどのような条件で凝乳酵素を生産するかを明ら

かにすることが必要であつたため、様々な培地で検討を行つた。その結果、ある培

地にデンプンを加えることで、培養 8時 間日以降の上清に凝乳活性を検出した(表)。

培養の後期 (対数増殖期後期～定常期)に 活性が認められたことから、胞子形成に

関連 して発現する酵素である可能性を推定した。胞子形成は栄養成分の枯渇と関連

がある。このことから、さらに様々な検討を加え、デンプン無添加培地で 8時 間培

養後に遠心にて無菌的に菌体を回収 し、0.5%デ ンプン‐5mM CaCし で飢餓培養する

ことによつて、現在までのところ最も高活`陛の上清を得ることが可能となつた(表)。

(2)凝 乳酵素の分画

上記、飢餓培養後の上清を回収 し、硫安分画 (80%飽和)を行つた後、沈殿を 15mM

■is/15mM bis‐■is propane/5mM CaCL(pH7.5)/1M硫 安に溶解 し、疎水クロマ

トグラフィーにかけ活性画分を分取した (図)。本酵素サンプルは SDS‐PAGEの 結

果から判断して 80%程 度の純度であり、さらに精製を必要とすることが判明した。
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培姜時置
菩地

7時 間 目 8時 間目 9時 間目 24時間日

).5%テ ンフ
‐
ンラヽ り

眺テンフン人 り好地

.嚇 ァ ンフ ン人 ツ諧 地

死素 源 無 し石 旭 、 0時 間 →

〕5%テ
・
ンフ
・
ン/5mM CaCl,

).5%テンフン入 り壻地、8時間→

).5%テ
・
ンフ

・
ンノ/5mM CaCl,
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表 培 地炭素源による凝乳酵素活性の変化

(3)乳 カゼイン分解パターンの解析

現在、共同研究者の北海道大学薬学部において、本粗精製サンプルを用いてカゼ

イン分解パターンを解析中である。現在のところ、本凝乳酵素は κ―カゼインに関

して子牛レンネット(105Phe~106Metの一カ所切断)とは異なる配列を特異的に認識

して一カ所切断するようであり、また、苦みペプチ ドが由来するβ
―カゼインの分

解パターンも子牛レンネットやカビ由来レンネットとは異なると考えられた。以上

のことから、本菌の生産する酵素は新規な凝乳酵素である可能性が高く、本酵素を

用いて製造されるチーズは従来のチーズとは異なる食味 ・風味を有することが期待

される。

要  約

新たに分離した ■賜西腸chs属 細菌の培養上清から凝乳酵素を検出し、菌の培

養条件、酵素の分離精製条件およびその乳カゼイン分解特性について検討 した。そ

の結果、本酵素は新規な凝乳酵素である可能性が強く示唆された。

平成 14年 度の研究計画

凝乳酵素の精製および乳カゼイン分解パターンの解析、迅速で簡便な測定法の検

討を行 う。

(共同研究機関 北 海道大学、札幌医科大学、(株)ま ほろば、

丸一北川食品 (株)、(株)ふ らの市農産公社)

‐     ■     |「  ‐

図 疎 水クロマ トグラフィーによる凝乳酵素の分画
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食品の安全性向上や保健機能の向上に有効な新しい乳酸菌に関する研究
―研究対象食品中の菌叢の解明および迅速検出技術の検討一 (H13-H14)

応用技術部生物工学科 川 上識 八 十りII大輔 中 川良二

応用技術部 長 島浩二

研究の目的と概要

食品微生物を把握することは品質管理、衛生管理にとつて非常に重要である。 し

かし、従来の微生物検査では汚染指標菌の菌数測定など細菌の量的な検査が主流で

あり、菌相の解析、菌種の同定など質的な検査は微生物の生化学的性質を利用する

など煩雑であり多くの時間要するため、あまり行われていないのが現状である。本

研究では遺伝子工学技術を用い、乳製品の主要菌種の調査と有害汚染菌の迅速検出

を検討する。

【予定される成果】

遺伝子解析による細菌の同定により各種食品中の微生物の挙動を明らかにし、道

産食品の品質と安全性のワンランクアップが期待できる。

試験研究の方法

(1)菌 相の解析

生孝L、殺菌乳及び保存品 (5℃、10日 )、ナチュラルチーズについて,標準寒天培

地、CV「 寒天培地、クロモアガースタッフ、GAM寒 天培地、クロス トリジア培地、

塗抹法、24時 間～48時 間培養後、生育したコロニーを分離 した。生育した菌株か

らInstaGene Matr破(BIo‐Rad Lab.)を用い DNAを 回収し、これをテンプレー トと

して 16SrRNA遺 伝子を増幅後、その 5'末端約 500bpの 塩基配列を決定した。得ら

れた塩基配列を米国国立生物工学情報センター (NCBI)の データベースと照合す

ることにより菌種を同定した。

(2)遺 伝子増幅法による αおじriこumsp.の 検出

コロニーを、TEで 洗浄、アクロモペプチダーゼを作用させた後、InstaGene

Matr破(Bio‐Rad Lab.)を用い、沸騰水浴 8分 の熱水抽出によりDNAを 回収 した。

氷冷下で、最終濃度 10mM nis‐Hcl(p H9.0,50mM KCl,1.5mM MgCL,0.2mM

dN「Ps,0.25μ Mプ ライマー,TaqDNApolymerase l.25Uの 混合液に 10～20μ

lの鋳型 DNA抽 出液を加え、全量で 50μ lと した。この反応液を 94℃,30秒 の

熱変性、55℃,15秒 のアニー リング、72℃,30秒 の伸長反応を 1サ イクルとして、

36サ イクル繰 り返し、DNAの 増幅を行つた。増幅されたDNAは 2%ア ガロース

グルで電気泳動 し、エチジュウムブロマイ ドで染色、バンドを検出した。

実験結果

保存試験前の菌相はノbθ商 銀お Sp・Sを 4咸 n策 迦帰p.Lact… IIS Sp.などが

比較的多数を占めるほか多種にわたつているが、保存試験後は一定の細菌種に収束

する傾向が認められ、島θ口あ塑onassp.動 薇erめaθι″ sp.等グラム陰性菌が大半を

占めていた。乳製品の品質管理上 f髭口“塑"ぉ sp.など低温で増殖可能な腐敗性細

菌の制御が重要と考えられる。
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ナチュラルチーズでは長時間低温で熟成保存される製品があり、製品内部の嫌気

度の上昇に伴つて α猪巨血 mわ ″″証“″ ′θ"巨 磁幽 物 み■"Jθ口″ な どの

増殖による異常発酵が知られている。これらα猪加薔幽 sp.芽 胞形成菌であり、

製品からの芽胞の除去は困難であることから α猪― sp・の把握はナチュラル

チーズの品質管理上重要 と考えられる。今回、チーズ原料 となる生乳か らは

伽 ″ご″″ sp.は分離 されなかったが、管理が不十分な異常発酵チーズからは

α発饉と口″sp.が 分離された。

表 1 保 存生乳より分離された細菌例

近 縁 菌 種 検出数 相同性

En t er obac t e r ann i genus
Enterobacter agg I qnerans
Flavobacteriun breve
Pseudanona s azotofornans
Pseudqnonas cedrel la
Pseudqnonas f I uorescens
Pseudononas veroni i
Serrat i a proteanacu I ans

99.0%     483/488

99.7%    323/324

98.616     301/305

97.811    354/362

99.ll1     335/338

99.5%     387/389

98 8%    336/340

98 916    352/356

2

3

2

複数コロニー検出した種の相同性は最も相同性の高かつたもののデータを記載した。

分離 された αお踵磁“″ sp.は下記プライマーで増幅可能であ り、乳製品由来の

αおJr」idi口″ sp.の迅速検出の可能性が示 された。

使用 したプライマーセット

TACCGCATGGTACAGCAATT

TCGCGAGGTTGCATCTCAT

図 l PCRに よる ′/“rr/J7i″sp.の検出

要  約

乳製品の菌相解析を実施 し、品質管理上 Psaυあ囃“′s sp.力降競 a“″sp.等グ

ラム陰性の低温細菌及び αおしrittumsp.の挙動が重要であることが示された。

平成 14年 度の研究計画

低温で増殖可能なノbθ″屁塑“′ssp.」%降 Юbaα″sp.低温で増殖可能な汚染菌の

遺伝子工学的手法による迅速検出技術の検討.

(共同研究機関 北 海道大学、札幌医科大学、いまほろば、

丸一北川食品腑、腑ふらの市農産公機

Ｆ

Ｒ
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食品の安全性向上や保健機能の向上に有効な新 しい乳酸菌に関する研究
一漬物由来乳酸菌の保健機能 一 (H13ハW14)

川上誠 八 十川大輔応用技術部生物工科 中 川良二

応用技術部 長 島浩二

研究の目的と概要

我々はこれまでに漬物から異なる2種 の乳酸菌 (Lactοbac」IIJs plantartrm及

び LactοbaciIIus sakeの近縁種と推定)を 分離 し、これらの平L酸菌がヒト腸上皮

培養細胞株 Cac。-2に 付着することを蛍光顕微鏡観察などから明らかにした。

本研究は、その機能の詳細を解明するとともに、当該孝L酸菌を用いて安心安全

で健康に寄与する食品の開発を行 うことを目的 としている。研究初年度は、上

記乳酸菌及び有害菌の指標 として大腸菌 0-157を 用い、これ らの Caco 2細 胞

付着活性の定量的把握および Caco-2細 胞への大腸菌 0-157付 着に対する平L酸

菌の抑制効果の検討を行つた。

試験研究の方法

Caco-2の 培養 :培養容器は 24穴 プレー トを使用 した。培地は DMEM培 地を用

いた。培養は C02インキュベーター (5%C02)で 37℃、12日 間行った。

細菌の付着試験 :培 養 した CacO-2細 胞に、一定量の平L酸菌および/ま たは

大腸菌 0-157(H7、 毒素陰性株)を 加え、37℃、60分 間反応 させた。培地を除

き、同培地で洗浄後、PBSに 懸濁 し、付着細菌を回収 した。

付着細菌数の測定 :回 収 した付着菌液は希釈後、平L酸菌は MRS寒 天培地、大

腸菌 0-157は マ ッコンキー ・ソル ビトール寒天培地を用い、それぞれの培地使

用法に準 じて培養 した。得 られたコロニーを計測 し、付着細菌数 とした。

【予定される成果】

植物性乳酸菌の腸内腐敗抑制効果の示唆、本菌の漬物用スターターとしての利用、

本菌を使った新規食品の開発

実験結果

Caco 2細 胞付着活性の定量的把握 :L.sakθ および ι.plantarm(近 縁種)

の Caco-2へ の付着数は、健康機能が知 られている L.acidορカゴIυs(JCMl132)に

匹敵するかそれ以上であった (図)。Caco 2細 胞数 と付着細菌数か ら、一細胞

当た り数十から数百個の細菌が付着すると見積 もられた。

Caco-2細 胞への大腸菌 0-157付 着に対する乳酸菌の抑制効果 :約 1×106細胞

Caco-2細 胞に対 して 1×107の大腸菌 0157当 た り 1×1010の乳酸菌を添加 し

たとき、大腸菌 0157の 細胞付着が抑制 された。特に、予め平L酸菌を加えてお
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くと付着抑制効果が高まつた (表に L.plantaru″を用いたときのデータを示 し

た)。このことから、大腸菌 0-157の Caco-2細胞への付着抑制は細胞表層のレ

セプター (受容体、付着することのできる部分)が 平L酸菌によつて飽和されて

初めて起こると考えられた。一般的に、ヒトの腸内は飽和状態の細菌が存在す

るので、そこでは常に付着の競合が起こっている。従つて、健康的な腸内環境

を維持するには、多 くの乳酸菌などの善玉菌を恒常的に定住させことが重要で

ある。そのために、乳酸発酵 した漬物などを食 し、その乳酸菌を定住させてお

くことは非常に有効であると考えられる。

100000000

10000000

1000000

1000000000 10000000000

添加 した細菌数 (個/ウエル)

― piarltaruη     ― E「 sake     一 acゴdOrlヵ」ヱυS     -3・ οヱゴ θ-157

(図)細 菌のCaco-2細胞付着活性の定量

(表)L.plantarumに よる大腸菌 0-157の Caco-2付着抑制効果

添加 した乳酸菌数

(個/ウエル)

付着 した大腸菌 0 1 5 7数 (個/ウエル) *

P I a n t a r a "の添加時期

同時に添加      3 0分 前に添加

1×1 0 7

1×1♂

1×10 0

1×1010

L 2 x l 0 5  6 . 0 x 1 0 4

t . 3 x l 0 5  4 . 8 X 1 0 4

l . 0 x t 0 5  5 . 2 x 1 0 4

B . 0 x l 0 4  l . 6 x l 0 4

*このとき添加 した大腸菌 0157数 は 1×1げである。

4 要   約

当該乳酸菌は高い Cac。-2細 胞付着活性を有 していた.ま た、大腸菌 0-157の

Caco-2細胞への付着を競合的に抑制 した。

平成 14年度の研究計画

平L酸菌の Caco-2細胞付着因子の単離 と特性の解明および食品の試作。

(共同研 究機 関 北 海道 大学 、札幌医科大学、 (株)ま ほろば、九
一北川食 品 (株)、

(株)ふ らの市農産公社 )

（ミ
●
心
ヽ
軍
）
無
柩
羅
製
０
黎
〓
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食品の安全性向上や保健機能の向上に有効な新 しい乳酸菌に関する研究

一乎L酸菌製剤及び凝乳酵素製剤の製造一 (H13～ 14)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史 富 永一哉

研究の目的と概要

乎L酸菌は保健機能や有害微生物抑制機能を有することは知られてお り、多方面で

利用されている。乳酸菌などの微生物を手軽に利用したり摂取するためには、乾燥

粉末化が有効である。これまで我々は流動層乾燥法によつて、数種類の平L酸菌を生

きたまま乾燥粉末化し、特許を取得している.乾 燥化条件は菌株によって異なり、

乾燥化 したい菌株毎に検討が必要である。本研究では Caco2細胞への大腸菌 0…157

付着に対する乳酸菌の抑制効果試験によつて、有用である可能陛を持つ乳酸菌の乾

燥化を検討 した。流動層乾燥では、乾燥時の核 となる基材が必要であり、核は乾燥

菌体の使用方法によつて限定されるため、基材の選択も重要な要因である。

【予定される成果】

有用性を持つ乳酸菌の乾燥粉末化スターターの開発

新規平L酸菌乾燥化技術の確立

試験研究の方法

生物工学科が行った Caco2細 胞への大腸菌 0-157付 着に対する乳酸菌の抑制効

果試験によつて、有用である可能陛を持つ 4種 類の平L酸菌 (Lb acidphilus JCMH32、

Lb sakc、セロリA、 セロリB)を 用いて、MRS培 地で増殖させた後、遠心分離に

より培地を除去し、生理食塩水により濃縮懸濁液を作成 し、40%シ ョ糖溶液を保

護剤 として等量混合して吹きつけ液を作成した。基材 としてスキムミルク、 ト レハ

ロース、エ リスリトール及びラクチ トールを用いて流動層乾燥を行った。流動層乾

燥条件はこれまでと同様な方法によつて行つた。生菌数の測定は、BCP加 プレー

トカウン ト寒天培地を用いて行った。

実験結果

各乳酸菌を MRS培 地で培養 し、流動層乾燥を行ったときの乾燥後生菌数を図 1

に示 した。使用 した糖類は容易に水に溶け、着色ぜず、甘味が低 く、カロリーも低

いものを用いた.こ れらが基材に用いることが出来れば、使用範囲が広がると考え

られる.こ れら糖類はスキムミルクに比べ吸水性が低いため吹きつけ液を噴霧する

と、表面がべたつき団子状態となり易く、乾燥化には注意が必要であつた。このた

め図 1で は Lb sakcのみを糖類を用いて乾燥化 した。Lb sakeはスキムミルクを用い

た結果からも示されるように、それ自体が乾燥耐性が低い菌株であったため、糖類

を用いるとさらに乾燥後生菌数が低下した。セロリA及 びセロリBは 乾燥耐性は高

く、大腸菌への付着抑制効果はセロリAが 高いという結果から、セロリAを 用いて

再度糖類を用いた流動層乾燥を行つた(図 2)。セロリAは スキムミルクを基材 とす
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るとほとんど 100%の 生残率で乾燥化可能であるが、糖類を用いると生残率は 10

%へ と低下した.生 残率としては低いが、生菌数 としては lg当たり1000万個以上

の生菌数を持っている。スターターとしては充分可能陛がある生菌数だと考えられ

る。

図 1 各 種乳酸菌の流動層乾燥後の生菌数

セロリA

黙
橿

＝

10E+10

10E+08

1 0E+06

10E+04

1 0E+02

10E+00

スキムミルク エリスリトール ラクチトール

基材

トレハロース 理論値

図 2 セ ロリAに よる糖類を基材に用いた流動層乾燥後の生菌数

4要  約

Caco2細胞への大腸菌 0…157付着に対する予L酸菌の抑制効果試験によつて、有用

である可能性を持つ 4種 類の乳酸菌を用いて、流動層乾燥を行つた.ス キムミル ク

を基材 とす ると高い生菌数 を維持出来るが、糖類が基材であると生菌数は低下 した。

最 も有望であるセ ロリAで は、スキムミル クではほぼ 100%、 糖類では約 10%の

生残率であった。

平成14年度の研究計画

高生菌数を持つ培養乾燥化技術の検討

細菌由来有用凝平L酵素の製剤化

乳酸菌の流動層乾燥

菌種及び基材

' t . 0 E + 1 0

1 .0E+0 9

* i l  t .oe+og
EI
t l  t . oe *oz

' t . 0E+06

1 . 0 E + 0 5
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食品の安全性向上や保健機能の向上に有効な新 しい乳酸菌に関する研究
一乳酸菌の有害菌抑制機能の検討―

       α 13～14)

発酵食品部調味食品科 池 田 隆 幸 山 本 携  佐 々木 茂 文

研究の目的と概要

乳酸菌は日本の伝統食品である漬け物、味噌、醤油など発酵食品の製造で重要な

役割を果たしている。これらの乳酸菌の中には、蛋自質性の抗菌物質であるバクテ

リオシン生産ものや機能は未定だが菌の抑制に働 くものがいることが知 られてい

る。乳酸菌の生産するバクテリオシンは、一般に生産菌と近縁のグラム陽性菌に対

して殺菌的に作用 し、各種乳酸菌や βaθ〃′IIs、S亀″ガοθοοθ“、αθS静ゴ″捌,

Istθrゴaな どの食品汚染菌に対 して抗菌活性を示すものも多い。また、バクテリオ

シンはヒトにとっては安全であり、ヒトの消化酵素で分解され、耐熱性を持ち、酸

性領域でも安定であることからその応用が期待されている。

菌の増殖を調べるには、これまでシャーレなどを用いて生菌数を測定する方法が

一般的であったが、 リアルタイム PCR(RT―PCR)装置の出現によって染色体 DNAの 数

を測定することにより、菌を増殖させることな く簡便に測定出来るようになった。

θ“οθοθθυs ο“ゴはワイン製造のマロラクティック発酵乳酸菌であるが、ナイシ

ンAな どのバクテ リオシンで生育が阻害されることが知られている。このことから

θ“OθOθθ“ 0“ゴをバクテ リオシンの有用な被検菌として、その遺伝学的検出方法

を確立 し、自然界からバクテリオシンをスクリーニングすると共に、簡便な菌数測

定方法を開発することを目的とした。

【予定される成果】

・雑菌防止乳酸菌スターターの開発

・簡便敏速な菌数の測定方法の開発

試験研究の方法

(1)供 試菌株

当研究センターの保存菌株である、五aθιοθOθθ“ faθιゴs subsp.″“″ゴs IF0 3247、

助θゴ〃υs sυわ″方s ISW1214を抗菌性物質の検索に使用 した。また、 リ アルタイム

乳酸菌検出は θo ο“ゴATCC23279およびナイシンA生 産菌である 五.faθιゴs subsp.

」aθιゴs IF012007を 用いて行つた。

(2)乳 酸菌の分離

乳酸菌の分離源として北海道内で市販されている漬け物で、乳酸発酵が起きてい

ると考えられる漬け物 5種 類、味噌 10種類を用いて行つた。乳酸菌の生育には GYP

培地 (乳酸菌マニュアルー分離から同定まで一 p15、 朝倉書店)を 用い、乳酸菌

分離では 10ppmのアジ化ナ トリウムおよびシクロヘキシミドを添加 した。
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(3)リ アルタイム乳酸菌検出法

θ′ο“ゴDNAの調製は、Zaralettaら(Zavaletta et al.Appl.Environo Microbiol。,

63(4)1261-1267)の方法に従い、θo ο“ゴ検出プライマーOFl:ATTTGTTGTTACGCGGTATT

ORl:GTCGTACGCTAGCCGCTGAAを用い RT―PCRは Light Cycler(ロッシュ社)で行つた。

3 実 験結果

漬け物 5種 類、味噌 10種 類から GYP白 亜寒天培地を用いて乳酸菌を分離 したと

ころ、それぞれ 98株 、53株 の乳酸菌と考えられる菌を分離 した。そのそれぞれを

GYP培 地で培養後に遠心分離で菌体を除去 してペーパーデイスク法で 五.faθ`ゴs

subspo crem″ゴsお よび βo sttιゴ万sを用いて抗菌試験を行つたが、いずれの菌に

も生育阻害が認められず、抗菌性物質を生産する乳酸菌を得ることが出来なかつた。

次に θ.0“ ゴ株および 五.Iaθ`ゴs subsp.faθ̀ ゴsを 291培地および GYP培地で培

養後、1/2、1/10、1/20、1/100、1/200と希釈しそれぞれ染色体 DNAを調製した。

それぞれのDNAサンプルをRT―PCR装置Light Cyclerを用いて解析した。図1は θ.

0“」の結果を横軸にPCRのサイクル数を、縦軸に用いた蛍光色素サイバーグリーン

の強度プロットし、左から原液 (2.8×100)、1/2希釈 (1.4×109)、1/10希釈(2.8

×108)、1/20希釈(1.4×103)、

1/100希釈(2.8X107)、1/200希

釈(1.4×107)を示している。の

蛍光強度をプロットした。なお、

菌数は別途塗抹した平板寒天培

地のコロニー数から算出した。

それぞれの蛍光強度の立ち上が

り部分のサイクル数は 17.91,

18。78,  21.01,  21.98,  23.98,

25。18で 片対数グラフにプロットしたところほぼ直線となつた。また、五.faCtゴS

subsp.faθιゴsではこのような PCR産物の増加カープは得られなかつた。これらの

結果から、特異的プライマーとユニバーサルプライマーを併用することで、菌叢の

変化を詳細にしかも敏速に調べることが出来ると判断された。

4要  約

北海道内の漬け物、味噌から乳酸菌を分離しバクテリオシンをスクリーニングし

たが、供試 151株中で見いだすことが出来なかつた。また、θ.ο“ゴを被検菌株と

して用い、RT―PCRに よって敏速な菌の測定方法を検討した結果、配列特異的プライ

マーを用いたPCRを行うことにより、敏速な菌叢解明が可能であると判断された。

平成 14年 度の研究計画

・添加乳酸菌及び乳酸生成菌検出技術の確立

。有害微生物生育阻害乳酸菌及び乳酸生成菌の選抜

図 1

●"』●‖umけ

0 .ο“J染色体 DNAを 用いたリアルタイム PCR結 果
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食品中の抗酸化成分の生体内メカニズム解明と食品への応用に向けた研究

(HH～ H13)

一酸化的ス トレスによる遺伝子発現に関しRT‐PCR法 による解明―

発酵食品部調味食品科 池 田隆幸 山 木携

研究の目的と概要

生活習1貫病に酸化ス トレスが関与 しているとい うことが近年次々に明 らかにされて

きてお り、食品による健康維持、疾病予防に関する研究も盛んに行われている。 しか

し、ある食品 (食品成分)が 健康によいかどうかとい う評価方法は、特に生体内にお

ける評価系については確立 していない。疾病の発症機構を解明して評価系を確立する

ことは、北海道産の食品素材の新たな評価を生み、その高付加価値化を強力に推進す

ることが可能であると考えられる。本研究では、本邦における死因の第 2位 でもある

心臓病に対する評価系の構築を目指すべく心疾患発症における遺伝子の発現変化を解

析 した。

【予定される成果】

。北海道産の食品素材の高付加価値化

・北海道産食材の抗酸化活性評価

試験研究の方法

(1)心臓病モデルマウスにおける遺伝子発現変化の解析

心臓病モデルマ ウスとして用いたカルセクエス トリン高発現マウス (CSQマ ウス)

と対照となる正常マウス由来の mRNAは 、米国タフツ大学加齢栄養学研究センター

の Yuthiro J.Suzuki助教授より分与していただいた。

cDNA調 製、ディファレンシャル ・ディスプレー (DD)法 による遺伝子発現変化

の解析、塩基配列の決定とデータベースを用いた遺伝子の同定については、当センタ

ー平成 H年 度事業報告書(p.82)に記載 した。

(2)CSQマ ウスで発現が変化 している遺伝子の定量解析

(1)にて発現変化が確認された遺伝子について、配列特異的なプライマーを合成 し、

Light Cycler(Rochc)を用いて定量 PCRを 行つた。反応は 94°C Osec,55～60°C5sec,72°C

1 0secにて 50サ イクル行つた。PCRの 各サイクル毎に生成物量を測定し、各サイク

ルに対する生成物量をもとに目的遺伝子の発現量を定量した。

実験結果

本研究では、生理的に適応 した心肥大状態である 7週 齢 CSQマ ウスと、心不全に

移行 した状態の 13週齢 CSQマ ウスを用いた。

7週 、13週 いずれにおいても発現の増加が確認された遺伝子 (図 1)の うち、Gpxl

(Glutathion peroxidase l)はH202消 去に関与 している。また cARP(Cardiac anky」n repeat

protdn)は、心筋特異的な遺伝子の発現 を制御す ることや、別の心臓病モデルで も発

現の増加が報告 されている。

-72-



0 0 8

0 06

0 04

0 02

0

0 8

0 6

0 4

0 2

0
NT      CSO              NT       CSO
7weoks         1 3wooks
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次に心不全期とされる 13週齢のみで発現低 下が

確認 された遺伝子 (図 2)の うち Alltl(Adenhc

nuclcotide translocase l)は、ミトコンドリア内で生体

エネルギー物質である ATPの 産生に重要な役割を

果た している。また、この遺伝子の欠損マウスで

は心肥大や心筋細胞内での H202発 生増加が報告

されている。SERCA2は 筋肉の収縮に必要なCa2+

の制御にZ、須のタンパク質である。

以上 3年 間の結果を総括すると、DD法 による

遺伝子発現変化の解析から、CSQマ ウスにおい

て約 450種 類の遺伝子発現が変動 していることが

確認 された。 15

NT    CSQ
7wooks

この うち発現変動が顕著な遺伝子についてクロ

ーニングを行い遺伝子の同定を試み、定量 PCR

により定量解析を行つた。その結果、生理的な

適応現象 として始まる初期の心肥大や、そこか

ら病的な心不全状態への移行に関与 しているこ

とが示唆される遺伝子を確認 した。心肥大の初

期においてはス トレスに適応 させるため心筋の

収縮力を高めた り、収縮タンパク質の合成が活

発になるのこのためエネルギー産生系が活性化

されて ミトコン ドリアの機能が活発になり、そ

の結果活性酸素の発生が増加するものと考えら

れる。そのために抗酸化系酵素や心筋特異的遺

‖T   C S 0

13weeks

N T    C S O         N T   C S 0

7weeks                   13weeks

(図2)CSQマ ウスにおいて発現が低下 した遺伝子

縦軸は GttDHと の発現比を示す
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伝子の転写調節因子の発現が増加するものと考えられた。 しか しこのような生理的適

応現象 も長期間持続することは好ましいことではなく、病的な状態に移行するものと

考えられる。本研究からはエネルギー産生や筋収縮に必須な 2種 類の遺伝子 (Alltl,

SERCA2)が 心不全期において発現低下していたが、これ らの遺伝子は生理的な心肥

大から病的な心不全に移行するときの鍵となる因子と考えられる。

4 要   約

心臓病の心筋細胞中における遺伝子の発現変化を解析 した。その結果、生理的な適

応現象 としての心肥大の発症に関与 していると考えられる遺伝子の発現増加を確認 し

た。また、生理的な心肥大から病的な心不全に移行する鍵 と考えられる遺伝子の発現

変動を確認 した。
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食品中の抗酸化成分の生体内メカニズム解明と食品への応用に向けた研究

(HH～ H13)

一水産物からのスクリーニングと培養動物細胞による活性評価法の検討―

発酵食品部調味食品科 佐 々木茂文

研究の目的と概要

様々な酸化反応によって生 じる活性酸素は生体障害の大きな原因の 1つ で、老化

や癌、動脈硬化、糖尿病に深 く関与すると考えられている。食品に含まれる抗酸化

成分が化学的手法により見出され、農産物を中心に多 くの成分が報告されている。

しかしながら、化学的手法によってスクリーニングされた抗酸化成分が生体内で活

性を発揮するか不明である。そこで本研究では北海道産品、特に水産物から化学的

手法で抗酸化成分のスクリーニングを行い、同時に培養動物細胞の酸化障害応答モ

デルを利用 して生体内酸化反応を反映 した生物学的手法 (培養動物細胞、実験動物

など)を 検討 し、より生体内酸化を反映する簡便な評価システムを構築する。

【予定される成果】

・ 北 海道産の食品素材の高付加価値化

・ 生体内反応を反映 した抗酸化活性評価システムの構築

試験研究の方法

(1)ス ケソウタラ卵巣水抽出物の抗酸化活性成分の分離同定

スケソウタラ卵巣水溶性低分子量画分を分取用逆相液体 クロマ トグラフィー

(HPLC)で分画 し、DPPHラ ジカル消去能が強かつた画分 F4を フォトダイオー ドアレイ

検出器付きHPLC、核磁気共鳴分析(NMR)、イオンスプレー質量分析(ESI―MS)に供 した。

また、F4の紫外線吸収を測定 した。

(2)ス ケソウタラ卵巣水抽出物の実験動物 (ラット)に よる抗酸化活性評価

凍結保存 したスケソウタラ卵巣から蒸留水で抽出し、遠心分離 して得 られた上清

を限外ろ過、凍結乾燥を行いスケソウタラ卵巣水抽出物(LMWF)を得た。

8週 令の wistび雄ラット30匹 を 5匹 1群 として 2週 間予備飼育を行つた後、通

常食 (対照群)、通常食 lkgにタウリン 1.7gを添加したもの (タウリン群)、LMWFを

10g添加 したもの (スケ トウタラ群)を それぞれ与え、28日 間飼育した。28日 後に

1群 をLipopolysaccharide(LPS)投与区とLPS非投与区に分け、LPS投与群はラット

体重 lkg当たりLPS 2mgを 腹腔内に注射 し5時 間後に、またLPS非投与群は直ちに

エーテル軽麻酔をして心臓尖針で採血 し、 1時 間室温に静置後遠心分離を行つて血

清を得た。また、採血 したラットから肝臓の摘出し、冷却 した生理的食塩水で洗浄

後分析まで-85°Cで凍結保存 した

採取 した血清の GOT、GPT、血清と肝臓のチオバルビツール酸生成物(TBARS)量を測

定 し、スケソウタラ卵巣水抽出物の抗酸化活性を評価 した。
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実験結果

LMWFの F4の紫外線吸収はpH3で 269nmN pH7で296Hllに吸収極大が認められ、逆

相 HPLCに供してフオトダイオー ドアレイ検出器で検出したところ270mllに紫外線吸

収を有するほぼ単一ピークが認められた。また、ESI―MS分析でm/z203.3とm/z188.1

であることが示 された。 これ らの結果 よ り、F4は 図 1に 示 した enoliZed

beta―diketone構造を持つたGadusol、4-deoxygadusolであると推定された。この成

分はソーダガツオなどの卵に痕跡程度含まれていることが報告されている。

HO ∪ rl

Gadusol(MW 200

HO OH

図 1 ス ケソウタラ卵巣水溶性低分子量画分 F4の 推定構造

LMWFを添加 した餌を与え4週 間

飼育 したラット肝臓の TBARS量 を

図 2に 示す。LPSを 投与 しない区

ではタウリン群、LMWF群 共に対照

と比較 して肝臓の TBARS量 は少な

く、特にLMWF群 が少なかつた。LPS

を投与 した区で LMWFは 対照とほ

とんど変わらなかつたが、タウリ

ン区はむしろ対照より高かつた。

このことから LIIWFはラット肝臓

の TBARS量 を低減する傾向が示唆

されたが、酸化的ス トレスを負荷

・・２
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4-Deoxygadusol ( MW 188)

図2 スケリしタラ卵巣抽出物を与えた
ラット肝臓のチオバルビツール酸量

した時はほとんど効果が認められなかつた。また、LMWFの 作用はタウリンとは異な

ることが明らかになつた。

4 要   約

スヶソウタラ卵巣水溶性成分で抗酸化活性が認められた成分は Gadusolと

4-deoxygadusolであることが推定された。また、この成分をラット投与すると肝臓

の過酸化物量を低減する傾向が認められた。

s対 照群

ロタウリン群

□Ш WF群
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魚皮 由来 コラーゲンを添加 した食品の開発     α 13)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 奥 村幸広 熊 林義晃

研究の目的と概要

コラーゲンはさまざまな動物の皮膚や骨に含まれるタンパク質であり、コラーゲ

ンあるいはゼラチンとして、食品をはじめ、医薬品 ・化粧品等に古くから利用され

ている。最近では、ゼラチンを酵素等で分解 ・低分子化 したペプチ ドが、飲料や錠

剤といつた健康食品等の原料として利用されている。これ らの大部分は、牛 。豚等

の哺乳動物由来であるが、最近は、魚類をはじめ、由来の異なるコラーゲンについ

ても注目されている。我々は、数年前より水産加工工程において排出される鮭鱒皮

のコラーゲンに着目し、その性質や用途等について検討してきた。その結果、コラ

ーゲンは化粧品原料として実用化されるに至つた。また、ゼラチン ・ペプチ ドは食

品素材として利用可能であることがわかつたが、より幅広い用途への適応には、加

温溶解時にわずかに生ずる匂いの除去が課題であつた。

本研究では、鮭皮ゼラチン ・ペプチ ドの匂いの低減化に関する検討を行なうとと

もに、ペプチ ドを利用 した飲料の試作を行なった。

【予定される成果】

鮭皮ゼラチン ・ペプチ ドの食品素材としての利用拡大

試験研究の方法

(1)匂 いの低減化に関する検討

匂いの低減化を目的として原料皮の前処理法を検討した。原料には 5℃で 1週 間

塩蔵 した鮭皮を水洗して用いた。前処理は、a)ア ルカリ溶液浸漬―水洗、b)酸

溶液浸漬―水洗、 c)ア ルカリ溶液浸漬―水洗一酸溶液浸漬一水洗の3試 験区と、

d)未 処理 (対照区)の 4方 法とした。アルカリ溶液には 0.05N水 酸化ナ トリウ

ム溶液、酸溶液には0.05N硫酸溶液を用い、浸漬時間は 1時 間とした。各処理後、

温水抽出一酵素分解 ・酵素失活―ろ過―活性炭処理一ろ過一乾燥の工程により乾燥

ペプチ ド粉末を調製 した。匂いの評価は、各試験区における抽出直後及び乾燥再溶

解後の溶液を試料として、官能的に比較するとともに揮発性成分の分析を行つた。

分析は、Tanax‐ 70mgと CarbOtrap 30mgを充填 した捕集管を用いて各試料の

ヘッドスペースガスを捕集後、加熱脱着導入法によるGC‐MS分 析で行なつた。

(2)ペ プチ ド含有飲料の試作

ブルーベリー、クランベ リー混合果汁と牛乳を 1:4の割合で混合したものに、鮭

皮ペプチ ドを 1、5%濃 度となるように加えて溶解 し、さらに乳酸菌を加えて 37℃

で一晩発酵 し乳酸菌飲料を試作した。また、市販ペプチ ド ((株)ニ ッピ製 PRA)

を用いて同様に試作したものを比較対照とし、官能評価を行なつた。
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実験結果

(1)匂 いの低減化に関する検討

各試験区の抽出直後及び乾燥再

溶解後における匂いを官能的に比

較 した結果、抽出直後ではいずれ

も特有の匂いが感 じられたが、ア

ルカリー酸処理区が比較的匂いが

弱く感 じられた。また、乾燥再溶

解後では、明らかにアルカリー酸

処理区の匂いが弱かつた。表 1に 、

対照区とアルカリー酸処理区の抽

出直後及び乾燥再溶解後における

主な揮発性成分を示した。複数の

アルデヒド、ケ トン等の揮発`性カ

平成 13年 度事業報告 。平成 14年 度事業計画 試 験研究 33

表1前 処理法の違いによる主な揮発性成分の比較

内部標準に対する面積比

対照区   i ア ルカリー酸処理区

化合物   抽 出直後 1再溶解後 1抽出直後 1再溶解後

2-Butanone        0 500  1  0 757

3-MethプbutanJ  0629 1 -

n―Pentana1         6 101  ‐   0697

2,3-Pentanedione   0 235      -―

Dimethyl disulnde   o340  1  0062

n-Hexanal 7273  1  0540

2-Pentena1         0 524  1  0 255

1-Penten-3-o1     3610  .  0145

n―Heptana1         1 753  1  0 281

2-Hexena1          0 821  1   -―

4-Heptena1        1 307  :   ―

n-Propanal

n-Butanal

n-Octanal

n-Nonanal

2-Octenal

4588  1   -―

2419  1  0125

1002  1  0467

1275  1  1546

0289  1   -―

0.563

0.90 r 0.059

0.239 0.123

0.361 :
5.004 0.095

0.303 I -

0.806 i 0.051

5.201 I O.OO3

0.767 r 0.369

1 .762 o.Ot S

1.701 i  -

0223  1   ¨ ―

1083  1  0013

1032  1  0149

0256  1   -―

ル ボ ニ ル 化 合 物 や ア ル コ ー ル の 他 、 * _は 面積比が0 0 1以下または検出されなかつたもの

含硫化合物のジメチルジスルフィ

ドが検出された。これらの成分は、両試験区ともに抽出直後では大きなピークとし

て検出されたが、活性炭処理によつて除去され、乾燥再溶解後では明らかに減少 し

ているのが確認された。また、その傾向はアルカリー酸処理区のほうが顕著であっ

た。揮発性カルボニル化合物は、脂質の酸化によつて生成することが知られている

が、原料皮のアルカリー酸浸漬処理が、これらの揮発性成分やその前駆物質となる

脂質等の除去に効果があるものと推察された。

(2)ペ プチ ド含有飲料の試作

試作飲料の味 。匂いについて官能試験を行った結果、鮭皮ペプチ ド添加区と市

販ペプチ ド添加区との評価に差はみられず、濃度 5%に おいても、懸念された匂い

に関し、両試験区で差がなかったことから、鮭皮ペプチ ドは、市販のペプチ ドと

同様に飲料の原料として使用可能と考えられた。

4 要   約

鮭皮ゼラチン ・ペプチ ドの匂いの低減化を目的として、原料皮の前処理について

検討 した結果、原料皮の希アルカリー希酸浸漬処理が、匂いの低減化に効果的であ

ることが明らかとなつた。また、ペプチ ドを含有した飲料を試作した結果、官能的

に匂いも感じられず良好な結果であつた。
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ホタテ貝殻カルシウムを用いた食品の微生物制御技術

企画調整部企画課

( H 1 3 )

富永
一

哉

田中常雄

柿本雅史

研究の目的と概要

食品関連法規の改正や大規模食中毒の発生など消費者にとって食品への関心は日

ごとに高まってきている。なかでも食品の衛生管理には厳 しい目が向けられている。

食品業界では製造工程を HACCPに準拠させたり様々な微生物制御技術を駆使 して、

製造する食品の安全と日持ちの確保を図ることが重要な問題 となっている。

一方で、我が国ではカルシウム摂取量の不足が言われてお り、骨粗 しょう症や生

活習慣病の予防のためにもカルシウムの摂取量増加が望まれている。近年ではカル

シウム強化食品の開発が盛んであり、食品添加物 としてのカルシウム強化剤の利用

は関心事となっている。

本研究は、焼成ホタテ貝殻由来カルシウム化合物のカルシウム強化剤 としての機

能のほかに存在する抗菌効果に着 目し、この化合物製剤の高付加価値加を目的とす

る。これまでの研究において、ホタテ貝殻由来カルシウム製剤は、大腸菌や食中毒

菌などに対 して抗菌力を有することが確認されている (平成 12年 度事業報告)。

しか し、この製剤は水への溶解度が低いため、貝殻石灰の粉体粒子が浮遊 し白濁す

る。この製剤懸濁液を野菜などの食品の殺菌に使用 した場合、粉体粒子が食品表面

に付着する問題がある。本研究では、この問題を解決 し、食品に適用 しやすい技術

を検討する。

【予定される成果】

・未利用資源であるホタテ貝殻由来カルシウムの有効利用と用途拡大

試験研究の方法

(1)白 濁 しないカルシウム液の調製方法の検討

白濁 しないカルシウム液を得るためには、白濁 したカルシウム液中に浮遊、沈

殿する貝殻石灰の粉体粒子を濾過や遠心分離などで除去するなどの方法が有る。 し

かしカルシウム液を調製の都度、濾過や遠心分離を行 うのでは、作業工程が複雑と

なり、食品製造企業での応用に適 した方法とはいえない。そこで、ガーゼ、ティー

パック、5A濾 紙など透水性の生地で形成 した容器に貝殻を焼成 して得た生石灰を

入れ、水に浸漬することで生石灰を水に溶解させてカルシウム液を調製する方法を

検討 した。実験では、貝殻生石灰 10gを 市販のガーゼで 8重 に包み上部を縛つた

に関す る応用研究

発酵食品部発酵食品科 濱 岡直裕 田 村吉史

発酵食品部

―-78-―



平成 13年度事業報告 ・平成 14年度事業計画 試 験研究 34

ティーバッグ様のもの (サンプルA)と 、10g生 石灰を 2重 の 5A濾 紙と2枚 重ね

のガーゼで包んだティーバ ッグ様のもの (サンプルB)を 作成 し、 lLの 蒸留水に

丸 1日 間浸漬 し、調製液の可視光領域での濁度とpHを測定した。

(2)カ ルシウム液の抗菌効果の測定

白濁 しないカルシウム液の抗菌力を測定するため、キャベツの一般生菌数に与え

る効果として測定した。実験は、市販のキャベツを数センチ角に手で千切 り、その

20gを 先に調製 した白濁 しないカルシウム液サンプルA、 B、 および対照として水

道水 200mlに 30分 間浸漬 し、その後のキャベツの一般生菌数を測定した。測定方

法は常法、すなわち標準寒天培地を使用 し 37℃、48時 間培養後の細菌集落数によ

リー般生菌数を算出した。

実験結果

貝殻生石灰を市販ガーゼで包んで水に溶解させたカルシウム液 (サンプルA)と

濾紙 とガーゼで包んで水に溶解させたカルシウム液 (サンプル B)は 、吸光度計で

測定した白濁度が共に 0.01未満の濁 りのない液で、かつ pHが 各々 12.3、12.0で

あり、生石灰懸濁液 (pH 12.4～12.5)と同様の pHを有するものであつた(表1)。

カルシウム液サンプルA、 B、 および水道水にキャベツを浸漬 した後の一般生菌

数は、浸漬前の生菌数に比べ、水道水浸漬ではほとんど変化がなかつたことに対し、

サンプルB浸 漬では 50分 の 1に 、サンプルA浸 漬では 100分の 1に まで減少 して

お り(図1)、本方法で調製 したカルシウム液に抗菌力があることが示唆された。
lE“ 6

表 1 カ ルシウム液の性状

サンプルA <0.0 1   1 2 . 3
サンプリレB  <0.01    12.0

浸漬前    浸 漬後

図 1 -般 生菌数の変化

4要  約

ホタテ貝殻由来カルシウムを食品に適用する際に、カルシウム製剤懸濁液の粉体

粒子が野菜などの食品表面に付着する問題を解決するため、白濁 しないカルシウム

液の調製方法の検討を行い、その溶液の抗菌力を検討 した。その結果、製剤懸濁液

と同等の pHを 示す濁度の非常に低い液が調製でき、野菜の一般生菌数を減少させ

る抗菌力も確認された。

(共同研究機関 北 海道共同石灰株式会社)
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ホタテガイ集団の遺伝構造解析 (I113)
応用技術部  長 島浩二

応用技術部生物工学科  川 上 誠  中 川良二 奥 村幸広

研究の目的と概要

ホタテガイは本道の重要な水産物の一つであるが、近年は生産過剰による価格の低迷

とともに、採苗不良や成長不良、へい死といった生産面での問題も出てきている。これ

らの原因解明のため、環境要因の調査が水産試験場等で行われているが、生物学的 (遺

伝的)要 因については殆ど調査されていない。道内ホタテガイ養殖の安定化を計るため

には各地域のホタテガイ集団の遺伝構造を明らかにし、環境要因との関係を調べる必要

が求められている。本研究では、我々の開発したホタテガイ系統解析技術を用いて道内

ホタテガイ集団の遺伝構造解析を行い、上記問題`点の原因を考察する。

【予定される成果】

採苗不良や成長不良、へい死といった問題解決へのアプローチ

養殖ホタテ貝の資源管理の技術確立

2 試 験研究の方法

(1)ホ タテガイサンプルと全 DNAの 調製

右図に示した北海道 lo箇 所と青森県 1箇 所で、

1980年 代および 2000年 代に採取されたホタテガ

イの貝柱を用いた。全 DNAの 抽出は 96ウ ェルプ

レー トを使用 した多検体抽出の方法で行つた1'2)。

(2)ホ タテガイの系統解析

ホタテガイ 。ミトコン ドリア DNA(mtDNA)

の高変異領域 NcR2を PcRに よって増幅後、塩基

配列を決定し、系統解析を行つた1'2)。

1' 北海道立食品加工研究センター平成12年度事業報告
a sato MりNag ḧima K d」.,Ma Bbtech.         図 1ホタテガイサンプルの採取地

実験結果

北海道各地および青森県陸奥湾のホタテガイサンプル 9o2個 体について、NcR2領 域

の塩基配列を決定 し、系統解析を行った。その結果、lo2系 統が検出された。遺伝子多

様度 (集団における遺伝子の多様度性を表す数値で 0か ら 1の 間にある)は 、陸奥湾集

団 (0.571)に比較 して北海道集団では 0.866と大きかった。また、年代別、地域別に見

ても 0.656～0.912と大きく、遺伝的多様性が良く保たれていることが示唆された。NcR2

の塩基配列から、塩基置換数が最小になるように各系統の関係をまとめると、ホタテ貝

の系統は大きく 4つ の系統グループ (HG-01、HG-04、 HG-12、 HG-21)に 分けられるこ

とが予想 された (図 2)。このグループ分けに基づいて集団の遺伝構造を比較す ると、北

海道と陸奥湾集団間では明らかな有意差 (pく0.ol)力`見られたが、北海道集団間では地

域集団間及び年代集団間のいずれの場合も有意差はなかった (p>o.5,図 3)。系統と原

料性状の関係を調べることは、将来的な優良品種の選抜育種に繋がると考えられる。そ

こで、サルフツの 1985年集団 (67個体)に おいて、4系 統グループ内での貝柱指数 (貝

柱重量/軟 体部重量)お よび生殖巣指数 (生殖巣重量/軟 体部重量)比 較した。その結

果、これら指数分布の系統間での有意差は見られなかったがo>0・05)、調査個体数が増え

れば、何らかの差がでてくる可育レ性があると考えられる結果であつた。

サルフツ
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表 1.解 析結果のまとめ

地域       年 代 比 較個体数  系 統数 遺 伝子多様度

オホーツク海  サ ロマ (SR) 2001  31

サルフツ ( S F ) 2 0 0 1   5 6
1985     67

噴火湾 胆 振  ム ロランαR)2001  93

レプング (RE)1982  49
渡島

 モ リ (MO) 2001  87

オホーツク海

22         0891
根室海峡   ノ ツケ (NO)

ラウス 鰊A)

シベツ (SH)

日本海    ハ ポロ (H詢

オピラ10B)

陸奥湾     ム ツ (M)

北海道集団合計
陸奥湾集団合計

ハ
‐
プ

／

19870 Cヽn          19860RA)

図3 各 ホタテガイ集団の遺伝構造
1986m

17‐21  21‐25  25‐29  29‐33  33‐37  3741  4145                   1216  16‐ 21M  21924  24‐28  28‐32  3236

貝柱指数 I員柱重コ軟体書喧量1ぐる)                   生 殖巣指数 I生殖巣重到軟体部重コ (%)

■ HG-01 □ HG‐04□ HG‐12□ HG-21
図4 系統グループ間での性状比較

4要 約

1.北 海道のホタテガイ集団は大きい遺伝的多様`性を保持 していることが示された。

2.北 海道と陸奥湾の集団間では、遺伝構造に明らかな違いがあつたが (pく0.ol)、北海道

の地域集団間及び年代集団間では有意差はなかつた (p>0.05)。

3.4系 統グループ間で、貝柱指数および生殖巣指数に有意差は見られなかつたが (p>0.05)、

サンプル数を増やすことで何らかの差がでる可育旨性が考えられた。

(共同研究機関 北 海道ほたて漁業振興協会)

19“田A)

個
体
数

個
体
数

2CX1lcSRl 卿 lSRl 2CX1llSD      19826D
HC21
3%

21X1lαo 1982(MO) 2CXXl(D

19850助

HC 12
田%

1983(Ю

19831SRl

16%

獅 10 個ヽR) 1986o

蝉
て

HC 12
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マ ロラクテ ィック発酵乳酸菌 "“ θοθθys ο"ゴ の遺伝学的解析  (H13)

発酵食品部調味食品科 池 田隆幸 山 木 携  佐 々木茂文

研究の目的と概要

マロラクティック発酵は、赤ワイン醸造において味わいを決める重要な過程であ

り、θ“οθOθθυs O"ゴ (エノコッカス ・エニ)が マロラクティック発酵の主発酵菌

として知られている。北海道内でのワイン製造ではこのマロラクティック発酵を自

然に任せてお り、ブドウの品種や年度毎に発酵時期が変化することから一定 した品

質を得ることが極めて難 しいのが現状である。これらのことから北海道産ワインの

品質を高めるため、この発酵に関与する微生物の解析が急務である。

マロラクティック発酵に関与する乳酸菌 θ.ο"ゴ の解析には実際に醸造されたワ

インを用い、その発酵過程を追跡調査する必要がある。我々は、これまで池田町に

おけるマ ロラクテ ィック発酵に関与する微生物のス ク リーニ ングを行い、

16S―rRNA(リボゾーム RNA)の 塩基配列から3種 類の異なる乳酸菌がいることを明ら

かにしてきた。しかし、同じタイプの乳酸菌においても、コロニーの大きさや色な

どが若干異なることが観察されてお り、さらに細かな分類方法の確立が望まれてい

た。そこで、我々は、乳酸菌におけるプラスミドおよび PCR(ポ リメラーゼチェー

ンリアクション)を もちいた RAPD(ラ ンダムアンプリフィケーションポリモルフイ

ズムDNA)を 用いてさらに詳細な分類を行うことにした。

【予定される成果】

。マロラクティック発酵の詳細な解明

・マロラティック発酵乳酸菌スターター菌の特定

試験研究の方法

マロラクテック発酵乳酸菌は、当センターが保有する34株 (Kl～6、Yl～7、Ml～

9、Zl～12)、および θ,ο“ゴATCC39401、θ.0"ゴ ATCC23279を 用いた。プラスミ

ドの分離にはアルカリ溶菌法を用い、プラスミドの検出には 0.75%アガロースグル

電気泳動を行つた。また、RAPD試 験で用いたプライマーDNA配 列は Al:TGCGGCTTAC、

A8:GTCGCCGAC、A10:GTAGACGAGC、All:CAAACGGCAC、A22:ATGGACACCA、OPA9:GGGTAACGCC、

OPAll : CAATCGCCGT、 OPA12 :TCGGCGATAG、 OPA16 :AGCCAGCGAA、 OPA20 : GTTGCGATC

の 10種 類を用いて行つた。PCRは 以下の方法で行つた。50ng θ.ο"ゴ 染色体 DNA

を PCR反 応液 (50mM KCl、20mM Tris―HCl(pH 9.0)、0。1%(vo1/vol)Triton x-100、

2mM Mgc12ヽ 200μM(dATP,dCTP,dTTP,dGTP)、100pm01 primer)に入れ、2Uの Taq

polymerase(Promega corp。)を用いて 25μ lの反応系で 94°Cl分 、36°Cl分 、72°C

2分 を 40サ イクル行つた。結果は、1.5%のアガロースゲル電気泳動を行い、DNAパ

ターンを比較 し分類 した。
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3 実 験結果

プラスミド検索の結果、供試 35株のうち9株 にプラスミドーつ、1株 にプラスミ

ドニつの存在が確認された (図1)。この内、Kl,Yl,Y2,Y3,Y4,M3,M4,Z7,Z9

M 1  2 3  4  5 6  7 らかとなつた。例

図 2に 示 した。

が保有するプラス ミドは約 4kbの

同じプラスミド (p101)で あるこ

とが明らかとなつた。また、M5は

p101と、さらに分子量の小さいプ

ラスミドの二種類を保有すること

が明らかとなつた

また、Mmの 結果では Al:7種

類、A8:5種類、All:11種類、A22:6

種類、OPA9:7種類、OPAll:5種類、

OPA12:4種 類、OPA16:7種 類、

OPA20:4種類に分かれることが明

として Alプ ライマーを用いた結果を

1 :Kl,Yl,Y2,Y3,Y4,Ml,Zl,Z7,Z8,Z9

2:K2,M5,Z5,Z6,ATCC23279

3:K3,M4,Zl,Z3

4:K4,K5,K6,M7,M8,M9,Z10,Zll,Z12

5:Y5,Y6,Y7

6:M6

7:ATCC39401

図2 Alプ ライマーを用いたRAPD結 果  以 上の結果と 16S―rRNAの 塩基配列から判断する

と、これまで分離 した 34株 の θ。0"」が 17種類

に分類された。また、これらは明らかに ATCC株 とも違う株であつた。これらのこ

とから、より詳細な θo ο“」の分類が可能となり発酵過程を詳 しく調べることが可

能となつたと考えられる。

4要  約

当センターで分離 した θ.ο"ゴ 34株 は 17種 類に分類され、本手法が発酵途中

の菌の状態を把握するのに優れた方法であることが明らかとなつた。

(共同研究機関 池 田町ブドウ 。ブドウ酒研究所)

M   Kl  Yl  Y2  Y3  Y4 Ml  M3  M4  Z7  Z9

図10.ο ι″jが保有するプラスミドの電気泳動
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ホットプレート加 熱装 置 を用 いた新規加 工食 品の開発 (Ⅱ 13)

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁

応用技術部食品工学科 熊 林義晃

研究の目的と概要

我が国の食肉加工品の生産量は昭和時代には前年対比6～ 7%増 で順調な伸びを示

してきたが、平成 7年 の55万 4千 tをヒ
°―クにその後 50万 t台前半で推移 しており、

伸び悩みの傾向にある。水産練 り製品についても昭和 50年 に 103万 tでヒ
°―クを迎

えたが、以後生産量は年々減少 し、平成 11年 には65万 tまで落ち込み、その後も

歯止めのかからない状態が続いている。この原因として、各加エメリーが販売量の拡大

をはかるべく新製品開発に取り組むなかで、ヒット商品が生まれていないことがあげら

れる。これらの状況から、今後の製品開発は伝統的製法にとらわれない、新しい加工

技術の開発に取り組んで行く必要がある。

【予定される成果】

既存には無い、新規な形状、食感を持つた食肉加工品の開発

試験研究の方法

(1)ホ ットフ
°
レート加熱装置

ホットプレート加熱装置 とは、温度設定可能なヒーターを組み込んだ二枚のフ
°
レート板で加熱対

象物を挟圧加熱処理する装置で、短時間で加熱殺菌処理を行 うことができる。本研究

では食肉製品製造に本装置を応用 し、フ
°
レート板間のクリアランスを 2 11ullにして加熱する際の

処理条件、処理肉の品質を検討 した。

(2)供 試食肉

牛、豚、鶏肉の三種類で何れも道産品を使用 した。脂肪はできるだけ除去 して赤肉

のみに整形 して 15g/個 程度に切断 して試料 とした。

(3)塩 漬剤の配合割合および方法

三種類の原料 とも食塩 100/。、亜硝酸 100ppmと なるように添加量を調整 し、調味香

辛料を混和 して 5℃ 冷蔵庫で一晩乾塩漬を行つた。

(4)加 熱処理

塩漬肉をホットフ
°
レート加熱装置でクリアランスを 2 11ullに固定 してプレート板温度を 80℃ から 150

℃まで、加熱時間を 2分 から6分 まで段階的に変化 させて処理 し、製品品質等を評価

した。

(5)加 熱肉の評価

製品の品質評価は色調を MINOLTA色 彩色差計 CR-30を 使用 し、フヽンター表色法によ

り測定 した。 また、水分活性 はスイスnouasina tt ThemOconstanter IIUMIDAT‐■2を 使用

して測定 した。硬 さの指標 として切断応力 を StIN鳳 正O NIET翻日旺距 CR-200D、 切

断応力用フ
°
ランシ

゛
ャーNo8を 使用 して測定 した。 さらに水分、焼成歩留 り (加熱重量/

塩漬重量)を 測定 した。 また、走査型電子顕微鏡 (日立 s_2400型)に よ り製品断面

の微細構造の比較観察を行 った。

実験結果

(1)色 調及び残留亜硝酸根

試料に豚 もも肉を使用 し、亜硝酸投入量 100ppm、クリアランス2mmで 加熱温度 を 80、
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95、107℃、処理時間を 40秒 、2分 、6分 、7分 、12分問処理 して色調及び残留亜硝

酸根を測定 した。L値 (明度)は 処理時間、温度の影響は認められなかったが、a値

(赤み)及 び b値 (黄色み)は 各温度帯とも処理時間が長 くなると測定値は大きくな

る (濃くなる)。残留亜硝酸根は対照区のスモークハウス加熱品は 44.6ppmであつたが、試験

品は加熱時間が短 く肉色素 と亜硝酸の反応量が小さいためか、残留基準値 70ppmを

大きく上回る結果 となったため添加量には注意を要する。

(2)水 分、水分活性及び加熱歩留 り

牛、豚、鶏肉を試料 として各種条件で試作を行い、水分、水分活性及び加熱歩留 り

を測定 した。食肉製品で常温流通可能な乾燥食肉製品の規格基準は水分活性 087未

満であり、この条件を満たす製造条件は、豚 もも肉では塩分 0.8%添加時、温度 130

℃、クリアランス2111111、4分 問処理でこの時の製品の水分は 313%、 製品歩留 りは 42.3%で

あった。また、140℃では本基準を 2分 30秒 でクリヤーし、この時の歩留ま りは 401%で

あった。鶏ササミは豚 もも肉と同等の処理条件でクリヤーしたが、牛サがりはさらに厳 しい条

件を要 した。

(3)処 理条件 と硬 さ

牛サがり、鶏ササミ、豚ヒレ肉を塩漬 してプレート温度 120

℃、クリアランス2 11ullで加熱 した際の処理時間に伴 う切

断応力は短時間に大きく変化 した (図1)。

製品物性のハリツキを小さくするためには、フ
°
レス加

熱の温度、時間の厳密な管理が重要である。

(4)微 細構造の観察

処理条件を 80℃ 30秒間ではスライ

スハム状、107℃、15分間ではシ
゛
ャーキー

状、150℃ 処理では処理肉内部で

瞬間的に水蒸気が発生 して破裂 し、

製品にならない。 しか し、本条件

でも加熱開始時に数回クリアランスを変  図 2発泡した製品(左)と未発泡の製品(右)試料豚ヒレ

化 させて蒸気抜きを行 うと、肉組織内に発泡 (図 2)を 生 じて従来にないソフト感のあ

る好ま しいテクスチャーの製品が得 られることがわかつた。

要  約

(1)製 品の色調は処理時間が長くなると濃くなる傾向を示 した。発色剤はスモークハウス加

熱品と比較 してホットフ
°
レート加熱は残根が高く、基準値を上回る危険性があるので注

意を要する。

(2)本 処理で常温流通可能な乾燥食肉製品 (AwO.87未満)を 製造する条件は豚 もも

内で塩分 08%添 加時、温度 130℃、クリアランス2111111、4分 問処理でこの時の製品の水

分は 313%、 製品歩留 りは 42.3%であつた。

(3)製 品の切断応力 (硬さ)は プレス処理温度、時間に伴い大きく変化するので、一

定の品質を得るためには厳密な処理温度、時間の管理が重要である。

(4)ホ ットフ
・
レート加熱は温度、時間の調整で様々な特徴ある製品の製造ができる。150

℃の高温処理で加熱開始時数回クリアランスを変化 させて蒸気抜きを行 うと、肉組織内

部に発泡を生 じ、従来にないソフト感のある好ましいテキスチャーの製品が得 られることが

０¨

ｍ

¨

¨

ｍ

ｍ

ｍ

。

わかった。
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道産キノコを素材とした機能性飲料の製造研究 (H13)

井上貞仁加工食品部畜産食品科 渡 邊 治  阿 部 茂

応用技術部 長島浩二

応用技術部食品工学科 熊 林義晃

研究の目的と概要

道産キノコの一種であるカバノアナタケ (F“scο′ο′jα οらんg“α)は 古くからシ

ベリア地方などでガンの特効薬として用いられるほか、H9～10に行つた当センタ

ーの研究によりHIV(ヒ ト後天性免疫不全症候群ウイルス)の 増殖を抑制する成

分を含有 していることがわかっている。

本研究では、カバノアナタケの抽出成分の機能性、有効成分の効果的な抽出方法、

LD50を含めた経口摂取による生体への影響および機能性 (健康)飲 料としての製

品化を検討する。

【予定される成果】

カバノアナタケのガンや HIVを はじめとした各種抗疾病や健康増進などの機能

性の解明、および機能性 (健康)飲 料の製品化。

試験研究の方法

(1)機 能性の評価

カバノアナタケ熱水抽出物のHIV-1プ ロテアーゼに対する IC50値を調べるとと

もに、水溶性 リグニンの構成要素や類似化合物のプロテアーゼ阻害活性を調べた。

(2)粉 末焙煎品の試作

産地の異なるカバノアナタケ塊 4種 を粉末化 し、これらを用い、温度 ・時間 ・方

法等条件を変えて数種類焙煎した。これらについて色差計で焙煎に伴う色の変化を

分析 した。またカバノアナタケ粉末の一般成分 (水分、灰分、タンパク質)と アミ

ノ酸組成を調べた。

実験結果

カバノアナタケ熱水抽出物から分画した成分のHI卜1プ ロテアーゼに対する IC50

値は 1.4μg/mlで あつた。この成分はほかにE“eningosepticumのプロリルエンド

ペプチダーゼと結合しその活性を強く抑制したが、他の一般的なプロテアーゼは阻

害しなかった。また、リグニンの構成単位分子である種々のケイ皮酸誘導体や他の

ポリフェノール類にはこのような阻害活性はなかった。

また、ブナシメジ (ffypsizigus“attοrθas)の 菌床や小麦フスマから水溶性 リグ

ニンを抽出し、同様の活性があるかどうか検討 したところ、それぞれ 4.3μg/ml、

5 . 5μ g / m lの I C 5 0値で H I V - 1プ ロテ ア ー ゼ を阻 害 した。
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焙煎に際しては、時間 。温度ともL値 、 a*値、b*値すべてと負の相関が認めら

れたが、特に温度との間に高い相関が見られた。

一般成分の分

析結果は表のと

お りである。す

べての項 目にお

いて産地 (A、

B、 C、 D)に

表 カ バノアナタケの一般成分分析

水分 (%) 灰 分 (%)タ ンパク質 (%)

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

24.4

27.6

23.8

25.6

1 0 . 2

7 . 3

7 . 2

5 . 4

2.4

1.5

1.7

2.1

よつて数値に違

いが見られたが、天然物であることからこれは産地より生育年数によるところが大

きいと思われる。またアミノ酸組成に関してはしいたけなどの一般的な食用キノコ

と比較 して 100g中に必須アミ

ノ酸の一つであるバ リンが 2倍

から4倍 含まれていたが、反対

に旨味成分であるグルタミン酸

は半分程度 しか含まれていなか

った。

試作品に関 しては、熱水によ

る有効成分の抽出効率を考えた

場合は粉末の粒径が細かいほど

よいが、逆に細かすぎるとティ

ーパ ックにお湯を注いだときに

フィルターを通 り抜け沈殿物 とな り、

生じた。今後はこのような`点の改善、

分を考慮に入れた試作、さらに

錠剤などの違った形状の製品に

ついても検討を行 う。

4要  約

カバノアナタケに見 られる

HIV…1プ ロテアーゼ活性阻害

作用が水溶性 リグニンによるも

のであることを明らかにした。

また、ティーパ ックの試作を行

った。

図 1 カ バノアナタケ粉砕物

また食感が粉つぼくなるなどのデメリットが

および焙煎時間 ・温度等、官能検査 ・抽出成

図 2 テ ィーパ ック試作品

(共同研究機関 株 式会社富士計器)
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魚貝類の凍結高圧処理 による殺菌効果 に関す る研究    (H13)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史

加工食品部農産食品科 中 野敦博

加工食品部水産食品科 山 崎邦雄

研究の目的と概要

魚貝類の非加熱による殺菌と物性変化により、新規食感を付与することによる新

商品の開発を目指す研究である.基 本技術に関しては、すでに 「魚肉混練物の低温

高圧処理法について」としてほくれい閉が特許出願 している。本研究では凍結高圧

処理により黄色ブ ドウ球菌等の殺菌効果を把握する。凍結 と超高圧の併用によつて

殺菌効果が増大するとも言われているが、凍結状態において超高圧をかけて殺菌を

行った事例は少ない。特に生ものに付着している大腸菌や黄色ブ ドウ球菌に対する

試験データーはほとんどない.そ こで本研究では、東J身に付着している大腸菌と黄

色ブ ドウ球菌が凍結超高圧処理を行 うことによりどの程度殺菌されるか、また、物

性の変化を電子顕微鏡により観察することを検討 した。

【予定される成果】

新食感魚貝類商品の開発及び凍結高圧処理殺菌の用途開発

試験研究の方法

菌株は、大腸菌 (E coli JCM1649T)及び黄色ブ ドウ球菌 (S allreus IF012732T)

を用いた。大腸菌は普通ブイヨン培地に食塩 05%添 加 した培地を用い、24時 間培

養 した菌液を作成 し、黄色ブ ドウ球菌は普通ブイヨン培地に同様に培養 した菌液を

作成 し、試験に供したら超高圧及び冷凍処理区は、処理温度(℃)として 4区 (0,-10,

-15,-20)、処理圧力 (MPa)は5区 (0,100,150,175,200)、 処理時間は 20分間で

行った。超高圧処理試料は、大腸菌培養液の生理食塩水希釈液、黄色ブ ドウ球菌培

養液の生理食塩水希釈液、ニシン切 り身、菌液付着ニシン切 り身の4種 類により行

った。当センター所有の超高圧処理機は凍結状態で処理するユニットを持たないた

め、北海道立十勝圏地域食品加工技術センター所有の神戸製鋼製高圧処理装置を用

いた。本装置は 80℃の高温から…20℃の凍結状態まで、幅広い温度で 700MPaま で

の超高圧処理が出来る.菌 数の測定は、大腸菌はデソキシコレー ト培地、黄色ブ ド

ウ球菌はクロモアーガースタッフを用いた。電子顕微鏡観察はクライオ SEMに よ

つて行った。

実験結果

図 1に 黄色ブ ドウ球菌 0℃ と…20℃ における超高圧殺菌によって、菌数がどのよ

うに変化 したかを示した。黄色ブ ドウ球菌は凍結状態でなければ 200MPaを かけて

もほとんど菌数の低下はみられないが、-20℃の凍結条件下では菌数の低下が生じ、

200MPaで は約 100分の 1の 菌数に低下した。凍結だけによる菌数の低下はほとん

ど起こらなかったことから、-20℃における超高圧処理は、黄色ブ ドウ球菌の菌数
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低下に効果があることが示された。図 2に 示されるように大腸菌では凍結だけでも

菌数の低下が生じた。凍結状態になければ、200MPaで はほとんど殺菌されないが、

超高圧をかけることにより生菌数が低下した。凍結による影響 と-20℃ の凍結条件

下による 200MPaの 超高圧処理により、約 1000分の 1に 菌数が低下した。このこ

とから、凍結状態における超高圧処理は大腸菌においても、常温による処理よりも

高い殺菌効果が得 られることが示された。

菌付着ニシンの結果を図 3、 4に 示 した。ニシンの切 り身に付着させた各菌は凍

結しない状態で超高圧をかけた場合、培養液同様にほとんど殺菌効果は得られなか

った。 しかし、‐20℃ で超高圧をかけると殺菌効果が得られ、黄色ブ ドウ球菌では

200MPaの 超高圧処理により菌数は約 50分 の 1と なり、大腸菌では 100分 の 1と

なった。刺身に付着している場合は、培養液に比べ殺菌効果は低下することも示さ

れた。

電子顕微鏡観察では、凍結による組織の変性は観察出来なかったが、200MPaに

よる処理により筋肉繊維が堅く締まったような変化を捉えることが出来た。

培養液(黄色ブドウ球菌)

10E+08

(10E+07
ご

叢
10E+06

場 1_OE+05

10E+04

0      50     100     150     200     250

圧力( M P a )

図 1 圧 力による黄色ブ ドウ球菌の菌数変化 図 2 圧 力による大腸菌の菌数変化

菌付着切り身(黄色ブドウ球菌)

1.0E+08

€ t.or*or

.9 t.oe+06tr
ffi 1.oe*05
+l

1.0E+04
0      50     100    150    200    250

圧 力( M P a )

菌付着切り身 (大腸菌)

1.0E+08

€ t.or*or

.9 r.oe*06tr
ffi t.oe*os
+i

1.0E+04
0      50     100    150    200    250

圧力( M P a )

図3 圧 力による黄色ブ ドウ球菌の菌数変化 図 4圧 力による大腸菌の菌数変化

4要  約

魚貝類に対 して凍結超高圧処理を行 うことによる殺菌及び物性の変化を観察し

た。常温よりも凍結状態で高圧処理した方が高い殺菌効果が得られた.大 腸菌は…20

℃による凍結と 200MPaに よる処理で約 1000分の 1に なり、黄色ブ ドウ球菌は大

腸菌よりも殺菌しづらく約 100分の 1と なった。凍結だけでは組織の変化はおこら

ず、高圧処理により起こっていることが電子顕微鏡観察により示された。

(共同研究機関 ほ くれい株式会社)

・̈̈ど̈轟̈胡̈
［］］

―-89-―



平成 13年度事業報告 ・平成 14年度事業計画 試 験研究 41

海洋有機物か らの生体機能物質再生利用技術
一マ リンコンピナー トー

白子DNA一 次濃縮技術の確立およびDNA分 離技術の確立 013～ H15)

応用技術部生物工学科 川 上誠

応用技術部食品工学科 清 水英樹

研究の目的と概要

最近の遺伝子技術の研究は急速に発展 してお り、遺伝子工学分野における化学合

成DNAの 需要は高まつている。アミダイ ドはこれら化学合成DNAを 製造するた

めの合成試薬であり、その多くは輸入に頼つている状況にある。今後さらに、DN

Aチ ップ、遺伝子診断薬、治療薬など医療用DNA関 連の試薬、創薬が実現すれば

さらに市場規模は飛躍的に拡大することが見込まれており、国内におけるアミダイ

ドの不足が予想されている。一方、サケは北海道を代表する水産物として知られて

いるが、サケの精巣である白子は、独特の味やにおいのために万人に好まれるもの

ではないこと、鮮度低下が速く、酸化、腐敗しやすいこと、加熱による凝固性がな

く加工適正にも欠けることなどから、ほとんどが利用されずに水産廃棄物 となつて

いる。 しかし、サケ白子の成分には核酸など有用成分が豊富に含まれてお り、これ

らの成分を考慮した有効な利用が望まれるところである。本研究ではサケ白子の核

酸成分に着 日し、サケ白子DNAか らヌクレオシドを分離、遺伝子産業を支えるア

ミダイ ドや化学合成DNAへ の利用を検討する。

【予定される成果】

未利用であるサケ白子の有効利用としてDNA原 料への用途が開かれる

試験研究の方法

試験に使用 した試料は ‐20℃で凍結保管された十勝川水系で捕獲された成熟サ

ケ白子を用い、磨砕後、水、エタノール等で洗浄、遠心分離 しDNAを 主成分と

するサケ白子ペース トとして分離 した。(一次濃縮)

サケ白子ペース トを酸処理、アルカリ処理、加熱変性後、DNA含 量 2%に 希

釈、懸濁 し、ヌクレアーゼ及びホスファターゼを用いてp H5.5、65℃、20時 間

酵素分解 し4種 にAdG,dC,T)の ヌクレオシドを得た。

ヌクレオシドはODS tt FS‐1830「F充 填剤を用い、φ20mm× lmの 固定層用

分取カラム及び φ10mm× 100mm× 8本 の擬似移動層用分取カラムを用いて分

離 した。核酸成分の分析は ODS80「 sカ ラムを用い■rv260nmの HPLCで 分離分

析 した。

実験結果

(1)1次 濃縮

保存試験前の試験に供した白子の水分含有量は約 80%で 、圧搾、遠心分離を用い

白子ペース トヘー次濃縮とすることで、自子重量の2/3ま で濃縮された。
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(2)DNAの 酵素分解

DNAの 酵素による分解率は 63.9～70.9%で あつた。酵素分解物のクロマ ト分析

から未分解のオ リゴヌクレオチ ド、酸処理に起因すると考えられる塩基、糖等の副

分解物、爽雑酵素による副生成物等存在が予想された。このため、今後ヌクレオシ

ドの分離にさきがけてこれら爽雑物質除去が必要と考えられる。

(3)ヌ クレオシ ドの分離

固定層クロマ トによる分離結果から (図1)、ヌクレオシ ド4成 分のうち dC,dA

の 2成 分の分離は良好で ODS系 の固定層カラムで十分分離可能あるが、dG、Tの 2

成分分離は本条件では困難であつた。擬似移動層クロマ トよる多成分分離方式を用

いても4成 分の同時分離は難 しかつたが、固定層、擬似移動層クロマ トの併用によ

つて (図2)、 各成分純度 97%以 上での分離が可能であつた。

擬似移動層クロマト分離

ＡｄＴＱ

Ｉ
Ｉ
▼

ｄＣｄ

200         300

溶離時間       (分 )

図1 固定層クロマト分離

dG        T

図2ヌ クレオシドの分離

4  要 約

1.一 次濃縮によつて白子重量を2/3縮 小可能であつた。

2.酵 素によるヌクレオシドヘの分解率は約 70%で 副生成物の除去が必要である。

3.ODS系 充填剤による固定層及び擬似移動層クロマ トの併用で、4成 分のヌク

レオシ ドは分離可能と考えられる。

平成 14年 度の研究計画

固相抽出などを用いた酵素反応副産物除去の検討

イオン交換系充填剤の検討

ヌクレオシド大量分取に向けたスケールアップの検討

(地域新生コンソーシアム研究開発事業

共同研究機関 シ グマジェノシスジャパン株式会機

dA,dQdC,T

固定層クロマト分離カラム :FS‐1830FT φ20mm Xlm

溶離液:100/OM●IЮ 05Mリン酸緩衝液(pH65)
dC  流 速 :10my_
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糸状菌で乳酸発酵 した農産加工副産物の食品への利用

(H13～H15)

発酵食品部調味食品科 佐 々木茂文 池 田隆幸

加工食品部農産食品科 岩 下敦子

研究の目的と概要

糸状菌 (腸ゴz″υs属 菌)で 発酵させた農産加工副産物 (ポテ トパルプ等)の 生体

調節機能性を in vitrOおょび in v市0実験により解明する。さらに生体調節機能性

を活かした新規な食材づくりを目標として、その加工適性、物性を検討する。

【予定される成果】

・糸状菌発酵農産物を活用した機能性食品の開発

・農産加工副産物の有効利用

試験研究の方法

士幌町農業協同組合デンプン製造工場の排出口で 10月に採取したポテトパルプを

-20℃の冷凍庫で凍結保存したものを実験に使用した。腸ゴzの“ oryzaθ IF04707は

北海道農業研究センターから、肋ゴz″us ο万″sp″“ NRRL2710は (株)秋 田今野商

店から入手した。ポテ トパルプに添加した胞子懸濁液は IF04707およびNRRL2710の

胞子をポテ トデキス トロース培地で 1週間、37℃で培養した後、胞子を採取して生

理的食塩水に懸濁し、胞子懸濁液として使用した。

高圧蒸気滅菌 (121℃、15分)処理をしたポテトパルプ(50g)をポリエチレン袋 (140

×200 11ull)に無菌的に詰め、IF04707およびNRRL2710の懸濁液をそれぞれポテ トパ

ルプ lgに対して胞子数が 105個になるように添加して25°Cで 10日間培養した。経時

的にサンプリングして発酵したポテ トパルプの pH、ェタノールとグルコース含量、

有機酸 (乳酸、酢酸、フマル酸等)、遊離アミノ酸、一般食品成分 (水分、脂質、タ

ンパク質、灰分)の 分析を行つた。高圧蒸気滅菌したポテ トパルプ 100gを上記の方

法と同様な方法で 7日 間培養した後、凍結乾燥を行い粉砕処理をして発酵パルプ粉

末を調製した。発酵パルプ粉末 lgに蒸留水 20mlを加え、30分間攪拌し、遠心分離

(3,000rpm x 10 min)した上清のラジカル消去活性を測定 した。

実験結果

糸状菌胞子を添加 して発酵させたポテ トパルプの経時的変化を図 1に示す。2.

o7zaθを添加したパルプのpHは培養開始直後(pH5。4)から急激に低下して培養 2日

日でpH3.1になり、その後はpH3.0で変化 しなかった。エタノール含量は 1日 まで

は全く検出されなかったが、その後急速に増加して 10日 目には 20mg/gになった。

グルコースは2日 日から3日 目に急増 して 22ng/gになり、その後減少して 10mg/g

前後で推移した。乳酸は 1日 目までほとんど認められなかつたが、その後急増して
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NRR12710 ‐

養  暉

―◆―エタノール

ー グルコース

0 1 2 3 4 5 6 7 8 10

培養 日数

図1 糸 状菌発酵を行つたポテトパルプのPⅡ、エタノール、グルコース、乳酸量の経時的変化

3日 日で 26mg/gになり、その後ほとんど変わらなかった。一方、2.οttrSporus

を添加したものの pHは培養開始から徐々に低下して 6日 目に pH3.6になり、その

後 pH3.6を 維持 した。エタノール含量は 2日 目か ら徐々に増加 して 7日 日で

17.7mg/gになり、その後徐々に減少した。グルコース量は 1日 目から増加 して 3日

日で27mg/gになり、 6日 目まで25mg/g前後で推移し、その後急速に減少した。ま

た、乳酸の生成は 2.oり zaθと異なり2.ο万″sporusでは認められなかった。

発酵したポテ トパルプから水抽出した抽出物のDPPHラジカル消去能を測定 した。

胞子無添加のポテ トパルプにはほとんど活性が認められなかつたが、糸状菌で発

酵させることによってラジカル消去活性が現れ、2.ο方″sp″υS(消去活性 34.3%)

を添加 したものが 2.o町 zaθ(消去活性 19.0%)よ りも強かった。

ポテ トパルプの一般食品成分は経時的変化はほとんど認められなかったが、遊

離アミノ酸は著しく増加 して 2.aryzaα 2.0」ゴ″spοttS共に 10日間の発酵によ

つて全アミノ酸量が 10倍になった。2.οryzaθでは トレオニンとチロシンが、′。

"″ 印θr“ではグルタミン酸とバリンが増加した。また、高血圧抑制効果が報告

されているγ一アミノ酪酸が発酵によって生成することが明らかになった。

4  要 約

2種 類の糸状菌をポテ トパルプに植菌して発酵させ、ポテ トパルプの各種成分の

経時的変化を測定 し、発酵により pHが 急速に低下し、エタノールおよび遊離アミ

ノ酸が増加することが明らかになった。

平成 14年 度の研究計画

糸状菌で発酵させたポテ トパルプの機能性を解明する。また、食品素材 として好

適な発酵条件を確立すると同時に食品の試作を行う。    (先 導的研究事業)
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平成 13年度事業報告 。平成 14年度事業計画 試 験研究 43

保存性牛肉スナック食品の開発と健康食品市場に向けての応用  (H13)

加工食品部畜産食品科 阿 部 茂  渡 辺 治  井 上 貞 仁

加工食品部      本 堂 正 明

1 研 究の目的と概要

2001年はカナダ ・アルバータ州 と北海道の姉妹州提携 20周 年であり、その記念

事業の 1つ として 「北海道 ・アルバータ州共同食品加工技術開発プロジェク ト」

が行われた。アルバータ州と北海道はその地域的特性から国内の一次産品を供給 し

ている点で類似 してお り、関連する食品工業も発達 している。また、どちらも冷涼

な気候であることから収穫できる農畜産物もよく似ている。本プロジェク トでは

両地域の主要産業である畜産加工に焦点をあて、共同で新規加工食品の開発を行

うとともに、食肉の高付加価値化を目的として、食肉成分の生理機能性について

検討を行つた。

【予定される効果】

・北海道一次産品の利用拡大および新規食品の開発

・北海道およびアルバータ州の友好親善および相互発展

2 試 験研究の方法

(1)常 温流通可能な食肉製品の開発

カナダのCIFA(Canada Food lnspection Agency)、および日本の食品衛生法の乾

燥食肉製品等の規格に合致する製品の開発を行 うことを前提とし、水分活性やpHを

指標 として種々の試作を行つた。

(2)DNA損 傷を指標とした食肉抽出成分のラジカル捕捉能の評価

ヒト前骨髄性 白血病細胞HL60(最終濃度 :1×106cellS/ml)を懸濁させた液体培地

に1～10,000ppmの牛肉熱水抽出乾燥物を加え30分間インキュベー トした後、15ppm

の過酸化水素を加えて1時間 DNA損 傷を与えた。DNA損傷の検出にはコメットアッ

セイ法を用い、画像解析にはIDL standard 5.4を用いた。

3 実 験結果

(1)-1 ソ フ トビーフジャーキーの開発

従来のビーフジャーキーは低水分活性であることか

ら食感が非常に硬い。そこで、(a):pH(5.3以下)と水

分活性 (0。9以 下)の規格に合わせたタイプ、(b):(a)の

製法にさらに糖置換を加えたタイプ、(c):あ らかじめ

プロテアーゼによって軟化 させた牛肉を用いたタイプ

を試作した。
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(1) -2 ス トリングビーフ

糖置換により脱水 と筋線維の収縮を促進 させ、さら

に圧力釜で煮熟しコラーゲン線維を軟化させることで、

ス トリングチーズのような引き裂 くことができる食肉

製品を試作 した。また、引き裂いたものは 「さきイカ」

のような外観 となつた。

-3 ハ イプロテインスナック食品

牛肉、タンパク補助剤およびコーンフラワーからな

る原材料を二軸エクス トルーダーで混練することによ

パスタ状の製品を得た。それを乾燥後にフライ し、膨

化を行 うことでハイプロテインスナック食品を製造す

ることができた。

-4 ク ル トン様ビーフ

調味付けしたサイコロ状の牛肉を真空フライするこ

とにより、パフ化 したクル トン様 ビーフを得ることが

出来た。調味付け時にプロテアーゼを併用することに

より、風味 。食感の改善を行 うことができた。

牛肉熱水抽出物の結果を図に示す。牛肉熱水抽出物では

時がDNA損傷抑制効果が最も高く、添加量の増加に従つて

少する傾向がみられた。

15
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□ 牛肉熱水抽出物による効果

要  約

北海道 ・アルバータ州にて共同食品カロエ技術開発プロジェク トが行われ、保存性

食肉製品の開発を行つた。その結果、ソフ トビーフジャーキー、ス トリングビーフ、

ハイプロテインスナックおよびクル トン様ビーフの開発することができた。また、

食肉成分の生理機能性について検討 した結果、食肉熱水抽出物には DNA損 傷抑制

効果があることが示唆された。

(北海道 ・アルバータ州食品加工技術共同開発事業)
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2 技 術普及 ・指導

2-1 食 品加工相談室

食品製造企業等が行 う新製品開発、新技術導入などの各種技術相談に応 じる窓日と

て 「食品加工相談室」を開設する。

1 相 談内容   食 品カロエに関すること

2 申 し込み   随  時

3 相 談方法   電 話、来所、文書、E一 Mailい ずれの方法でも可能

4 相 談窓口   江 別市文京台緑町 589番 地 4 食 品カロエ研究センター内

【平成 13年 度実績】

相談件数については、総数 532件 となつてお り、相談方法別にみると電話が最も多

く、食品製造企業等から気軽に相談が持ち込まれている。また、相談内容については、

加工方法、品質 。評価、微生物、衛生などの食品加工技術全般にわたる内容 となってお

り、全道各地から相談が持ち込まれた。

1 相 談件数  総 数 532件

2 月 別相談状況

８０

６０

４０

２０

００

８０

６０

４０

２０

０

区分＼月 4 5 6 7 8 9 10
０
４ 1 2 3 合計

相談件数 65 44 50 69 43
０
４ 30 26 44 49 46 41
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Ｏ
Ｊ 8 4 0

０
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●
０

う
０

その他 0 0
つ
４ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

イ也
〕1工方法 品 質 評 価  微 生物
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2-2 食 品工業技術高度化対策指導事業 (現地技術指導)

食品製造企業等が行 う新製品開発等を支援するため、各企業等からの依頼を受けて、研

究員を派遣 し、食品加工技術についての助言や指導を行 う。

1 指  導  地  域   道 内各地

2 指  導  対  象   道 内食品製造企業、食品加工研究グループ等

3申 し 込 み  随 時

4 指 導依頼の方法  電 話または文書

5 指 導 を行 う者  セ ンター研究員

6費   用  無 料

【平成 13年 度実績】

全道各地において、 170件 延べ 189日 間、研究員を派遣 し、製品開発、製造技術、

保存技術、品質管理等についての助言や指導を行った。

l指 導 件 数  170件

2  指 導  日 数  1 8 9日

3 支 庁別指導状況

区  分 指 導 件 数 指 導 日数 区  分 指 導 件 数 指 導 日数

石狩支庁 4 0 4 0 宗谷支庁

渡島支庁 5 5 網走支庁 つ
“ 2 5

檜山支庁 胆振支庁 2 4 2 4

後志支庁 1 3 1 5 日高支庁 1 3

空知支庁 1 2 1 3 十勝支庁 1 0 1 5

上川支庁 2 7 3 1 釧路支庁 5 6

留萌支庁 2 2 根室支庁

合   計 1 7 0 1 8 9

―-100-―



2-3 移 動食品加工研究センター

道内各地域で 「移動食品加工研究センター」を開催 し、講習会や技術相談、技術

指導等を集中的に行 う。

1 開 催 内 容  (1)講 習会

(2)研究成果発表会

(3)意見交換会

(4)個別技術相談会

(5)現地技術指導 他

2 開 催時期等  開 催時期、場所、内容等については、各支庁等と協議の上、決

定する。

【平成 13年 度報告】

8支庁管内において、 「移動食品加工研究センター」を開催し、講習会、研究成

果説明会や技術相談、技術指導などを行つた。

開催支庁 開 催 地 開 催 年 月 日 テ   ー   マ

留萌支庁 市
胡
訓
リ

一明

一則

毛́

留
た苫

増
ヽ

13. 9.11-13. 9,12 「技術相談」
「現地技術指導」

(台風15号の影響により講習会は中止となった)

根室支庁 羅 臼 町 13. 9.18-13. 9.20 「海洋深層水の食品加Iへの利用」
「海洋深層水塩を使用した食肉製品の製造」

後志支庁 倶知安町

小 樽 市

13.10.31-13.11. 1 「食品加工研究センターの最近の成果事例について」

「人参の加工技術について」

上川支庁 旭 川 市

(鷹栖町)

13.11.19-13.11.20 「道産品を使つた最近の研究開発事例について」
「食加研で取り組んだ食品加工,評価技術の紹介」
「食品の安全性について～最近の話題から～」

宗谷支庁 稚 内 市 13.11.26´ 1゙3.11.28 「水産加工技術における衛生管理と異物混入の最近の話題」
「鮭皮コラーゲンの性質と利用について」

檜山支庁 熊 石 町 14. 1.26-14. 1.27 「水産加I品の微生物制御技術について」
「ちょっと一工夫でおいしくなる食品づくり」

日高支庁 ‰

酬

町Ｊ

内
取
似
石

虐
ぽ
瞬
∈

14. 2. 6´ 1゙4. 2. 7 「地場農産物の食品開発事例」
「食品加工における微生物管理」
「ェノイシゲに含まれる糖尿病。肥満を予防する機能成分」

釧路支庁 釧 路 市 14. 2.12-14. 2.13 「食加研の最近の成果事例について」
「食品の持つ機能性と食加研の取り組み」

*()内 の町は現地技術指導のみ実施
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2-4 技 術講習会

食品加工に関する新しい製造技術及び食品の品質 ・衛生管理等について、外部講師やセ
ンター研究員による講習を行 う。

1 食 品加工高度技術講習会
(1)開 催場所  食 品加工研究センター

(2)対 象 者  食 品製造企業等の研究者、技術者等
(3)開 催回数  年 間 1回 (1回 の講習期間-2日 程度)
(4)開 催方式  座 学及び実技講習

2 地 域食品技術講習会
(1)開 催場所  食 品カロエ研究センター

(2)対 象 者  市 町村立等食品加工 (研究)施 設の技術指導者等
(3)開 催回数  年 間 1回 (1回 の講習期間-2日 程度)
(4)開 催方式  座 学及び実技講習

3 食 品安全衛生管理講習会
(1)開 催場所  食 品カロエ研究センター 2回 、道央圏外 1回
(2)対 象者   食 品加工施設等の研究者、技術者等
(3)開 催回数  年 間3回 (1回 の講習期間-3日 程度)
(4)開 催方式  座 学及び実技講習

4 事 業化特別研究に係る研究成果普及講習会

平成 11年 度から平成 12年 度に研究を行つた 「遺伝子工学技術を利用した食品微
生物制御技術の高度化に関する研究」について、その成果を普及するため講習を行った。
(1)開 催場所  食 品加工研究センター 3回
(2)対 象者   食 品製造企業等の研究者、技術者等
(3)開 催回数  年 間3回 (1回 の講習期間-2日 )
(4)開 催方式  座 学及び実技講習

【平成 13年 度実績】

品加工高度技術講習会

講 習 会 の 名 称 場 所 関 係 年 月 日 参加者数
化学分析による

食品製造管理技術講習会

当セ ンター 13. 9.26´ V13. 9.27 1 0

2  地 域食品技術講習会

講 習 会 の 名 称 場 所 関 係 年 月 日 参加者数
微生物管理による

食品製造管理技術講習会

当セ ンター 13.11.27´ V13.11.28 3

3 食 品安全衛生管理講習会

4 事 業化特別研究する研究 (Hll～H12)〕 に係る研究成果普及講習会

講 習 会 の 名 称 場  所 関 係 年 月 日 参加者数
食品微生物管理技術講習会 旭 市 13. 7.31-13. 8.

つ
４ 1 5

〃 当センター 13.10. 2-13.10. 4 1 5

当センター 14. 1.22-14・ 1.24 1 6

講 習 会 の 名 称 場  所 関 係 年 月 日 参加者数
遺伝子解析技術講習会 当センター 13. 7.16´ ψ13. 7.17 7

〃 当セ ンター 13. 7.18-13. 7.19 7

〃 当セ ンター 14. 2. 4-14. 2. 5 6
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2-5 技 術研修生の受入れ

食品製造企業等の技術者の資質向上を図るため、随時、研修生を受け入れる。
1 研 修内容  食 品カロエに関する技術の修得
2 申 し込み  随  時
3 研 修期間  原 則として6ヶ月以内
4 費   用   無  料 (ただし、研修に関する試料、消耗品などは企業負担)

【平成 13年 度実績】
30企 業34名 の研修生を当センターに受け入れ、各種食品加工技術の向上を図つた。

研 修 項 目 研 修 期 間

1 ホタテガイの系統解析技術の修得について 13. 4. 1´ V14. 3.29

2 食品加I技術の修得(農産物加工、乳製品加I、畜産物llI) 13. 4.23´ V13. 5. 18

う
０ ワイン成分の分析技術について

つ
０ 5. 1-13.10,31

4 チーズに出来する呈味及び匂い物質の固定について 13. 5. 7-13. 6.30

5 豆腐の製造技術の修得、豆腐lll工品の新製品開発等 13. 5. 7´ ‐13. 6.30

6 抗菌効果と抗菌試験方法の技術修得のため 13. 5.24～ 13.11.22

7 微生物検査方法の技術の修得のため 13. 5.24～ 13.11.22

8 青果物(副産物)の力lI法及び加I特性についての技術の修得のため 13. 5.28-14. 3.27

9 微生物の菌体内タンパク質の遺伝子配列の解析及びRT―PCRに関する技術の修得
う
０ 6. 5～ 13. 8.31

10 PCR操作技術の修得のため 13. 6. 5-13. 9. 4

廃棄物中の臭気成分の分析技術の修得 13. 6. 7´ V14. 2. 8

０
４ ガス分析技術の修得 13. 6. 7-13.12. 7

つ
０ 畜産(牛、豚)副産物の有効利用を目的とした食品開発の研究と技術の修得 13. 6.11-13.12.10

14 砂糖製品の融点測定技術及びにおい認識技術の修得のため 13. 6.28´ V14. 3.29

15 チーズ出来の香気成分の分析技術の修得 13. 7. 1-13.12.28

16 トマトの新規加I製品に係る機器の操作方法、試作方法、成分分析方法の修得のため 13. 7.10´ や13.12.28

オオイタドリの力l工利用に係る製品試作と成分分析方法の修得について 13. 7.23-14. ０
４

０
４

18 細菌の遺伝子解析技術の修得について 13. 7.30-13. 7.31

19 サケ自子からDNAモノマーの単離̀精製、アミダイドの合成及び精製技術 13. 8.20-14. 8.30

20 飲料の品質評価及び製造管理手法の修得と機能性の研究 13.10. 1-14. 3.29

21 パタ‐の脂肪酸組成とli溶性ビタミンの定性、定量分析技術の習得 13.10.15-14. 3.29

つ
４

０
乙 ピルピン酸測定法の習得 13.10.25´ V13.11. 9

Ｏ
Ｊ

り
４ 光触媒を用いたサンプルの殺菌力の評価方法の習得 13.10.25-14. 3.29

24 圧搾豆腐の保存性、物性、細菌混入防上に係わる技術の習得のため 13.11. 1-14. 3.29

25 酵素または微生物を用いたホタテウロ内蔵の液化技術の習得のため 13.11. 1-14. 3.29

26 ゼリー製品のレオロジー物性と官能評価に係わる分析技術の習得 13.11. 5´ V14. 5.14

Ｏ
Ｚ 乳酸菌の分離技術及び同定技術の習得 13.12.  1-14. 5.31

28 アミノ酸分析技術の習得 13.12.20´ V14. 3.29

29 乳製品、肉製品、農産力lI品の製造技術等 14. 1, 7-14. 1.31

30 酵素により液化されたホタテクロ内蔵の成分分析技術の習得 14. 1. 9-14. 3.29

Ｑ
Ｊ アイスクリーム加I製造技術の習得 14. 1.29-14. 3.29

つ
４

つ
０ DNAクローニング・シークエンス技術の習得 14. 1.30´ V14. 3.29

つ
０ 乳製品及び肉製品の製造加I技術の習得 14. 2.19-14.

０
０

34 食品の
一般分析技術・パン及びヨーグルト等の製造技術の習得 14. 3.11-14. 3.15

∧ 計 34名 (30企 業 )

―-103-―



2-6 試 験測定検査機器及び加工機械の開放

食品製造企業等の研究開発を支援するため、試験測定検査機器やカロエ機械を開放する。

1 主 な開放機器

(1)試 験 、 測 定

及び検査機器

( 2 )加 工 機 械

オープンラボ

ラ トリー施設

バイオテクノ

ロジー開放試

験室

2  利  用  金  額    2 , 4 0 0～ 5 0 ,  9 0 0円 /日

【平成 13年 度実績】

設備使用実績は次のとおり。 (単位 :日 )

(3)

(4)

ガスクロマ トグラフ質量分析計、核磁気共鳴装置、透過

型電子顕微鏡、走査型電子顕微鏡、X線 回折装置、近赤外

分光分析計、高速液体クロマ トグラフ、粒度分布測定装置、

F値 測定装置、原子吸光分光光度計、自記分光光度計 他

チーズ製造装置、エクス トルーダー、超高圧処理装置、

薄膜真空蒸発装置、膜分離装置、遠赤外線減圧 ・常圧乾燥

機、マイクロ波減圧乾燥機、噴霧乾燥機、加圧 ・減圧かく

はん試験機、試料粉砕機、超遠心粉砕機 他

全自動食塩定量装置、全自動センイ分析装置、アルコー

ルアナライザー、水分活性測定装置、K値 測定装置 他

クリーンベンチ、高圧滅菌機、バイオリアクター装置、

恒温恒湿装置、顕微鏡及び画像解析装置 他

試 験 測 定

検 査 機 器

加 工 機 械

オープンラボ

ラ トリー施設

バイオテクノ
ロジー開放試

験室

△
口 計

5 3 1 0 0 2 1 1 9 2 7 4
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2-7 依 頼試験分析

食品製造企業等からの依頼により、試験分析を行 う。

1 依 頼 試 験   一 般生菌数、大腸菌群、耐熱性菌数、PH測 定、粘度測定、

色測定、比重測定、屈折率測定 等

2 依 頼 分 析   灰 分分析、水分分析、たんぱく質分析、脂質分析、繊維分析、

食塩分析、アルコール分析、脂肪酸組成分析、アミノ酸組成分

析、有機酸組成分析、無機質分析 等

3  手 数料金額    2 ,  3 0 0～ 5 4 ,  8 2 0円 /件

【平成 13年 度実績】

次のとおり試験分析を行った。

区 分 申 込 件 数 試験分析件数

試 験 分 析 6 5 2 1 4
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2-8 食 品加エ リサーチプラザ

食品工業おける業種や技術別の共通課題を検討するとともに、産官の研究者や

技術者の交流を図るため、各種研究会を開催する。

【平成 13年 度報告】

技術別、業種別に食品加エリサーチプラザを開催 した。

区 分 研 究 会 名 開 催 年 月 日 出席者数 開催地

食品加工

リサーチ

プラザ

アロニア研究会 1 3 .   6 .  2 9 2 4 江別市

1 3 .  8 .  3 1 4 8 江別市

1 3 .  1 2 .  1 7 4 9 札幌市

1 4 .   2 .  2 7 3 7 江別市

北方系機能性植物研究会 13.  7.  3 2 6 札幌市

1 3  1 0 .  2 5 1 2 0 ′′

1 4 .  3 .  1 3 2 3 ′′

札幌圏豆 くらすたぁ 1 3 .   5  2 1

1 3 .   7 .  2 4

1 3.    9.    3

1 3 .  1 1 .  2 9

1 4 .   1 .  1 5

1 3.    2     6

1 4 .   3 .  2 0

2 3

2 4

2 0

2 0

2 1

3 0

2 3

札幌市

′′

ノ′

′′

′′

′′

″

新技術セ ミナー 1 4 .   2 .  1 4 3 3 江別市
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2-9 技 術情報の提供

当センターの研究成果等の情報を提供し、企業等への普及を図るとともに、情報交流を

促進する。

【平成 13年 度実績】

1 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

センターの業務案内、研究報告を中心とした技術情報を主な内容 として、 2回 発行

し、関係機関、団体などに提供した。

2 「 技術をサポー トする食加研―食品加工研究センター最近の成果事例第 2集 」の発

行 (平成 13年 10月 )

センターの最近の成果事例及び技術支援の実績、特許等の状況等についてその内容

を取 りまとめた成果事例第 2集 を発行 し、食品企業等への情報提供を行い研究成果の普

及促進を図つた。

3 セ ンター開設 10周 年記念誌 「10年 のあゆみ」

センターの開設 10周 年の節 目にあたり、 10年 間の足跡を振 り返 り、さらなる飛

躍の一歩とするため記念誌を発行 し、 10周 年記念講演会 ・成果発表会参加者等に提供

した。

4 食 品加工研究センター研究報告書の発行

試験研究成果発表要旨集を発行 し、平成 13年 研究成果発表会において提供した。

5 図 書 ・資料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 。国公設試験研究機関から提供を受けた図書、

報告書類を一般に開放した。

<図 書 。資料室利用時間>

月曜日～金曜日  9:00～ 17:00(た だし、祝祭 日、年末年始は休館)
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2-10 そ の他

1 技 術審査

国、団体等からの依頼を受けて、製品の品質や新開発技術の内容について、審査

を行つた。

内 容 依 頼 者

部 男J 審 査 件 数

加 工

食品部

発 酵

食品部

応 用

技術部
計

術技る係
＞

に
次

請
１

申
＜

奨
査

推
審

(社)優良道産品推奨
協議会

9 3 (8) ２

＞

１

８

術技る係
＞

に
次

請
２

申
＜

奨
査

推
審

(社)優良道産品推奨
協議会

2 9 1 6 ５

＞

４

１７

研究開発助成に係る
技術審査

(社)北海道中小企業
振興基金協会

2

研究開発支援に係る
技術審査

行
術
金

銀
技
基

幌
業
成

札
企
助

②
い
蹴

術
に

技
金

業
助

企
補
査

小
費
審

中
業
術

的
事
技

造
発
る

創
開
係

北海道経済部

北海道新技術 。新製
品開発に係 る技術審
査

北海道経済部 3 3

△
口 計 4 3 2 0 1

( 2 5 )

6 4

( 2 5 )

( )は 内数で細菌検査担当

2 展 示会 ・紹介展

センターの試験研究と技術開発成果を展示会等に出展し、技術の普及振興及び交
流を図った。

展 示 会 等 の 名 称 主 催 者 開催地 開催期間

10周年記念講演会 。研究発表会 食品加工研究センター 札幌市 13. 6.20

「滝川地域産業フェア2001」
傷袈饗

域新産業創造推進 滝川市 13.  7.  7
⌒‐  7. 8

2001えべつ消費者まつ り 江別市 江別市 13.10. 6

2♀
踏む音議繁サ響機関 北海道 小樽市 13. 8,  7

北海道食品産業総合展2001 江性
△
本

＜
議

北海道食品産業協 札幌市 13.11.14
～  1 1 . 1 6

綿寒ラ碁事蕩整91デイ毛遭交
ぶ諄
△
バ

北
流

／
交

局
ス

業
ネ

産
ジ

済
ビ

経

・

道
術
局

海
技
務

北
道
事

札幌市 14. 1.18
1.19

去海道地域産業課食品関連展示
バ

北海道 札幌市 14. 1.28
ハウ  2. 3
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3 講 習会などへの講師派遣

市町村、団体等からの依頼を受けて、センター研究職員を講師として派遣した。

講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派 浩 ■l l 依 頼 者 派 遣  者

新生管理講習会 会 市 町 日 大 浩 洒 側 全 古 T提 菖永 一 静 ・洛 田 首 松

「平成 12年 度全国酒造新酒鑑評会」予備審査
蕃杏昌 5 6-1 紅広 島 言

映立行政法人酒類総合研究所

(旧国紳庁醸浩研究所) 富永 一 瀞

1巴満に起因する生活習慣病の予防について 5_26 函館市

北海道大学大学院水産科学研究科

1巴満 ・月旨肪イtttfフ
・
ロシ

゛
ェクト 太田智樹

美唄産米による米粉製全品の試合及び青 甲杢棒会 美唄市
美唄市農業 ・農村発展ヒ

ヾ
シ
ヾ
ョンワーキ

′ク
｀
会議 岩下敦子

卜し幌商工会議所バイオ&食 品工業研究会
13年 度第 1回/7●・科会 6 22 札幌市

卜L幌商工会議所バイオ&食 品工
業研究会 走 田 智 樹

地ビール研 究会 ・事 H~審杏 6 22 札幌市 卜L幌国税局

下林義昭 ・富永一哉 ・

店 鵬 南 松

アグリ ・アクション 2 0 0 1い ちご販売戦略プロ
グラム 7 13 村 幌 市 Jヒ海 道 島 政 部 田中常雄

平成 13年 度獣医公衆衛生関係懇話会 7 13 ,TRII市 江別全肉衛生検杏所 井 L貞 仁

平成 13年 度北海道味噌醤油技術会通常総会
及び味噌醤油技術セミナー 7.24 ,T剛 吉 1臨 道 味噌醤 油工業協 同細合 客 藁 口 獅 . m紆 苦 中

合 品 に 関 す る懇 談 会 店 ノ| 力ヽ 計

北海道中小企業家同友会 苫 小
鶯 t蔀 岩 下 教 子

札幌商工会議所バイオ&食 品工業研究会

13年 度第 2回 今科会 8 23 札幌市
札幌商工会議所バイオ&食 品工
業 研 牢 全 田中常雄

夏季酒 浩講習会 8_23-24 札幌市 1ヒ海遣酒造組合

下林義昭 ・富永一哉 ・

落 冊 吉 松

ICA島 畜水産衛牛管揮 コー ス 8 23-24 江別市 ICA

大堀忠志 ・太田智樹
吉 1l14蓼罰

Jヒ海消薬剤 師会公衆衛 牛綸杏セ ンター職 昌研1蓼全 札幌市
北海道薬剤師会公衆衛生検査セ
ンター 尋 良 浩

~

「光パルス殺菌の食品製造における応用研究」の
議演 8 28 ホL中熟¬庁 `朴 ヽ J「淋 清 議 締 T当 全

清水條資 ・井上貞仁
能 状 圭 早

ア ロ ニ ア に 閣 す る 護 浩 会 ,TRII市 アロニア研 究会 田中常雄

像 藷 品 出 諄 艦 帝 全 留 苗 市 留苗†庁 夫 堀 忠 志

平成 13年 度フー ドシステム連携強化 ・

循環推准事業に係 る総合給討黍昌全 9 18 札幌市 南富良野町振興公社 艘賢治

清酒の出荷管理講習会 9 19 1日り‖市 1ヒ海道酒浩組合 官 永 一 静

「食品加工研究センターにおける研究成果

及び技術移転事例 1に ついての講習会 9 28 帯 広 市 財団法 人 +勝 圏振 興機構 下林義昭

基盤技術 を利 用 した製 品開発研 究会

10.1/11 8

12.20 札幌市 J臨 僣 科 学 持 術 然 合 編 鳳 ヤ ン タ 太 F B智紺

第 21回 北海道味噌品評会 ,TRII市 1ヒ海道味噌醤油工業協同組合

斉藤国和 ・下林義昭 ・

油 円 隆 圭 ・佐 々 大 諄 立

海洋深層水 を利用 した食品の研 究開発 につ いての
議浩 10.11 熊石町 深層水利用促進研究会 大堀忠志

深川市 「くらしの講座 1発 酵全 品につ いての講演 10 12 深 川市 西 1 1 1 市 ・燿 | | 1 消著 者 佐 全 田オ寸吉中

全 国 洒 浩 鶯 得 指 道 爆 F _ R 谷同 全 董 東 京 都 コ締 庁 自 キ ー 静

事 3同 Jヒ海 猶 1草/7 7 N離技 術 研 究 会 / T 印1 市 iレ飾 僣 瞳 /_N離お 得 FIF牢全

清水條資 ・井上貞仁
能 状 姜 早

晨 藩 力nT★ 荏 注 Z蜂 な議 会 II幣 全 譜 浩 10 18 シTRII古 々 諾 力n T 来 産 キ童絡 協 議 会 太田智樹

旧室 産 輩 ク ラ ス タ ー 倉幡 研 究 全  中 F a n却告 全 10 19 根室市 旧室 産 業 ク ラ ス タ ー 創 浩 研 究 会 片 々 大 吉 立

乎成 13年 度市販酒調査 10.23 札幌市 卜し幌 国 税 局 きキ _苺

含品加工技術ステ ップアップ講習会 10 25 書見沢言 姜知地域新産業創造推進協議会 下林 萎 昭

1ヒ方作物活 用で記業イヒを枠 るシ ンポ ジ ウム 10 25 対 燥 市 1ヒ海道 東海 大学環境研 究所 田中常雄
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講 習 会 等 の 名 称 派 遣 日 派 遣 地 依 頼 者 派  遣  者

公設試験研究津絡会議講演 10 30 余市町 中央水産試験場 た田智 紺

祈需 要 創 出 計 画 主 要 成 果 報 告 東 京 都

農林水産省農林水産技術会議事
務局 調中 菅 雄

「笛 39同  洋 が 早室洒錯評全 1塞 杏 昌 11 14～ ゴ広 島■ 独立行政法人酒類総合研究所 菖永 一静

t丞 洒 浩 妻 羽 全 対 燥 市 Jレ海 楢 滴 浩 細 谷 下状 差 認 ・富 葉 一 絆

手― ズ妻 羽 仝 師 実 町 W実 町 得 場 自 林 譲 FFl未十」ビ申  . I‖ 「ヨや

コ産 軍 相 剰1用撞 椎 推 准 事 業 第 1同 協 議 会 ホ幌市 i レ痺 楢 百 臓 油 坦 茜 T 細 谷 本堂 正 明

仁印1寿の 会 勃 強 会 ,T賓|1古 江 剛1寿の 会

田中常雄 ・

脂 督 洛 . [ I I ★ _ 中

百 麿 ・掬 ・藤 噌 佐 り譜 習 美 瑛 町 美瑛町役場農林課

田中常雄 。中野敦博
r F 十十士 申

筆 2同 後 点 島 産 物 加 T乗 I I 用秤 究 全 10 望帯 ヌ||「 際煮 す 庁 本 堂 正 明

チーズ議習全 筆 磁 E l 筆雖 町 役 場 蔦 林 譲 八十 川 大 輔 ・田村 吉 申

合 品 力nT格 術 秤 修 全 12 号黒ユ111町
空知南東部地区農業改良普及セ
ンター 客田 百 裕

日本水産学会北海道支部大会 ミニシンポジウム
「食品リサイクル法と道内水産物の高次利用J

犠濾 画 館 市 日本水産学会 た田智鮒

全国 味 噌 舗 評 会 優 秀 み そ の 品評 及 び連 絡 全 12 17 ,T口 l吉 J 海́ 道 咲 噌 曇 油 技 術 会

下林義昭 ・池田隆幸 ・

I I I大造 ・榛 々 大 薄 ヤ

皮術者研修 「食品加工における衛生管理及び食
阜 蔵 /_Nハ肝 お 符 | シT RII市

(財)北 海道中小企業総合支援
センター

妻産食品 ・調味食品全
昌

H A C C P車 門 護 習 会 2 6 千 歯 市 岩 甲沢 保 櫨 所 吉 川 修 司

蘇品 質 て スノ革 づ く り誼 習 全 , 5 千 諸 市 (汁) J臨 措 て ス′革 協 会 青7kl峯谷

軒品 質 て ん 菜 づ く り講 習 会 2 6 池 田町
′
X―「ヽ 」ヒ海措ィス′立協仝 青水 條 合

高品質てん菜づ くり講習会 27 `絆 ) J降 鮮猶 て ス鹿 協 全 調 中 営 雄

喜品 雪 て スノ菜 づ く り議 習 会 2 R 羊 藤 町 (朴う J「海 道 て スノ革 協 会 田中 常 雄

平成 13年 度北海道農業試験研究推進会議
筆 1 0同 浦 涌 利 用秤 空 全 2 8 村 幌 市 1髄 道 島 業 研 究 セ ン ター Jl田降 垂

藉 3回 後 志 農 産 物 加 工 利 用 研 究 会 2 12 召寿 器 木 `点 す庁

ICA合 品 保 樺 行 政 コー ス , 1, 未1虚 市 卜し幌 市 保 律 福 祉 局 井上 貞仁

1 / 1計1 3生 産 絡 胡 洒 浩 に 絃 ス お 會旨給 常 丞 昌 , 13 対 輝 市 1誦 僣 騰 当 能 力 F . E奉協 全

共同研究成果発表会 2 20 能 大 市 , 日未 T 晋 お 綿 ´ ノ々 ―

限室 産 業 ク ラ ス タ ー 倉1浩研 究 全  活 動 却 告 全 2 22 根 室 市 撮室 産 業 ク ラ ス ター 倉騰 研 究 会 + k ^i+'t
平成 13年 度北海道大学北方生物圏フィール ド
科学セ ンター難抽圏ステーシ ョンお術騰 昌秤修 2 27 劇 幌 市

1ヒ海道大学北方生物圏
フ ィ ー ル ド科 学 ヤ ン タ ー 下林 義 昭

新技術北海道フォーラム in SappOr
o 2002 2 27 札 幌 市

(財)北海道科学技術総合振興セ
ンター 書下 教 子

平 蔵 l n 笙 麿 ァ ロ ニ ァ 蜂 産 品 開 承 譜 濾 全 3 サご滉旨末キ ★活対産当譲 ヨ中 常 雄

道北地区酒造研究会 3 7 力日川 市 h日サ|1酒浩秤牢目末全 下 景 業 口 . 官 キ _ 塾

殺蘭 管 理 ・品 暫 管 理 誰 習 全 剌 幌 市 」レ海 措 牛 =ヒ 全 ′ヽ+lll★齢

含 品 力Π丁 tr闇 オ ス 譜 治 3 砦 内 町 岩内 町 水 産 研 修 セ ン ター ヨ中 常 雄

技術移転セミナー 「最近の食品加工技術の動向
について1 3 1 官ノ| 力ヽ 青 (財)道 姜 産 業 拮 術 掘 風 維 糠 告太 格 各

第 9回 率 明 &デ ザ イ ン 弓|力お こ l フ́ ォー ラ ム R 雪ノI 力ヽ 言

北海道中小企業家同友会 苫 小
牧支部 書下 敦 子

平成 13年 度北方圏センター帯広国際センター

「農畜産物の利用と保蔵技術 |コース研修 日程 3 ,6-,R 1ヒ方圏セ ンター帯広国際セ ンター井 L貞 仁

― HO一



4 学 会誌投稿

発 表 題 目 投 稿 者 投 稿 誌 名

味酎様バ レイシ ョ甘味調味料の抗酸化性 本堂 正 明

(勝藤 繁 )

槙  賢 治

奥村 幸 広

山木  携

日本食品科学工学会誌

Vol.48,No4 p299-301

(2001)

味酢様バ レイシ ョ甘味調味料の調製 本堂 正 明

槙  賢 治

奥村 幸 広

山木  携

日本食 品科学工学会誌

Vol.48,No.5 p361-364

(2001)

北海道 におけるパ ン用小麦 (高タンパ ク質硬

質小麦)の 生産 、育種 、用途開発の現状 と将

来

(山内 宏 昭)

(高田 兼 則)

山本 一 史

(安孫子俊之)

日本食 品科学工学会誌

Vol.48,No.1l p798-806

(2001)

ア ロニアの化学成分含量 と特性値 田中 常 雄

田中  彰

日本食品科学工学会誌

Vol.48,No.8 p606-610

(2001)

乳酸菌 ス ター ター を用 いたホ タテ ガイ発酵食

品の開発

吉り|1 修司

(浅野行蔵)

太田 智 樹

佐々木 茂文

富永 一 哉

下林 義 昭

日本 食品科学工学会誌

Vol.49,No.l p53-56(2002)

P C Rによる簡便で高感度な食品関連細菌の検出

法

長島 浩 二

川上  誠

食品工業 Vo l . 4 4 , N o . 1 4

p41-50

光パルス殺菌の効果 と適用について (上井義明)

(金野利春)

吉川 修 司

井上 貞 仁

食品工業 Vol . 4 4 , N o . 2 4

p31-43

道産小麦の中華麺への利用技術 山本 一 史

中野 敦 博

田中  彰

槙  賢 司

農業低温科学研究情報

Vol.8,No.4 p40

―-111-―



発 表 題 目 投 稿 者 投 稿 誌 名

食品の光パルス殺菌に関す る研究 吉川 修 司

井上 貞 仁

(土井義明)

(金野利春)

月刊 HACC

7月 号p64-69

光パルス殺菌について 吉川 修 司

井上 貞 仁

(土井義明)

(金野利春)

食品機械装置

V01.38,No.8 p82-88

風味 を損 なわない国産光パル ス殺菌装置の開

発

(土井義明)

(金野利春)

吉川 修 司

井上 貞 仁

食品加工技術

Vol.21,No.3 pl14-120

C v t n t n v  i  c  F f f e c t  o f  C o n  i u s a t c d  T r i  e n o i cv f  r v L v / r

Fat ty  Acids on lv louse Tumor and Human

Monocy t i c  Leukemia  Ce I I s

(R.Suzuki)

(Ro Noguchi)

T.Ota

(M.Abe)

(K.Miyashita)

(T.Kawada)

Lipids

Vol.36,No.5 p477-482

(2001)

光パルス殺菌の食品への応用 吉川 修 司

井上 貞 仁

(土井義明)

(金野利春)

食品の試験 と研究

No.36 p54-57

※投稿者欄の ( )書 きは、当セ ンター職員以外の者
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5 学 会における発表

発 表 題 目 発 表 者 発 表 日 学  会   名

ホタテガイ養殖集団のミトコン ドリア

DNAハプロタイプ解析 とその集団間比較

(佐藤希実)

(川真 田憲治)

長島 浩 二

H13.5.25 マ リンバイオテクノロ

ジー学会

水産未利用資源に含まれる生活習慣病予

防物質

太 田 智 樹 H13.5.26 生研機構学術講演会

対塩性酵母 を用いた味噌発酵用 ドライス

ター ターの開発

田村 吉 史

(浅野行蔵)

(菊島 直 )

H13.9.11 日本食品科学工学会

味噌酵母乾燥スター ターを用いた味噌発

酵

(浅野行蔵)

田村 吉 史

(菊島 直 )

(イヌガ・スジャーヤ)

(矢田 博 )

H13.9.11 日本醸造学会

北海道 ラーメンの細菌学的特徴について 長島 浩 二

山本 一 史

中野 敦 博

川上  誠

H13.9.12 日本食品科学工学会

食品用天然酸化防止斉」「ヘ リアン ト」に

よるサケ退色防止効果

奥村 幸 広

川上  誠

中川  良 二

H13. 9. 日本食品科学工学会

魚卵製品の菌相解析および製造工程の改

差

川上  誠

長島 浩 二

人十川 大輔

中川 良 二

奥村 幸 広

H13.9.12 日本食品科学工学会

簡便で高感度 なPCRによる魚卵製品中の

細菌検出

川上  誠

長島 浩 二

人十川 大輔

中川 良 二

奥村 幸 広

H13.9.12 日本食品科学工学会

- 1 1 3 -



発 表 題 目 発 表  者 発 表 日 と
す

△
名

Deve lopmen t  o f  a  rap id  me thod  fo r

mon i to r i ng  t he  popu la t i on  o f

Zygosaccharornyces rouxii M2 in miso

fermentat  i  on

(I.Sujaya)

(T.Tanaka)

Y.Tamura

T.Yamaki

T.Ikeda

(N.Kikushima)

(H.Yata)

(A.Yokota)

(K.Asano)

(F.Tomita)

H13.9.26 日本生物工学会

北海道産赤 ワインのマロラクティック発

酵微生物の検索 (第2報 )

山木  携

(井関 渉 )

(中林  司 )

池田 隆 幸

H13.11.22 日本ブ ドウ 。ワイン学

道内水産資源の機能性物質と食品開発 太田 智 樹 H13.12. 14 日本水産学会北海道支

部大会シンポジウム

漬物由来 ラク トバチルス属乳酸菌 と大腸

菌015 7の ヒ ト腸上皮培養細胞株Cac O - 2

への競合的接着

中川 良 二

奥村 幸 広

川上  誠

八十川 大輔

長島 浩 二

H14.2.7 ライフサイエ ンス分野

融合会議 ・生命工学部

会バイオテクノロジー

研究会合同研究発表会

漬物由来ラク トバチルス属乳酸菌の ヒ ト

腸上皮培養細胞株Cac O - 2への接着 と大腸

菌015 7と の競合について

中川 良 二

奥村 幸 広

川上  誠

八十川 大輔

長島 浩 二

H14.3.25 日本農芸化学会

T RFLPを用いた腸内フローラの解析 (久田貴義)

(望月 淳 )

(佐藤希実)

(平石 明 )

長島 浩 二

H14.3.26 日本農芸化学会

スケ トウダラ卵巣に含まれる水溶性成分

の抗酸化活性

佐々木 茂文

(梅津よしみ)

H14.3.27 日本農芸化学会

※発表者欄の ( )書 きは、当センター職員以外の者
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6 出 願済工業所有権 「特許」

発 明 の 名 称 出 願 年 月 日

出 願 番 号

登 録 年 月 日

特 許 番 号

果実酒およびその製造方法 4.
９

“ 16 8. 11. 21

特許第2683178号

水産発酵ゲル化食品およびその製造方法 5.  6. 30 8.   9.   5

特許第2556813号

大豆の軟化法 5. 12. 22 9.  6. 20

特許第2663101号

生分解性を有する成形品用原料の製法と生分解性

を有する成形品の製法

6.   2.   7 10.  1. 30

特許第2741476号

キクイモ由来 レクチン及びその分離精製法 6. 10. 19 9.   6.  13

特許第2660175号

水産発酵食品およびその製造法 6. 10. 25 9.   5.   2

特許第2640088号

海洋生物を原料 とした代用皮膚 7.  6. 26 9. 12. 26

rT許第2731833号

アル コール飲料の製造法 7.   7. 31 lo.  9. 25

特許第2829716号

平L酸菌乾燥粉末の製造方法 8.  4. 25 11.  6.  4

特許第2935101号

魚類ゼラチンの製造方法 9.   4.   4 10. 12. 18

特許第2864159号

黄色ブ ドウ球菌の検出培地 9.  6. 26

特願平 9-184505号

豆乳入 リアイスクリーム及びその製造方法 9. 11. 10 13.  6. 18

特許第3196073号

冷凍食品の離水防止剤 9.  12.   5 11.  10.   1

特許第298 5 9 5 3号

カ ドミウムを除去 した魚介類エキスの製造方法 10.  3. 30 11.  5. 28

特許第2933309号

11.  5. 21

特許第2931814号

魚類 コラーゲンの製造方法 10. 8.

- 1 1 5 -



発 明 の 名 称 出 願 年 月 日

出 願 番 号

登録 年 月 日

特 許 番 号

エン ドグルカナーゼをコー ドす る遺伝子 10.  9. 30 12. 7. 21

特許第3089245号

カルシウム吸収を促進する多糖類食品素材および

その製造方法

10. 11. 26

特願平10-353968号

耐塩性酵母の乾燥菌体スターター及びその製造

方法

H. 3. 2 12. 6. 16

特許第3079096号

肥満及び糖尿病予防を目的 とする食品素材 11.  6.  3

特願平11-194845号

甘味飲料 11. 7. 6 12. 6. 16

特許第3076908号

細菌検出方法 11.  7. 23 1 3 .  3 .  3 0

特許第3172917号

ホタテガイ系統解析方法 12.  5. 16

特願2000-148570号

α―グル コシダーゼ阻害物質 13.  1. 18

桁願2001-45778号

食品の殺菌装置 13.   4.   3

特願2001-105010号

カルシウム液の製造方法及び同液を用いる

抗菌方法

13.  5. 14

特願2001-142722号

- 1 1 6 -



7 視 察実績

平成 13年 度の視察者は、35団 体、 691人 でセンター業務内容の説明、各施設の

案内、懇談、意見交換等により普及指導に努めた。

○ 月 別視察状況

区 分 ＼ 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月

視 察 件 数 1 2 4 4 2 4 9

視 察 人 数 13 36
ワ
ー

Ａ
υ 118

Ｏ
Ｊ 44 185

区 分 ＼ 月 H 月 12  リロ 1   月 2 月 3 月 計

視 察 件 数 1 0
０
乙

廣
υ l 35

視 察 人 数 91 0 18 59
ワ
ー 691

―-117-―



3 セ ンター概要

3-1 予 算及び事業概要

(単位 :千 円)

予 算 名 13年度予算額 14年度予算額 事 業 概 要

科学技術振興費 84,442( 56,669) 69,460( 48,157)

一般試験研究費 39,561( 38,061) 36,254( 34,254) 食品カロエに関する総合的な試験研究

を実施する。

重点領域特別研究費 14,447( 14,447) 8,495(  8,495) 研究開発方針の研究開発の重点事項

に対応する事業化 。実用化に結びつく

研究課題を実施する。

創造的研究推進事業費 1,372( 1,372) 0( 0) 企業家の芽 (ニーズ)を 先取りした

研究開発を実施する(平成13年度事業

終了)。

民間等共同研究費 4,321(      0) 3,000(      0) 北海道共同研究規程に基づき民間企

業等と共同研究を実施する。

外部資金活用研究費 20,849(      0) 15,200(      0) 国や財団法人等からの委託を受けて

試験研究を実施する。

北海道 ・アルハ―゙夕州食品
加工技術共同研究開発
事業

2,789(  2,789) 0( 0) カナダ ・アルバータ州食品カロエ開発

センターと共同で食品加工技術研究開

発を実施する(平成13年度事業終了)。

依頼試験費 1,103(     0) 1,103(      0) 企業等の新製品開発や新技術の導入

を支援するため、依頼を受けて試験や

分析を行 うとともに、設備、機器等を

開放する。

試験研究用備品整備費 0( 0) 5,408(  5,408) 試験研究及び技術指導等に必要な備

品の整備を図る。

食品加工研究センター費 115,542(114,819) 111,593(111,557)

技術指導普及事業費 8,983(  8,296) 6,997(  6,997) 企業等の技術力の向上や製品の高付

加価値化等を図るため、技術講習会や

移動食加研を開催するとともに、研究

成果や食品加工等に関する情報等を広

く提供する。

維持管理費 106,559(106,523) 104,596(104,560) センターを維持管理するための行政

経費

△
計 199,984(171,488) 181,053(159,714)

*1 ( )内 は、一般財源額

*2 民 間等共同研究費及び外部資金活用研究費については、契約等で金額の変更有 り

- 1 1 9 -



3-2

大正 1

日召不日2

6

平成

沿 革

2年 4月

4年 10月

3年 6月

元年 3月

4年 2月 1

札幌郡琴似村の 「北海道工業試験場」において醸造に関する試験研究業務を開始。

「北海道工業試験場」が北海道に移管され、「北海道立工業試験場」となる。

「食品加工研究所 (仮称)建 設基本構想検討委員会」の意見をもとに、「建設基本

構想」策定。

「北海道立食品加工研究センター (仮称)建 設基本計画」を策定。

5日

「北海道立食品加工研究セ ンター」開設 (工業試験場食品部を移管拡充)。

職員定数 33名 (うち研究員 23名 )

北海道立十勝圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)十 勝圏振興機構)及 びオ

ホーツク圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)オ ホーツク圏地域振興機構)

開設

10周 年記念講演会開催

6年 4月

1 3年 6月

3-3 組 織

所長 ―― 副所長

モ食品科

発酵食品部 ―

吉食品科

農産食品科

畜産食品科

水産食品科

庶務、財務及び総合調整

研究成果普及及び技術指導 。相談

窓日、依頼試験等の受託

試験研究の企画及び調整、技術情

報の収集及び提供

農産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究及び

技術支援

畜産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究及び

技術支援

水産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究及び

技術支援

調味食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究及び

技術支援

発酵食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究及び

技術支援

食品加工の工学的技術に関する試験研究及び技術支

援

バイオテクノロジーの食品加工への応用に関する試

験研究及び技術支援

:工学科
応用技術部

1

| ワエ学科
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職員定数 44名 (うち研究員 32名 )



3-4 施 設

敷地面積    20, 000.24ピ

建物延床 面積   5, 480.59ポ

3-5主 要設備 ・機器

試験研究用機器

。核磁気共鳴装置

。ガスクロマ トグラフ質量分析計

。高速液体クロマ トグラフ

・イオンクロマ トグラフ

。電子顕微鏡 (透過型、走査型)

。アミノ酸分析計

・バイオリアクター装置

。フリーズエッチング

・近赤外分光分析計

。自記分光蛍光光度計

。X線 回析装置

・ドウコーダー

。原子吸光分光光度計

・テクスチュロメーター

・示差熱走査熱量計

包装試験用機器

・万能引っ張 り試験機

。シュリンク包装機

。真空包装機

。ヒー トシールテスター

・紫外線殺菌装置

加工試験用機器

。エクス トルーダー

・超高圧処理装置

。薄膜真空蒸発装置

。膜分離装置

。チーズ製造装置

。アイスクリーマ

・レトル ト殺菌機

。真空フライヤー

・試験用製めん機

。パン生地製造装置

。マイクロ波減圧乾燥装置

。遠赤外線常圧 。減圧乾燥機

。真空凍結乾燥機

。加圧 。減圧かくはん試験機

。かくはん混合造粒機

。シャープレス遠心分離機

。フィルタープレス

◆スクリュープレス

・スモークマシン

・急速凍結装置

。超臨界流体抽出分離装置

開放試験室

・バイオテクノロジー開放試験室

。開放実験室

研究棟 鉄 筋コンク

試験棟 鉄 筋コンク

その他

リー ト造 3階 建 4,

リー ト造 1階 建 1,

2 7 0 .  8 6ポ

11 4 . 4 9ピ

95 .  2 4ぽ
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3-6主 要試験 ・分析

依頼試験

。一般生菌数

。大腸菌群

。耐熱性菌数

。ブ ドウ球菌

・サルモネラ菌

。細菌同定試験 (遺伝子解析法)

epH測 定

。粘度測定

。屈折率測定

。水分活性測定

依頼分析

。灰分分析

。水分分析

。たんぱく質分析

。脂質分析

・アルコール分析

・アミノ酸組成分析

。無機質分析

・水溶性ビタミン分析

。糖類分析

。X線 微少部分析

―-122-―



3-7 利 用方法

内    容 申込 。手続き等 お問い合わせ窓口

*お 申 し込みの前 にまず、電話等 で ご本目談下 さい。

一-123-―

共同研究の受付は 随時受付 ・有料

共同研究を行 う場合には、「北海道共同研究規

程」に基づき手続きを行います。

企画情報係

Te1011-387-4113

食品カロエ技術に関する

総合的な相談は

随時受付 ◆無料

電話、来所、文書など形式は問いません。 普及指導係

Te1011-387-4114

現地技術指導の問い合わせ

◆申込は

随時受付 。無料

現地技術指導依頼書又は電話等でお申し込み

下さい。

依頼試験 。分析の申込みは

設備機器の使用申込みは

随時受付 。有料

依頼試験分析申込書、設備使用申込書等でお

申し込み下さい。手数料 ・使用料は北海道収入

証紙をちょう付 していただきます。

なお、申込書は、北海道ダウンロー ドセンタ

ーホームページ (http://―.from.pref.hokkai

do.jp/dlc/)でダウンロー ドできます。

移動食品加工研究センター

・技術講習会等の申込みは

無料

所定の申込書によりお申込み下 さい。

技術研修生の申込みは 随時受付 。無料 (ただ し、研修に関す る試料

。消耗品等は負担いただきます。)

研修 申込書によりお申し込み下 さい。

図書等の閲覧は 随時受付 。無料

企画情報係にお越 し下さい。

企画情報係

Te1011-387-4113

工業所有権の利用は 随時受付 。有料

企画情報係にご相談下 さい。

施設見学の申込みは 随時受付 。無料

事前に文書でお申し込み下さい。

普及指導係

Te1011-387-4114
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